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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料、（Ｂ－２）下記一般式（ＩＩ）で表される
色素誘導体、（Ｃ）分散剤、（Ｄ）光重合開始剤、（Ｅ）重合性化合物ならびに黄色顔料
を含有し、
　前記黄色顔料がＣ．Ｉ．ピグメントイエロー１５０および／またはＣ．Ｉ．ピグメント
イエロー１８５であり、
　（Ｃ）分散剤の含有量が顔料１００質量部に対し、２０～４０質量部である着色感光性
樹脂組成物。
【化１】

（一般式（ＩＩ）中、Ｄｙｅは置換基を有していてもよいキノフタロン残基を表し、Ｘ1

は、－ＮＲ’ＳＯ2－、－ＳＯ2ＮＲ’－、－ＣＯＮＲ’－、－ＣＨ2ＮＲ’ＣＯＣＨ2ＮＲ
’－、または－ＮＲ’ＣＯ－を表し、Ｘ2は、置換基を有していてもよい炭素数が６～２
０のアリーレン基、または置換基を有していてもよい炭素数が４～２０の複素芳香環基を
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表し、これらの基は、－ＮＲ’－、－Ｏ－、－ＳＯ2－または－ＣＯ－から選ばれる２価
の連結基で相互に結合されていてもよい。Ｘ3は、－ＮＲ’－または－Ｏ－を表す。Ｒ’
は、水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、置換基を有し
ていてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、または置換基を有していてもよい炭素数
が６～２０のアリール基を表す。ＡおよびＢは、それぞれ、下記一般式（１）で表される
基、下記一般式（２）で表される基、－Ｏ－（ＣＨ2）n－Ｒ8、－ＯＲ9、－ＮＲ10Ｒ11、
－Ｃｌ、－Ｆおよび－Ｘ3－Ｘ2－Ｘ1－Ｄｙｅから選ばれる基を表し、Ｒ8は置換されてい
てもよい含窒素複素環残基を表し、Ｒ9、Ｒ10、Ｒ11は、それぞれ、水素原子、置換基を
有していてもよい炭素数が１～２０アルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～
２０のアルケニル基または置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリール基を表
し、ｎは０～２０の整数を表す。ＡおよびＢのいずれか一方は、下記一般式（１）で表さ
れる基、下記一般式（２）で表される基、－Ｏ－（ＣＨ2）n－Ｒ8、－ＯＲ9または－ＮＲ
10Ｒ11であり、ｔは１～３の整数を表す。ｔが２以上の場合、複数のＸ1、Ｘ2、Ｘ3、Ａ
、およびＢは同一であってもよく、異なっていてもよい。）

【化２】

（一般式（１）中、Ｙ1は－ＮＲ’－または－Ｏ－を表し、Ｙ2は置換基を有していてもよ
い炭素数が１～２０のアルキレン基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアル
ケニレン基、または置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリーレン基を表し、
これらの基は、－ＮＲ’－、－Ｏ－、－ＳＯ2－、－ＣＯ－から選ばれる２価の連結基で
相互に結合されていてもよい。Ｒ’は、水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が１
～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、また
は置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリール基を表す。Ｒ1およびＲ2はそれ
ぞれ、置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、または置換基を有して
いてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基を表す。Ｒ1とＲ2が一体となって、更なる窒
素原子、酸素原子または硫黄原子を含み置換されていてもよい複素環構造を形成してもよ
い。
一般式（２）中、Ｚ1はトリアジン環と窒素原子を結ぶ単結合、－ＮＲ’－、－ＮＲ’－
Ｇ－ＣＯ－、ＮＲ’－Ｇ－ＣＯＮＲ’’－、－ＮＲ’－Ｇ－ＳＯ2－、－ＮＲ’－Ｇ－Ｓ
Ｏ2ＮＲ’’－、－Ｏ－Ｇ－ＣＯ－、－Ｏ－Ｇ－ＣＯＮＲ’－、－Ｏ－Ｇ－ＳＯ2－または
－Ｏ－Ｇ－ＳＯ2ＮＲ’－を表し、Ｇは置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のア
ルキレン基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニレン基または置換基
を有していてもよい炭素数が６～２０のアリーレン基を表し、Ｒ’およびＲ’’は、それ
ぞれ水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、置換基を有し
ていてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、または置換基を有していてもよい炭素数
が６～２０のアリール基を表す。Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、およびＲ6はそれぞれ、水素原子、置換
基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数
が２～２０のアルケニル基、または置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリー
ル基を表し、Ｒ7は置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、または置
換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基を表す。）
【請求項２】
　（Ａ）ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料、（Ｂ－２）下記一般式（ＩＩ）で表される
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色素誘導体、（Ｃ）分散剤、（Ｄ）光重合開始剤ならびに（Ｅ）重合性化合物を含有する
着色感光性樹脂組成物であって、
　（Ｃ）分散剤の含有量が顔料１００質量部に対し、２０～４０質量部であり、
　前記着色感光性樹脂組成物中の全固形分に対する、着色剤の合計量が４０質量％以上で
ある着色感光性樹脂組成物。
【化３】

（一般式（ＩＩ）中、Ｄｙｅは置換基を有していてもよいキノフタロン残基を表し、Ｘ1

は、－ＮＲ’ＳＯ2－、－ＳＯ2ＮＲ’－、－ＣＯＮＲ’－、－ＣＨ2ＮＲ’ＣＯＣＨ2ＮＲ
’－、または－ＮＲ’ＣＯ－を表し、Ｘ2は、置換基を有していてもよい炭素数が６～２
０のアリーレン基、または置換基を有していてもよい炭素数が４～２０の複素芳香環基を
表し、これらの基は、－ＮＲ’－、－Ｏ－、－ＳＯ2－または－ＣＯ－から選ばれる２価
の連結基で相互に結合されていてもよい。Ｘ3は、－ＮＲ’－または－Ｏ－を表す。Ｒ’
は、水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、置換基を有し
ていてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、または置換基を有していてもよい炭素数
が６～２０のアリール基を表す。ＡおよびＢは、それぞれ、下記一般式（１）で表される
基、下記一般式（２）で表される基、－Ｏ－（ＣＨ2）n－Ｒ8、－ＯＲ9、－ＮＲ10Ｒ11、
－Ｃｌ、－Ｆおよび－Ｘ3－Ｘ2－Ｘ1－Ｄｙｅから選ばれる基を表し、Ｒ8は置換されてい
てもよい含窒素複素環残基を表し、Ｒ9、Ｒ10、Ｒ11は、それぞれ、水素原子、置換基を
有していてもよい炭素数が１～２０アルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～
２０のアルケニル基または置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリール基を表
し、ｎは０～２０の整数を表す。ＡおよびＢのいずれか一方は、下記一般式（１）で表さ
れる基、下記一般式（２）で表される基、－Ｏ－（ＣＨ2）n－Ｒ8、－ＯＲ9または－ＮＲ
10Ｒ11であり、ｔは１～３の整数を表す。ｔが２以上の場合、複数のＸ1、Ｘ2、Ｘ3、Ａ
、およびＢは同一であってもよく、異なっていてもよい。）

【化４】

（一般式（１）中、Ｙ1は－ＮＲ’－または－Ｏ－を表し、Ｙ2は置換基を有していてもよ
い炭素数が１～２０のアルキレン基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアル
ケニレン基、または置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリーレン基を表し、
これらの基は、－ＮＲ’－、－Ｏ－、－ＳＯ2－、－ＣＯ－から選ばれる２価の連結基で
相互に結合されていてもよい。Ｒ’は、水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が１
～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、また
は置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリール基を表す。Ｒ1およびＲ2はそれ
ぞれ、置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、または置換基を有して
いてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基を表す。Ｒ1とＲ2が一体となって、更なる窒
素原子、酸素原子または硫黄原子を含み置換されていてもよい複素環構造を形成してもよ
い。
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一般式（２）中、Ｚ1はトリアジン環と窒素原子を結ぶ単結合、－ＮＲ’－、－ＮＲ’－
Ｇ－ＣＯ－、ＮＲ’－Ｇ－ＣＯＮＲ’’－、－ＮＲ’－Ｇ－ＳＯ2－、－ＮＲ’－Ｇ－Ｓ
Ｏ2ＮＲ’’－、－Ｏ－Ｇ－ＣＯ－、－Ｏ－Ｇ－ＣＯＮＲ’－、－Ｏ－Ｇ－ＳＯ2－または
－Ｏ－Ｇ－ＳＯ2ＮＲ’－を表し、Ｇは置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のア
ルキレン基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニレン基または置換基
を有していてもよい炭素数が６～２０のアリーレン基を表し、Ｒ’およびＲ’’は、それ
ぞれ水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、置換基を有し
ていてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、または置換基を有していてもよい炭素数
が６～２０のアリール基を表す。Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、およびＲ6はそれぞれ、水素原子、置換
基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数
が２～２０のアルケニル基、または置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリー
ル基を表し、Ｒ7は置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、または置
換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基を表す。）
【請求項３】
　さらに、黄色顔料を含む、請求項２に記載の着色感光性樹脂組成物。
【請求項４】
　前記黄色顔料が、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５０および／またはＣ．Ｉ．ピグメン
トイエロー１８５である、請求項３に記載の着色感光性樹脂組成物。
【請求項５】
　（Ｃ）分散剤が、片末端に水酸基を有するビニル系重合体の水酸基とトリカルボン酸無
水物またはテトラカルボン酸二無水物とを反応してなる、請求項１～４のいずれか１項に
記載の着色感光性樹脂組成物。
【請求項６】
　一般式（ＩＩ）中、キノフタロン残基が、下記一般式（ＩＩ－１）で表される、請求項
１～５のいずれか１項に記載の着色感光性樹脂組成物。
一般式（ＩＩ－１）
【化５】

（一般式（ＩＩ－１）中、ＤおよびＥはそれぞれ、水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～
２０のアルキル基、ＤおよびＥが結合したベンゼン環とともに形成し、置換基を有しても
よい芳香環基または複素環基、ヒドロキシル基、炭素数１～３のアルコキシル基、カルボ
キシル基あるいはその塩あるいは炭素数１～２０のエステルあるいは炭素数１～２０のア
ミド、スルホン基あるいはその塩、スルファモイル基、－ＮＲ’Ｒ’’－、ニトロ基から
選ばれるいずれかの基を表す。式中、Ｒ’およびＲ’’は、それぞれ、水素原子、置換基
を有していてもよく炭素数１～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数２～
２０のアルケニル基または置換基を有していてもよい炭素数６～２０のアリール基を表す
。ｐは０～４の整数を表し、ｑは４－ｐで算出される整数を表す。＊は、一般式（ＩＩ）
におけるＸ1との結合部位を表す。）
【請求項７】
　一般式（ＩＩ）中、ＡおよびＢは、一般式（１）で表される基または一般式（２）で表
される基を表し、かつ、同一の基である、請求項１～６のいずれか１項に記載の着色感光
性樹脂組成物。
【請求項８】
　（Ａ）ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料が、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン５８である
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、請求項１～７のいずれか１項に記載の着色感光性樹脂組成物。
【請求項９】
　カラーフィルタの着色領域形成に用いられる請求項１～８のいずれか１項に記載の着色
感光性樹脂組成物。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか１項に記載の着色感光性樹脂組成物を硬化してなる硬化膜。
【請求項１１】
　請求項１～９のいずれか１項に記載の着色感光性樹脂組成物を支持体上に適用して着色
感光性樹脂組成物層を形成する工程と、前記着色感光性樹脂組成物層をパターン状に露光
する工程と、未露光部を現像除去して着色パターンを形成する工程とを含むカラーフィル
タの製造方法。
【請求項１２】
　請求項１～９のいずれか１項に記載の着色感光性樹脂組成物を支持体上に適用して着色
感光性樹脂組成物層を形成し、硬化して着色層を形成する工程、
　前記着色層上にフォトレジスト層を形成する工程、露光および現像することにより前記
フォトレジスト層をパターニングしてレジストパターンを得る工程、および
　前記レジストパターンをエッチングマスクとして前記着色層をドライエッチングする工
程を含む、カラーフィルタの製造方法。
【請求項１３】
　請求項１０に記載の硬化膜を有するカラーフィルタ。
【請求項１４】
　請求項１３に記載のカラーフィルタを有する固体撮像素子または画像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示素子（ＬＣＤ）や固体撮像素子（ＣＣＤ、ＣＭＯＳなど）等に用い
られるカラーフィルタを作製するのに好適な着色感光性樹脂組成物、前記組成物により作
製された着色領域を有するカラーフィルタ、および、前記カラーフィルタを有する固体撮
像素子、有機ＬＥＤ用液晶表示装置などの画像表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、パーソナルコンピュータ、特に大画面液晶テレビの発達に伴い、液晶ディスプレ
イ（ＬＣＤ）、とりわけカラー液晶ディスプレイの需要が増加する傾向にある。更なる高
画質化の要求から有機ＥＬディスプレイの普及も待ち望まれている。一方、デジタルカメ
ラ、カメラ付き携帯電話の普及から、ＣＣＤイメージセンサーなどの固体撮像素子も需要
が大きく伸びている。
　これらのディスプレイや光学素子のキーデバイスとしてカラーフィルタが使用されてお
り、更なる高画質化の要求とともにコストダウンへの要求が高まっている。このようなカ
ラーフィルタは、通常、赤（Ｒ）、緑（Ｇ）、および青（Ｂ）の３原色の着色パターンを
備えており、表示デバイスや撮像素子において、通過する光を３原色へ分画する役割を果
たしている。
【０００３】
　カラーフィルタに使用されている着色剤としては、顔料を用いることが一般的であり、
例えば、特許文献１～３に記載の着色組成物が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－１５６３９５号公報
【特許文献２】特開２００８－３１００００号公報
【特許文献３】特開２００９－２５１４８１号公報（特許第５１１７９１３号）
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、カラーフィルタを薄膜化することでクロストーク（光の混色）が軽減される
が、分光の形は維持したまま薄膜化が求められるため、固形分中の顔料濃度を大幅に上げ
ることが求められる。このため、特許文献１～３に記載の組成物では、相対的にリソグラ
フィーに必要な成分の含有量が少なくなり、パターン形成が困難となる傾向にある。
　このように、リソグラフィーに必要な成分の含有量を確保するために、少量の分散剤で
良好な顔料分散物を得ることが重要な課題となっている。
【０００６】
　本発明は、かかる課題を解決するものであって、少量の分散剤で良好な分散物を得るこ
とが可能であり、良好なリソグラフィー（解像性）、パターン直線性、パターンの同色画
素間の安定性および輝度ムラに優れる着色感光性樹脂組成物、前記着色感光性樹脂組成物
を利用した、硬化膜、カラーフィルタ、カラーフィルタの製造方法、固体撮像素子および
画像表示装置に関する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは詳細に検討した結果、所定の顔料および所定の色素誘導体を用いることに
より、上記課題を解決しうることを見出した。
　具体的には、下記手段＜１＞により、好ましくは、＜２＞～＜１５＞により、上記課題
は解決された。
＜１＞（Ａ）ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料、（Ｂ－１）下記一般式（Ｉ）で表され
る色素誘導体および／または（Ｂ－２）下記一般式（ＩＩ）で表される色素誘導体、（Ｃ
）分散剤、（Ｄ）光重合開始剤、ならびに（Ｅ）重合性化合物を含有し、（Ｃ）分散剤の
含有量が、顔料１００質量部に対し、２０～４０質量部である着色感光性樹脂組成物。
【化１】

（一般式（Ｉ）中、Ｄｙｅはｎ価の有機色素残基を表し、Ｘは単結合、－ＣＯＮＨ－Ｙ2

－、－ＳＯ2ＮＨ－Ｙ2－または－ＣＨ2ＮＨＣＯＣＨ2ＮＨ－Ｙ2－（Ｙ2は置換基を有して
いても良いアルキレン基またはアリーレン基を表す。）を表し、Ｙ1は－ＮＨ－または－
Ｏ－を表し、Ｚは、ｎが１を表す場合は水酸基、アルコキシ基、下記一般式（ＩＩＩ）で
表される基、または－ＮＨ－Ｘ－Ｄｙｅ（Ｘは一般式（Ｉ）中のＸと同義である）を表し
、ｎが２～４の整数を表す場合はそれぞれ水酸基、アルコキシ基、または下記一般式（Ｉ
ＩＩ）で表される基を表し、Ｒ1およびＲ2はそれぞれ、置換基を有していても良いアルキ
ル基を表し、Ｒ1とＲ2が互いに結合して窒素原子を含むヘテロ環を形成してもよい。ｍは
１～６の整数を表し、ｎは１～４の整数を表す。ｎが２以上の場合、複数のＸ、Ｙ1、Ｒ1

、およびＲ2は、それぞれ、同一であってもよく、異なっていてもよい。）

【化２】

（一般式（ＩＩＩ）中、Ｙ3は－ＮＨ－または－Ｏ－を表す。Ｒ1およびＲ2はそれぞれ、
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置換基を有していても良いアルキル基を表し、Ｒ1とＲ2が互いに結合して窒素原子を含む
ヘテロ環を形成してもよい。ｍは１～６の整数を表す）
【化３】

（一般式（ＩＩ）中、Ｄｙｅは置換基を有していてもよいキノフタロン残基を表し、Ｘ1

は、－ＮＲ’ＳＯ2－、－ＳＯ2ＮＲ’－、－ＣＯＮＲ’－、－ＣＨ2ＮＲ’ＣＯＣＨ2ＮＲ
’－、または－ＮＲ’ＣＯ－を表し、Ｘ2は、置換基を有していてもよい炭素数が６～２
０のアリーレン基、または置換基を有していてもよい炭素数が４～２０の複素芳香環基を
表し、これらの基は、－ＮＲ’－、－Ｏ－、－ＳＯ2－または－ＣＯ－から選ばれる２価
の連結基で相互に結合されていてもよい。Ｘ3は、－ＮＲ’－または－Ｏ－を表す。Ｒ’
は、水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、置換基を有し
ていてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、または置換基を有していてもよい炭素数
が６～２０のアリール基を表す。ＡおよびＢは、それぞれ、下記一般式（１）で表される
基、下記一般式（２）で表される基、－Ｏ－（ＣＨ2）n－Ｒ8、－ＯＲ9、－ＮＲ10Ｒ11、
－Ｃｌ、－Ｆおよび－Ｘ3－Ｘ2－Ｘ1－Ｄｙｅから選ばれる基を表し、Ｒ8は置換されてい
てもよい含窒素複素環残基を表し、Ｒ9、Ｒ10、Ｒ11は、それぞれ、水素原子、置換基を
有していてもよい炭素数が１～２０アルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～
２０のアルケニル基または置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリール基を表
し、ｎは０～２０の整数を表す。ＡおよびＢのいずれか一方は、下記一般式（１）で表さ
れる基、下記一般式（２）で表される基、－Ｏ－（ＣＨ2）n－Ｒ8、－ＯＲ9または－ＮＲ
10Ｒ11であり、ｔは１～３の整数を表す。ｔが２以上の場合、複数のＸ1、Ｘ2、Ｘ3、Ａ
、およびＢは同一であってもよく、異なっていてもよい。）
【化４】

（一般式（１）中、Ｙ1は－ＮＲ’－または－Ｏ－を表し、Ｙ2は置換基を有していてもよ
い炭素数が１～２０のアルキレン基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアル
ケニレン基、または置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリーレン基を表し、
これらの基は、－ＮＲ’－、－Ｏ－、－ＳＯ2－、－ＣＯ－から選ばれる２価の連結基で
相互に結合されていてもよい。Ｒ’は、水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が１
～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、また
は置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリール基を表す。Ｒ1およびＲ2はそれ
ぞれ、置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、または置換基を有して
いてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基を表す。Ｒ1とＲ2が一体となって、更なる窒
素原子、酸素原子または硫黄原子を含み置換されていてもよい複素環構造を形成してもよ
い。
一般式（２）中、Ｚ1はトリアジン環と窒素原子を結ぶ単結合、－ＮＲ’－、－ＮＲ’－
Ｇ－ＣＯ－、ＮＲ’－Ｇ－ＣＯＮＲ’’－、－ＮＲ’－Ｇ－ＳＯ2－、－ＮＲ’－Ｇ－Ｓ
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Ｏ2ＮＲ’’－、－Ｏ－Ｇ－ＣＯ－、－Ｏ－Ｇ－ＣＯＮＲ’－、－Ｏ－Ｇ－ＳＯ2－または
－Ｏ－Ｇ－ＳＯ2ＮＲ’－を表し、Ｇは置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のア
ルキレン基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニレン基または置換基
を有していてもよい炭素数が６～２０のアリーレン基を表し、Ｒ’およびＲ’’は、それ
ぞれ水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、置換基を有し
ていてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、または置換基を有していてもよい炭素数
が６～２０のアリール基を表す。Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、およびＲ6はそれぞれ、水素原子、置換
基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数
が２～２０のアルケニル基、または置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリー
ル基を表し、Ｒ7は置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、または置
換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基を表す。）
＜２＞さらに、黄色顔料を含む、＜１＞に記載の着色感光性樹脂組成物。
＜３＞黄色顔料が、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５０および／またはＣ．Ｉ．ピグメン
トイエロー１８５である、＜２＞に記載の着色感光性樹脂組成物。
＜４＞（Ｃ）分散剤が、片末端に水酸基を有するビニル系重合体の水酸基とトリカルボン
酸無水物またはテトラカルボン酸二無水物とを反応してなる、＜１＞～＜３＞のいずれか
に記載の着色感光性樹脂組成物。
＜５＞一般式（Ｉ）中、Ｄｙｅがベンズイミダゾロン骨格を有するモノアゾ色素構造を有
する、＜１＞～＜４＞のいずれかに記載の着色感光性樹脂組成物。
＜６＞一般式（ＩＩ）中、キノフタロン残基が、下記一般式（ＩＩ－１）で表される、＜
１＞～＜５＞のいずれかに記載の着色感光性樹脂組成物。
一般式（ＩＩ－１）
【化５】

（一般式（ＩＩ－１）中、ＤおよびＥはそれぞれ、水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～
２０のアルキル基、ＤおよびＥが結合したベンゼン環とともに形成し、置換基を有しても
よい芳香環基または複素環基、ヒドロキシル基、炭素数１～３のアルコキシル基、カルボ
キシル基あるいはその塩あるいは炭素数１～２０のエステルあるいは炭素数１～２０のア
ミド、スルホン基あるいはその塩、スルファモイル基、－ＮＲ’Ｒ’’－、ニトロ基から
選ばれるいずれかの基を表す。式中、Ｒ’およびＲ’’は、それぞれ、水素原子、置換基
を有していてもよく炭素数１～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数２～
２０のアルケニル基または置換基を有していてもよい炭素数６～２０のアリール基を表す
。ｐは０～４の整数を表し、ｑは４－ｐで算出される整数を表す。＊は、一般式（ＩＩ）
におけるＸ1との結合部位を表す。）
＜７＞一般式（ＩＩ）中、ＡおよびＢは、一般式（１）で表される基または一般式（２）
で表される基を表し、かつ、同一の基である、＜１＞～＜６＞のいずれかに記載の着色感
光性樹脂組成物。
＜８＞（Ａ）ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料が、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン５８で
ある、＜１＞～＜７＞のいずれかに記載の着色感光性樹脂組成物。
＜９＞組成物中の全固形分に対する、着色剤の合計量が、４０質量％以上である、＜１＞
～＜８＞のいずれかに記載の着色感光性樹脂組成物。
＜１０＞カラーフィルタの着色領域形成に用いられる＜１＞～＜９＞のいずれかに記載の
着色感光性樹脂組成物。
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＜１１＞＜１＞～＜１０＞のいずれかに記載の着色感光性樹脂組成物を硬化してなる硬化
膜。
＜１２＞＜１＞～＜１０＞のいずれかに記載の着色感光性樹脂組成物を支持体上に適用し
て着色感光性樹脂組成物層を形成する工程と、着色感光性樹脂組成物層をパターン状に露
光する工程と、未露光部を現像除去して着色パターンを形成する工程とを含むカラーフィ
ルタの製造方法。
＜１３＞＜１＞～＜１０＞のいずれかに記載の着色感光性樹脂組成物を支持体上に適用し
て着色感光性樹脂組成物層を形成し、硬化して着色層を形成する工程、
着色層上にフォトレジスト層を形成する工程、
露光および現像することによりフォトレジスト層をパターニングしてレジストパターンを
得る工程、および
レジストパターンをエッチングマスクとして着色層をドライエッチングする工程を含む、
カラーフィルタの製造方法。
＜１４＞＜１１＞に記載の硬化膜を有するカラーフィルタ、または＜１２＞または＜１３
＞に記載のカラーフィルタの製造方法によって製造したカラーフィルタ。
＜１５＞＜１４＞に記載のカラーフィルタを有する固体撮像素子または画像表示装置。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、分散剤の含有量が少なくても良好な分散物が得られるので、良好なリ
ソグラフィー（解像性）、パターン直線性、パターンの同色画素間の安定性および輝度ム
ラに優れる着色感光性樹脂組成物、前記着色感光性樹脂組成物を利用した、硬化膜、カラ
ーフィルタ、カラーフィルタの製造方法、固体撮像素子および画像表示装置の提供が可能
となった。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】パターン直線性の評価における判定基準を模式的に表した図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下において、本発明の内容について詳細に説明する。尚、本願明細書において「～」
とはその前後に記載される数値を下限値および上限値として含む意味で使用される。また
、本発明における有機ＥＬ素子とは、有機エレクトロルミネッセンス素子のことをいう。
　本明細書において、全固形分とは、着色感光性樹脂組成物の全組成から溶剤を除いた成
分の総質量をいう。
【００１１】
　本明細書における基（原子団）の表記に於いて、置換および無置換を記していない表記
は、置換基を有さないものと共に置換基を有するものをも包含するものである。例えば、
「アルキル基」とは、置換基を有さないアルキル基（無置換アルキル基）のみならず、置
換基を有するアルキル基（置換アルキル基）をも包含するものである。
　また、本明細書中における「放射線」とは、例えば、水銀灯の輝線スペクトル、エキシ
マレーザーに代表される遠紫外線、極紫外線（ＥＵＶ光）、Ｘ線、電子線等を意味する。
また、本発明において光とは、活性光線または放射線を意味する。本明細書中における「
露光」とは、特に断らない限り、水銀灯、エキシマレーザーに代表される遠紫外線、Ｘ線
、ＥＵＶ光などによる露光のみならず、電子線、イオンビーム等の粒子線による描画も露
光に含める。
【００１２】
　また、本明細書において、“（メタ）アクリレート”はアクリレートおよびメタクリレ
ートの双方、または、いずれかを表し、“（メタ）アクリル”はアクリルおよびメタクリ
ルの双方、または、いずれかを表し、“（メタ）アクリロイル”はアクリロイルおよびメ
タクリロイルの双方、または、いずれかを表す。
　また、本明細書において、“単量体”と“モノマー”とは同義である。本明細書におけ
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る単量体は、オリゴマーおよびポリマーと区別され、重量平均分子量が２，０００以下の
化合物をいう。本明細書において、重合性化合物とは、重合性官能基を有する化合物のこ
とをいい、単量体であっても、ポリマーであってもよい。重合性官能基とは、重合反応に
関与する基を言う。
　本明細書において、重量平均分子量および数平均分子量は、ＧＰＣ測定によるポリスチ
レン換算値として定義される。本明細書において、重量平均分子量（Ｍｗ）及び数平均分
子量（Ｍｎ）は、例えば、ＨＬＣ－８２２０（東ソー（株）製）を用い、カラムとしてＴ
ＳＫｇｅｌ Ｓｕｐｅｒ　ＡＷＭ―Ｈ（東ソー（株）製、６．０ｍｍＩＤ×１５．０ｃｍ
を、溶離液として１０ｍｍｏｌ／Ｌ　リチウムブロミドＮＭＰ(Ｎ－メチルピロリジノン)
溶液を用いることによって求めることができる。
【００１３】
　本明細書において、化学式中のＭｅはメチル基を、Ｅｔはエチル基を、Ｐｒはプロピル
基を、Ｂｕはブチル基を、Ｐｈはフェニル基をそれぞれ示す。
【００１４】
　本明細書において「工程」との語は、独立した工程だけではなく、他の工程と明確に区
別できない場合であってもその工程の所期の作用が達成されれば、本用語に含まれる。
　本発明は、上記の状況に鑑みてなされたものであり、色特性に優れたな着色組成物を提
供することを目的とする。
【００１５】
＜着色感光性樹脂組成物＞
　本発明の着色感光性樹脂組成物（以下、単に、「本発明の組成物」ということがある）
は、（Ａ）ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料、（Ｂ－１）一般式（Ｉ）で表される色素
誘導体および／または（Ｂ－２）一般式（ＩＩ）で表される色素誘導体（以下、まとめて
、「（Ｂ）色素誘導体」ということがある）、（Ｃ）分散剤、（Ｄ）光重合開始剤、なら
びに（Ｅ）重合性化合物を含有し、（Ｃ）分散剤の含有量が、顔料の合計量１００質量部
に対し、２０～４０質量部であることを特徴とする。
【００１６】
　本発明の組成物を用いることにより、分散剤の含有量を顔料１００質量部に対し、２０
～４０質量部と少なくしても良好な分散物が得られるので、良好なリソグラフィー（解像
性）、パターン直線性、パターンの同色画素間の安定性および輝度ムラに優れるようにな
る。このような本発明の効果が得られる理由は定かではないが、顔料として用いられるハ
ロゲン化亜鉛フタロシアニンが有する分子構造の平面性が、非ハロゲン化フタロシアニン
や銅フタロシアニンなどよりも高いことに依存していると考えられる。すなわち、顔料は
、分散剤が相互作用により分散される際、分子の平面性が高いほうが吸着されやすいため
、少量の分散剤でも分散が可能になったと考えられる。
　また、本発明で用いる（Ｂ）色素誘導体は、トリアジン構造を有しており、トリアジン
構造は平面性が高い化合物と強く吸着することから、平面性が高いハロゲン化亜鉛フタロ
シアニンが色素誘導体にもより強く吸着される。これらの結果、分散剤の含有量が少なく
とても良好な分散物が得られると推定される。
　以下、本発明の組成物について詳細に説明する。
【００１７】
＜＜（Ａ）ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料＞＞
　本発明は、（Ａ）ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料を含む。本発明におけるハロゲン
化亜鉛フタロシアニン顔料は、フタロシアニン骨格に置換している置換基がハロゲン原子
のみであり、フタロシアニン分子（構造）１個当たり、ハロゲン原子が合計で、少なくと
も２個最大で１６個結合した構造の顔料である。
　ハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子および臭素原子の少なくとも１種を含む
ことが好ましく、塩素原子および／または臭素原子がより好ましく、塩素原子と臭素原子
の両方を含むことがさらに好ましい。
【００１８】
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　ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料としては、例えば、下記一般式（Ｆ）で表される化
合物が挙げられる。
【化６】

（一般式（Ｆ）中、Ｘ1～Ｘ16は、それぞれ、塩素原子、臭素原子または水素原子を表し
、Ｘ1～Ｘ16の少なくとも２つは塩素原子、又は臭素原子である。）
【００１９】
　分子中に結合したハロゲン原子の数が増すと、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料の色
相は青色から緑色となる。ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料が緑色となるためには、分
子に結合したハロゲン原子として、臭素原子を８個以上有することが好ましく、中でも臭
素原子を１２個以上有することが、一層黄味を帯びた明度の高い緑色を発色する点でより
好ましい。塩素原子に比べて臭素原子がより多く含有されていることが、より黄味の緑色
を得る上では好ましい。
　中でも、Ｘ1～Ｘ16のうち、の８個以上が臭素原子で置換されたものが、明度の高い緑
色を呈することから、カラーフィルタの緑色画素（着色パターン）への使用に好適であり
、臭素原子の置換数としては、１０～１４個であることがより好ましい。また、Ｘ1～Ｘ1

6のうち、水素原子を取るものは２つ以下が好ましい。
【００２０】
　本発明において用いられるハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料は、一次粒子の平均粒子
径が０．０１～０．３０μｍのハロゲン化亜鉛フタロシアニンであることが好ましい。本
発明における顔料の一次粒子の平均粒子径は、以下に示す方法により測定した値である。
　本発明における平均一次粒子径とは、透過型電子顕微鏡で視野内の粒子を撮影し、二次
元画像上の、凝集体を構成するハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料の一次粒子の１００個
につき、その長い方の径（長径）と短い方の径（短径）の平均値を各々求め、それを平均
した値である。
【００２１】
　本発明の組成物には、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料が、１種のみ用いられてもよ
く、複数種を組み合わせて用いてもよい。例えば、前記一般式（Ｆ）において、臭素原子
及び塩素原子から選択されるハロゲン原子の置換数が互いに異なる複数種の、特定のハロ
ゲン原子組成のポリハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料を特定割合にて含有するものであ
ってもよい。
　好ましい態様としては、臭素原子を１６個含有するポリハロゲン化亜鉛フタロシアニン
顔料と、臭素原子を１５個と塩素原子を１個含有するポリハロゲン化亜鉛フタロシアニン
顔料との組み合わせなどが挙げられる。また、両者の割合としては、８０：２０～１００
：０の範囲であることが好ましい。
【００２２】
　本発明の硬化性組成物に含まれる（Ａ）ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料の平均組成



(12) JP 6147135 B2 2017.6.14

10

20

30

40

50

は、マススペクトロスコピーに基づく質量分析と、フラスコ燃焼イオンクロマトグラフに
よるハロゲン含有量分析から求められ、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料組成物中の個
々の特定ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料の含有モル％も、同様に質量分析の結果を解
析することにより、容易に求められる。
　本発明に好適に用いうるハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料は、特開２００７－３２０
９８６公報、特開２００８－１９３８３号公報に記載の方法により製造することができる
。
【００２３】
　ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン５８が挙げ
られる。
【００２４】
　本発明の組成物におけるハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料の量は、全顔料成分の２０
～１００質量％であることが好ましく、３０～９０質量％であることがより好ましく、４
０～８０質量％であることがさらに好ましい。
【００２５】
－その他の顔料－
　本発明の組成物は、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料以外の他の顔料を含んでいても
良い。具体的には、特開２０１２－２１９１０６号公報の段落番号００４６～００５２に
記載のものを採用でき、これらの内容は本願明細書に組み込まれる。本発明では、黄色顔
料が好ましい。他の顔料は、１種のみ用いても良いし、２種以上用いても良い。
【００２６】
　有機顔料としては、例えばアゾ顔料、アゾメチン顔料、イソインドリン顔料、キノフタ
ロン顔料などが挙げられる。中でも、分散安定性という理由により、アゾ顔料、イソイン
ドリン顔料が好ましく、具体的には、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１１，２４，
３１，５３，８３，９３，９９，１０８，１０９，１１０，１３８，１３９，１４７，１
５０，１５１，１５４，１５５，１６７，１８０，１８５，１９９などが挙げられる。
　これらの中でも、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５０（アゾ顔料）、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー１３９，１８５（イソインドリン顔料）が好ましい。
【００２７】
　本発明で用いるその他の顔料としては、その他の顔料を構成する分子中に環構造を１つ
または２つ有することが好ましい。ここで、縮合環は縮合環全体で１つの環構造とする。
　環構造が３つ以上の顔料よりも、環構造が１つまたは２つの顔料の方がより分子間相互
作用が小さい方向であるため、分散（微粒子化）時に顔料が解れ易いと考えられる。また
、顔料が解れることでその粒子数が増加すると、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料への
吸着が起こり易くなり、凝集力の強いフタロシアニン同士の再凝集を抑制するため、輝度
ムラに寄与する粗大粒子や粘度安定性（増粘抑制）に効果があるものと推定される。顔料
を構成する分子中に環構造を１つまたは２つ有する顔料は黄色顔料であることが好ましく
、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８５がより好まし
い。
【００２８】
　本発明の組成物は、（Ａ）顔料以外の公知の染料を含んでいてもよい。例えば特開昭６
４－９０４０３号公報、特開昭６４－９１１０２号公報、特開平１－９４３０１号公報、
特開平６－１１６１４号公報、特登２５９２２０７号、米国特許４８０８５０１号明細書
、米国特許５６６７９２０号明細書、米国特許５０５９５０号明細書、米国特許５６６７
９２０号明細書、特開平５－３３３２０７号公報、特開平６－３５１８３号公報、特開平
６－５１１１５号公報、特開平６－１９４８２８号公報等に開示されている色素を使用で
きる。化学構造としては、ピラゾールアゾ系、ピロメテン系、アニリノアゾ系、トリフェ
ニルメタン系、アントラキノン系、ベンジリデン系、オキソノール系、ピラゾロトリアゾ
ールアゾ系、ピリドンアゾ系、シアニン系、フェノチアジン系、ピロロピラゾールアゾメ
チン系等の染料を使用できる。
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　また、染料としては色素多量体を用いてもよい。色素多量体としては、特開２０１１－
２１３９２５号公報、特開２０１３－０４１０９７号公報に記載されている化合物が挙げ
られる。
【００２９】
　本発明の組成物における顔料の含有量は、フタロシアニン顔料と他の顔料の合計で、着
色感光性樹脂組成物に含有される溶剤を除いた全成分に対して、４０質量％以上が好まし
く、より好ましくは４５～７０質量％であり、さらに好ましくは５０～６５質量％である
。本発明の組成物は、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で染料も含んでいても良く、染料を
含む場合、着色剤（染料および顔料）の合計が上記範囲となることが好ましい。
　顔料は、本発明の組成物中に１種のみ含まれていても良いし、２種以上含まれていても
良い。２種類以上含む場合は、その合計量が上記範囲となることが好ましい。
【００３０】
＜＜（Ｂ）色素誘導体＞＞
　本発明の組成物は、（Ｂ）色素誘導体として、（Ｂ－１）一般式（Ｉ）で表される色素
誘導体および／または（Ｂ－２）一般式（ＩＩ）で表される色素誘導体を含む。以下、（
Ｂ－１）一般式（Ｉ）で表される色素誘導体、および（Ｂ－２）一般式（ＩＩ）で表され
る色素誘導体について説明する。
【００３１】
－（Ｂ－１）一般式（Ｉ）で表される色素誘導体－
【化７】

（一般式（Ｉ）中、Ｄｙｅはｎ価の有機色素残基を表し、Ｘは単結合、－ＣＯＮＨ－Ｙ2

－、－ＳＯ2ＮＨ－Ｙ2－または－ＣＨ2ＮＨＣＯＣＨ2ＮＨ－Ｙ2－（Ｙ2は置換基を有して
いても良いアルキレン基またはアリーレン基を表す。）を表し、Ｙ1は－ＮＨ－または－
Ｏ－を表し、Ｚは、ｎが１を表す場合は水酸基、アルコキシ基、下記一般式（ＩＩＩ）で
表される基、または－ＮＨ－Ｘ－Ｄｙｅ（Ｘは一般式（Ｉ）中のＸと同義である）を表し
、ｎが２～４の整数を表す場合はそれぞれ水酸基、アルコキシ基、または下記一般式（Ｉ
ＩＩ）で表される基を表し、Ｒ1およびＲ2はそれぞれ、置換基を有していても良いアルキ
ル基を表し、Ｒ1とＲ2が互いに結合して窒素原子を含むヘテロ環を形成してもよい。ｍは
１～６の整数を表し、ｎは１～４の整数を表す。ｎが２以上の場合、複数のＸ、Ｙ1、Ｒ1

、およびＲ2は、それぞれ、同一であってもよく、異なっていてもよい。）
【化８】

（一般式（ＩＩＩ）中、Ｙ3は－ＮＨ－または－Ｏ－を表す。Ｒ1およびＲ2はそれぞれ、
置換基を有していても良いアルキル基を表し、Ｒ1とＲ2が互いに結合して窒素原子を含む
ヘテロ環を形成してもよい。ｍは１～６の整数を表す）
【００３２】
　Ｄｙｅはｎ価の有機色素残基を表す。有機色素残基としては、前記の如く顔料における
発色原子団、その類似構造、或いは部分構造が挙げられ、具体的には、アゾ基を有する骨
格、ウレア構造を有する骨格、アミド構造を有する骨格、環状アミド構造を有する骨格、



(14) JP 6147135 B2 2017.6.14

10

20

30

ヘテロ原子含有５員環を有する芳香族環、及び、ヘテロ原子含有６員環を有する芳香族環
から選択される１種以上の部分構造を含む構造が挙げられ、Ｄｙｅはこれらの有機色素残
基を含む置換基である。
　Ｄｙｅとしては、好ましくは顔料母核構造、又は顔料母核構造と芳香環、或いは含窒素
芳香環、或いは含酸素芳香環、或いは含硫黄芳香環を有し、アミノ基は顔料母核構造、芳
香環、含窒素芳香環、含酸素芳香環、含硫黄芳香環のいずれかに直接或いは連結基により
結合されている。具体的には、キノリン系残基、ベンズイミダゾロン系残基、イソインド
リン系残基、ジケトピロロピロール系残基、アゾ系残基、フタロシアニン系残基、アント
ラキノン系残基、キナクリドン系残基、ジオキサジン系残基、ペリノン系残基、ペリレン
系残基、チオインジゴ系残基、イソインドリン系残基、イソインドリノン系残基、キノフ
タロン系残基、スレン系残基、金属錯体系残基等が挙げられる。
【００３３】
　Ｄｙｅが表す有機色素残基としては、具体的には、銅フタロシアニン残基、以下の有機
色素残基などが挙げられる。式中、＊は一般式（Ｉ）中のＸとの結合部位を表す。

【化９】

【００３４】
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【化１０】

【化１１】



(16) JP 6147135 B2 2017.6.14

10

20

30

40

50

【化１２】

【００３５】
　これらの中でも、ベンズイミダゾロン骨格を有するモノアゾ色素が好ましい。
【００３６】
　Ｘは、単結合、－ＣＯＮＨ－Ｙ2－、－ＳＯ2ＮＨ－Ｙ2－または－ＣＨ2ＮＨＣＯＣＨ2

ＮＨ－Ｙ2－を表し、単結合が好ましい。
　Ｙ2は置換基を有していても良いアルキレン基またはアリーレン基を表す。前記アルキ
レン基としては、炭素数１～１０のアルキレン基が好ましく、炭素数１～６のアルキレン
基がより好ましく、炭素数１～３のアルキレン基がさらに好ましい。具体的には、メチレ
ン基、エチレン基、プロピレン基、ブチレン基、ペンチレン基、ヘキシレン基などが挙げ
られる。アルキレン基は、置換基を有していてもよく、置換基としては、前記置換基の項
で述べた基が挙げられる。
　前記アリーレン基としては、炭素数６～２０のアリーレン基が好ましく、炭素数６～１
０のアリーレン基がより好ましい。具体的には、フェニレン基、ナフチレン基、アントラ
セニレン基などが挙げられる。
　アルキレン基およびアリーレン基は、置換基を有していてもよく、置換基としては、前
記置換基の項で述べた基が挙げられる。
【００３７】
　Ｙ1は－ＮＨ－または－Ｏ－を表し、－ＮＨ－が好ましい。
【００３８】
　Ｒ1およびＲ2はそれぞれ、置換基を有していても良いアルキル基を表し、Ｒ1とＲ2が互
いに結合して窒素原子を含むヘテロ環を形成してもよい。
　前記アルキル基としては、炭素数１～１０のアルキル基が好ましく、炭素数１～６のア
ルキル基がより好ましい。具体的には、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル
基、プチル基、イソプチル基、ｔｅｒｔ－プチル基、ネオペンチル基、ｎ－へキシル基、
ｎ－オクチル基等が挙げられる。アルキル基は、置換基を有していてもよく、置換基とし
ては、前記置換基の項で述べた基が挙げられる。
　Ｒ1およびＲ2は同一の置換基を有していてもよいアルキル基を表すことが好ましい。
【００３９】
　ｍは１～６の整数を表し、１～４が好ましく、１～３がより好ましい。
　ｎは１～４の整数を表し、１～３が好ましく、１または２がより好ましい。
【００４０】



(17) JP 6147135 B2 2017.6.14

10

20

30

　Ｚは、ｎが１を表す場合は水酸基、アルコキシ基、下記一般式（ＩＩＩ）で表される基
、または－ＮＨ－Ｘ－Ｄｙｅ（Ｘは一般式（Ｉ）中のＸと同義である）を表し、ｎが２～
４の整数を表す場合はそれぞれ水酸基、アルコキシ基、または下記一般式（ＩＩＩ）で表
される基を表す。
　ｎが１を表す場合、Ｚは、下記一般式（ＩＩＩ）で表される基、または－ＮＨ－Ｘ－Ｑ
が好ましく、下記一般式（ＩＩＩ）で表される基であることがより好ましい。
　ｎが２～４の整数を表す場合、Ｚは、下記一般式（ＩＩＩ）で表される基であることが
好ましい。
【００４１】
一般式（ＩＩＩ）
【化１３】

（一般式（ＩＩＩ）中、Ｙ3は－ＮＨ－または－Ｏ－を表す。Ｒ1およびＲ2はそれぞれ、
置換基を有していても良いアルキル基を表し、Ｒ1とＲ2が互いに結合して窒素原子を含む
ヘテロ環を形成してもよい。ｍは１～６の整数を表す）
【００４２】
　Ｙ3は－ＮＨ－または－Ｏ－を表し、－ＮＨ－が好ましい。Ｙ3は一般式（Ｉ）における
Ｙ1と同一の基を表すことが好ましい。
【００４３】
　一般式（ＩＩＩ）におけるＲ1およびＲ2はそれぞれ、置換基を有していても良いアルキ
ル基を表し、一般式（Ｉ）におけるＲ1およびＲ2と同義であり、好ましい範囲も同様であ
る。一般式（ＩＩＩ）におけるＲ1およびＲ2は、同一の置換基を有していてもよいアルキ
ル基を表すことが好ましい。また、一般式（ＩＩＩ）におけるＲ1およびＲ2は、一般式（
Ｉ）におけるＲ1およびＲ2と同一の置換基を有していてもよいアルキル基を表すことが好
ましい。
【００４４】
　ｍは１～６の整数を表し、１～４が好ましく、１～３がより好ましい。ｍは一般式（Ｉ
）におけるｍと同一の整数を表すことが好ましい。
【００４５】
　以下、本発明に用いられる塩基性色素誘導体の具体例を示すが、本発明はこれらに限定
されるものではない。
【００４６】



(18) JP 6147135 B2 2017.6.14

10

20

30

40

【化１４】



(19) JP 6147135 B2 2017.6.14

10

20

【化１５】

【００４７】
【化１６】

【００４８】
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【化１７】

【００４９】
【化１８】

【００５０】
【化１９】

【００５１】
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【化２０】

【００５２】

【化２１】

【００５３】
【化２２】
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【化２３】

【００５５】
【化２４】

【００５６】
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【化２５】

【００５７】
【化２６】

【００５８】
－（Ｂ－２）一般式（ＩＩ）で表される色素誘導体－
一般式（ＩＩ）

【化２７】

（一般式（ＩＩ）中、Ｄｙｅは置換基を有していてもよいキノフタロン残基を表し、Ｘ1

は、－ＮＲ’ＳＯ2－、－ＳＯ2ＮＲ’－、－ＣＯＮＲ’－、－ＣＨ2ＮＲ’ＣＯＣＨ2ＮＲ
’－、または－ＮＲ’ＣＯ－を表し、Ｘ2は、置換基を有していてもよい炭素数が６～２
０のアリーレン基、または置換基を有していてもよい炭素数が４～２０の複素芳香環基を
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表し、これらの基は、－ＮＲ’－、－Ｏ－、－ＳＯ2－または－ＣＯ－から選ばれる２価
の連結基で相互に結合されていてもよい。Ｘ3は、－ＮＲ’－または－Ｏ－を表す。Ｒ’
は、水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、置換基を有し
ていてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、または置換基を有していてもよい炭素数
が６～２０のアリール基を表す。ＡおよびＢは、それぞれ、下記一般式（１）で表される
基、下記一般式（２）で表される基、－Ｏ－（ＣＨ2）n－Ｒ8、－ＯＲ9、－ＮＲ10Ｒ11、
－Ｃｌ、－Ｆおよび－Ｘ3－Ｘ2－Ｘ1－Ｄｙｅから選ばれる基を表し、Ｒ8は置換されてい
てもよい含窒素複素環残基を表し、Ｒ9、Ｒ10、Ｒ11は、それぞれ、水素原子、置換基を
有していてもよい炭素数が１～２０アルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～
２０のアルケニル基または置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリール基を表
し、ｎは０～２０の整数を表す。ＡおよびＢのいずれか一方は、下記一般式（１）で表さ
れる基、下記一般式（２）で表される基、－Ｏ－（ＣＨ2）n－Ｒ8、－ＯＲ9または－ＮＲ
10Ｒ11であり、ｔは１～３の整数を表す。ｔが２以上の場合、複数のＸ1、Ｘ2、Ｘ3、Ａ
、およびＢは同一であってもよく、異なっていてもよい。）

【化２８】

（一般式（１）中、Ｙ1は－ＮＲ’－または－Ｏ－を表し、Ｙ2は置換基を有していてもよ
い炭素数が１～２０のアルキレン基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアル
ケニレン基、または置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリーレン基を表し、
これらの基は、－ＮＲ’－、－Ｏ－、－ＳＯ2－、－ＣＯ－から選ばれる２価の連結基で
相互に結合されていてもよい。Ｒ’は、水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が１
～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、また
は置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリール基を表す。Ｒ1およびＲ2はそれ
ぞれ、置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、または置換基を有して
いてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基を表す。Ｒ1とＲ2が一体となって、更なる窒
素原子、酸素原子または硫黄原子を含み置換されていてもよい複素環構造を形成してもよ
い。
一般式（２）中、Ｚ1はトリアジン環と窒素原子を結ぶ単結合、－ＮＲ’－、－ＮＲ’－
Ｇ－ＣＯ－、ＮＲ’－Ｇ－ＣＯＮＲ’’－、－ＮＲ’－Ｇ－ＳＯ2－、－ＮＲ’－Ｇ－Ｓ
Ｏ2ＮＲ’’－、－Ｏ－Ｇ－ＣＯ－、－Ｏ－Ｇ－ＣＯＮＲ’－、－Ｏ－Ｇ－ＳＯ2－または
－Ｏ－Ｇ－ＳＯ2ＮＲ’－を表し、Ｇは置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のア
ルキレン基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニレン基または置換基
を有していてもよい炭素数が６～２０のアリーレン基を表し、Ｒ’およびＲ’’は、それ
ぞれ水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、置換基を有し
ていてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、または置換基を有していてもよい炭素数
が６～２０のアリール基を表す。Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、およびＲ6はそれぞれ、水素原子、置換
基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数
が２～２０のアルケニル基、または置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリー
ル基を表し、Ｒ7は置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、または置
換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基を表す。）
【００５９】
　一般式（ＩＩ）中、Ｄｙｅは、置換基を有していてもよいキノフタロン残基を表す。キ
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ノフタロン残基としては、具体的には以下の一般式（ＩＩ－１）で表される。
一般式（ＩＩ－１）
【化２９】

（一般式（ＩＩ－１）中、ＤおよびＥはそれぞれ、水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～
２０のアルキル基、ＤおよびＥが結合したベンゼン環とともに形成し、置換基を有しても
よい芳香環基または複素環基、ヒドロキシル基、炭素数１～３のアルコキシル基、カルボ
キシル基あるいはその塩あるいは炭素数１～２０のエステルあるいは炭素数１～２０のア
ミド、スルホン基あるいはその塩、スルファモイル基、－ＮＲ’Ｒ’’－、ニトロ基から
選ばれるいずれかの基を表す。式中、Ｒ’およびＲ’’は、それぞれ、水素原子、置換基
を有していてもよく炭素数１～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数２～
２０のアルケニル基または置換基を有していてもよい炭素数６～２０のアリール基を表す
。ｐは０～４の整数を表し、ｑは４－ｐで算出される整数を表す。＊は、一般式（ＩＩ）
におけるＸ1との結合部位を表す。）
【００６０】
　ＤおよびＥはそれぞれ、水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～２０のアルキル基、Ｄお
よびＥが結合したベンゼン環とともに形成し、置換基を有してもよい芳香環基または複素
環基、ヒドロキシル基、炭素数１～３のアルコキシル基（例えば、メトキシ基、エトキシ
基、プロポキシ基）、カルボキシル基あるいはその塩あるいは炭素数１～２０のエステル
あるいは炭素数１～２０のアミド、スルホン基あるいはその塩、スルファモイル基、－Ｎ
Ｒ’Ｒ’’－、ニトロ基から選ばれるいずれかの基を表す。Ｒ’およびＲ’’は、それぞ
れ、水素原子、置換基を有していてもよく炭素数１～２０のアルキル基、置換基を有して
いてもよい炭素数２～２０のアルケニル基または置換基を有していてもよい炭素数６～２
０のアリール基を表す。
　炭素数１～２０のアルキル基としては、炭素数１～１０のアルキル基が好ましく、炭素
数１～６のアルキル基がより好ましい。具体的には、メチル基、エチル基、プロピル基、
イソプロピル基、プチル基、イソプチル基、ｔｅｒｔ－プチル基、ネオペンチル基、ｎ－
へキシル基、ｎ－オクチル基等が挙げられる。
　芳香環基または複素環基としては、例えば、フェニル基、ナフチル基、チオフェン環基
、ピリジン環基、ピロール環基などが挙げられる。
　ＤおよびＥが表わす芳香環基または複素環基、Ｒ’およびＲ’’が表わす炭素数１～２
０のアルキル基、炭素数２～２０のアルケニル基、および炭素数６～２０のアリール基は
、置換基を有していてもよく、置換基としては、前記置換基の項で述べた基が挙げられる
。
　これらの中でも、ＤおよびＥは、水素原子、ハロゲン原子であることが好ましい。
【００６１】
　ｐは、０～４の整数を表し、１～４の整数がより好ましく、４がさらに好ましい。ｑは
、４－ｐで算出される整数を表し、具体的には、０～３の整数が好ましく、２～３がより
好ましく、４がさらに好ましい。
【００６２】
　一般式（ＩＩ）におけるＸ1との結合部位としては、特に制限はないが、キノフタロン
残基中のキノリン骨格の５位または８位が結合部位であることが好ましく８位が結合部位
であることがより好ましい。
【００６３】
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　一般式（ＩＩ）中、Ｘ1は、－ＮＲ’ＳＯ2－、－ＳＯ2ＮＲ’－、－ＣＯＮＲ’－、－
ＣＨ2ＮＲ’ＣＯＣＨ2ＮＲ’－、または－ＮＲ’ＣＯ－を表し、－ＮＲ’ＳＯ2－が好ま
しい。なお、ｔが２以上の場合、複数のＸ1は同一であってもよく、異なっていてもよい
。
【００６４】
　上記Ｘ1中のＲ’は、水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキ
ル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、または置換基を有し
ていてもよい炭素数が６～２０のアリール基を表し、水素原子が好ましい。
　前記炭素数が１～２０のアルキル基としては、炭素数１～１０のアルキル基が好ましく
、炭素数１～６のアルキル基がより好ましい。具体的には、メチル基、エチル基、プロピ
ル基、イソプロピル基、プチル基、イソプチル基、ｔｅｒｔ－プチル基、ネオペンチル基
、ｎ－へキシル基、ｎ－オクチル基等が挙げられる。
　前記炭素数２～２０のアルケニル基としては、炭素数２～１０のアルケニル基が好まし
く、炭素数２～６のアルケニル基がより好ましい。具体的には、エチニル基、プロペニル
基、ブテニル基、ペンテニル基、ヘキセニル基などが挙げられる。
　前記炭素数６～２０のアリール基としては、炭素数６～１０のアリール基が好ましく、
具体的には、フェニル基、ナフチル基、アントラセニル基などが挙げられる。
　これらは、置換基を有していてもよく、置換基としては、前記置換基の項で述べた基が
挙げられる。
【００６５】
　一般式（ＩＩ）中、Ｘ2は、置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリーレン
基、または置換基を有していてもよい炭素数が４～２０の複素芳香環基を表し、これらの
基は、－ＮＲ’－、－Ｏ－、－ＳＯ2－または－ＣＯ－から選ばれる２価の連結基で相互
に結合されていてもよい（Ｒ’は上記Ｘ1中のＲ’と同義であり、好ましい範囲も同様で
ある。）。なお、ｔが２以上の場合、複数のＸ2は同一であってもよく、異なっていても
よい。
　炭素数６～２０のアリーレン基は、炭素数６～１０のアリーレン基が好ましく、具体的
には、フェニレン基、ナフチレン基、アントラセニレン基などが挙げられる。
　炭素数４～２０の複素芳香環基は、炭素数４～１０の複素芳香環基が好ましく、具体的
には、チオフェン環基、ピリジン環基、ピロール環基などが挙げられる。
　これらは、置換基を有していてもよく、置換基としては、前記置換基の項で述べた基が
挙げられる。
【００６６】
　Ｘ3は、－ＮＲ’－または－Ｏ－を表し、－ＮＲ’－が好ましい。なお、ｔが２以上の
場合、複数のＸ3は同一であってもよく、異なっていてもよい。Ｒ’は上記Ｒ’と同義で
あり、好ましい範囲も同様である。
【００６７】
　ＡおよびＢは、それぞれ、下記一般式（１）、もしくは下記一般式（２）で表される基
、－Ｏ－（ＣＨ2）n－Ｒ8、－ＯＲ9、－ＮＲ10Ｒ11、－Ｃｌ、－Ｆまたは－Ｘ3－Ｘ2－Ｘ
1－Ｄｙｅから選ばれる基を表し、ＡおよびＢのいずれか一方は、下記一般式（１）もし
くは（２）で表される基、－Ｏ－（ＣＨ2）n－Ｒ8、－ＯＲ9、または－ＮＲ10Ｒ11である
。中でも、ＡおよびＢは、ともに下記一般式（１）、または下記一般式（２）で表される
基が好ましく、ＡおよびＢは下記一般式（１）、または下記一般式（２）で表される基で
あり、かつＡおよびＢが同一の基であることがより好ましい。
【００６８】
　Ｒ8は置換されていてもよい含窒素複素環残基を表し、具体的には、ピロール環残基、
ピリジン環残基などが挙げられる。
　Ｒ9、Ｒ10、Ｒ11は、それぞれ、水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が１～２
０アルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、または置換
基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリール基を表す。Ｒ9、Ｒ10、Ｒ11は、上記
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Ｒ’と同義であり、好ましい範囲も同様である。
【００６９】
一般式（１）
【化３０】

（一般式（１）中、Ｙ1は－ＮＲ’－または－Ｏ－を表し、Ｙ2は置換基を有していてもよ
い炭素数が２～２０のアルキレン基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアル
ケニレン基、または置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリーレン基を表し、
これらの基は、－ＮＲ’－、－Ｏ－、－ＳＯ2－、－ＣＯ－から選ばれる２価の連結基で
相互に結合されていてもよい。Ｒ’は、水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が１
～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、また
は置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリール基を表す。Ｒ1、Ｒ2は各々独立
に、置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、または置換基を有してい
てもよい炭素数が２～２０のアルケニル基を表す（Ｒ1とＲ2が一体となって、更なる窒素
原子、酸素原子または硫黄原子を含み置換されていてもよい複素環構造を形成してもよい
。）
【００７０】
　Ｙ1は－ＮＲ’－または－Ｏ－を表し、－ＮＲ’－が好ましい。Ｒ’は上記Ｒ’と同義
であり、好ましい範囲も同様である。
【００７１】
　Ｙ2は置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキレン基、置換基を有してい
てもよい炭素数が２～２０のアルケニレン基、または置換基を有していてもよい炭素数が
６～２０のアリーレン基を表し、これらの基は、－ＮＲ’－、－Ｏ－、－ＳＯ2－、－Ｃ
Ｏ－から選ばれる２価の連結基で相互に結合されていてもよい（Ｒ’は上記Ｒ’と同義で
あり、好ましい範囲も同様である。）。
　前記炭素数が１～２０のアルキレン基としては、炭素数１～１０のアルキレン基が好ま
しく、炭素数１～６のアルキレン基がより好ましく、炭素数１～３のアルキレン基がさら
に好ましい。具体的には、メチレン基、エチレン基、プロピレン基、ブチレン基、ペンチ
レン基、ヘキシレン基などが挙げられる。アルキレン基は、置換基を有していてもよく、
置換基としては、前記置換基の項で述べた基が挙げられる。
　前記炭素数が２～２０のアルケニレン基としては、炭素数１～１０のアルケニレン基が
好ましく、炭素数１～６のアルケニレン基がより好ましく、炭素数１～３のアルケニレン
基がさらに好ましい。具体的には、エチニレン基、プロピニレン基、ブチニレン基、ペン
チニレン基、ヘキシニレン基などが挙げられる。アルケニレン基は、置換基を有していて
もよく、置換基としては、前記置換基の項で述べた基が挙げられる。
　前記炭素数が６～２０のアリーレン基としては、炭素数６～２０のアリーレン基が好ま
しく、炭素数６～１０のアリーレン基がより好ましい。具体的には、フェニレン基、ナフ
チレン基、アントラセニレン基などが挙げられる。アリーレン基は、置換基を有していて
もよく、置換基としては、前記置換基の項で述べた基が挙げられる。
【００７２】
　Ｒ1、Ｒ2は各々独立に、置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、ま
たは置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基を表す（Ｒ1とＲ2が一体
となって、更なる窒素原子、酸素原子または硫黄原子を含み置換されていてもよい複素環
構造を形成してもよい。
　前記炭素数が１～２０のアルキル基としては、炭素数１～１０のアルキル基が好ましく
、炭素数１～６のアルキル基がより好ましい。具体的には、メチル基、エチル基、プロピ
ル基、イソプロピル基、プチル基、イソプチル基、ｔｅｒｔ－プチル基、ネオペンチル基
、ｎ－へキシル基、ｎ－オクチル基等が挙げられる。
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　前記炭素数２～２０のアルケニル基としては、炭素数２～１０のアルケニル基が好まし
く、炭素数２～６のアルケニル基がより好ましい。具体的には、エチニル基、プロペニル
基、ブテニル基、ペンテニル基、ヘキセニル基などが挙げられる。
　これらの基は、置換基を有していてもよく、置換基としては、前記置換基の項で述べた
基が挙げられる。Ｒ1、Ｒ2は、同一の基を表すことが好ましい。
【００７３】
一般式（２）
【化３１】

（一般式（２）中、Ｚ1はトリアジン環と窒素原子を結ぶ単結合、－ＮＲ’－、－ＮＲ’
－Ｇ－ＣＯ－、ＮＲ’－Ｇ－ＣＯＮＲ’’－、－ＮＲ’－Ｇ－ＳＯ2－、－ＮＲ’－Ｇ－
ＳＯ2ＮＲ’’－、－Ｏ－Ｇ－ＣＯ－、－Ｏ－Ｇ－ＣＯＮＲ’－、－Ｏ－Ｇ－ＳＯ2－また
は－Ｏ－Ｇ－ＳＯ2ＮＲ’－を表し、Ｇは置換基を有していてもよい炭素数が１～２０の
アルキレン基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニレン基または置換
基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリーレン基を表し、Ｒ’およびＲ’’は、そ
れぞれ水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、置換基を有
していてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、または置換基を有していてもよい炭素
数が６～２０のアリール基を表す。Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、およびＲ6はそれぞれ、水素原子、置
換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素
数が２～２０のアルケニル基、または置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリ
ール基を表し、Ｒ7は置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、または
置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基を表す。）
【００７４】
　Ｚ1はトリアジン環と窒素原子を結ぶ単結合、－ＮＲ’－、－ＮＲ’－Ｇ－ＣＯ－、Ｎ
Ｒ’－Ｇ－ＣＯＮＲ’’－、－ＮＲ’－Ｇ－ＳＯ2－、－ＮＲ’－Ｇ－ＳＯ2ＮＲ’’－、
－Ｏ－Ｇ－ＣＯ－、－Ｏ－Ｇ－ＣＯＮＲ’－、－Ｏ－Ｇ－ＳＯ2－または－Ｏ－Ｇ－ＳＯ2

ＮＲ’－を表し、単結合が好ましい。
　Ｒ’およびＲ’’は、それぞれ水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が１～２０
のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、または置換
基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリール基を表す。Ｒ’およびＲ’’は、一般
式（１）中のＲ’と同義であり、好ましい範囲も同様である。
　Ｇは置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキレン基、置換基を有していて
もよい炭素数が２～２０のアルケニレン基または置換基を有していてもよい炭素数が６～
２０のアリーレン基を表す。Ｇは、一般式（１）におけるＹ2と同義であり、好ましい範
囲も同様である。
【００７５】
　Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、およびＲ6はそれぞれ、水素原子、置換基を有していてもよい炭素数が
１～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基、ま
たは置換基を有していてもよい炭素数が６～２０のアリール基を表す。Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、
およびＲ6は、一般式（１）中のＲ’と同義であり、好ましい範囲も同様である。
【００７６】
　Ｒ7は置換基を有していてもよい炭素数が１～２０のアルキル基、または置換基を有し
ていてもよい炭素数が２～２０のアルケニル基を表す。Ｒ7は、一般式（１）中のＲ1と同
義であり、好ましい範囲も同様である。
【００７７】
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　一般式（ＩＩ）におけるｔは、１～３の整数を表し、１または２が好ましく、１がより
好ましい。
【００７８】
　以下、本発明に用いられる一般式（ＩＩ）で表される色素誘導体の具体例を示すが、本
発明はこれらに限定されるものではない。
【００７９】
【化３２】
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【化３６】

【００８０】
　本発明における（Ｂ）色素誘導体の含有量としては、フタロシアニン顔料と他の顔料の
合計１００質量部に対して、０．５質量部以上５０質量部以下であることが好ましく、１
質量部以上２５質量部以下であることがより好ましい。
　色素誘導体は、本発明の組成物中に１種のみ含まれていても良いし、２種以上含まれて
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いても良い。２種類以上含む場合は、その合計量が上記範囲となることが好ましい。
【００８１】
＜＜（Ｃ）分散剤＞＞
　本発明の組成物は、（Ｃ）分散剤を含有し、前記分散剤の含有量は顔料１００質量部に
対し２０～４０質量部である。本発明では、分散剤の含有量が少なくても良好な分散物が
得られるので、良好なリソグラフィー（解像性）、パターン直線性、パターンの同色画素
間の安定性および輝度ムラに優れるようになる。本発明における（Ｃ）分散剤の含有量は
、フタロシアニン顔料と他の顔料の合計１００質量部に対し２２～３８質量部が好ましく
、２５～３５質量部がより好ましい。
　分散剤は、本発明の組成物中に１種のみ含まれていても良いし、２種以上含まれていて
も良い。２種類以上含む場合は、その合計量が上記範囲となることが好ましい。
【００８２】
　本発明に用いうる分散剤としては、高分子分散剤〔例えば、ポリアミドアミンとその塩
、ポリカルボン酸とその塩、高分子量不飽和酸エステル、変性ポリウレタン、変性ポリエ
ステル、変性ポリ（メタ）アクリレート、（メタ）アクリル系共重合体、ナフタレンスル
ホン酸ホルマリン縮合物〕、および、ポリオキシエチレンアルキルリン酸エステル、ポリ
オキシエチレンアルキルアミン、アルカノールアミン等の界面活性剤、および、顔料誘導
体等を挙げることができる。
　高分子分散剤は、その構造からさらに直鎖状高分子、末端変性型高分子、グラフト型高
分子、ブロック型高分子に分類することができる。
【００８３】
　顔料表面へのアンカー部位を有する末端変性型高分子としては、例えば、特開平３－１
１２９９２号公報、特表２００３－５３３４５５号公報等に記載の末端にりん酸基を有す
る高分子、特開２００２－２７３１９１号公報等に記載の末端にスルホン酸基を有する高
分子、特開平９－７７９９４号公報等に記載の有機色素の部分骨格や複素環を有する高分
子などが挙げられる。また、特開２００７－２７７５１４号公報に記載の高分子末端に２
個以上の顔料表面へのアンカー部位（酸基、塩基性基、有機色素の部分骨格やヘテロ環等
）を導入した高分子も分散安定性に優れ好ましい。
【００８４】
　顔料表面へのアンカー部位を有するグラフト型高分子としては、例えば、ポリエステル
系分散剤等が挙げられ、具体的には、特開昭５４－３７０８２号公報、特表平８－５０７
９６０号公報、特開２００９－２５８６６８号公報等に記載のポリ（低級アルキレンイミ
ン）とポリエステルの反応生成物、特開平９－１６９８２１号公報等に記載のポリアリル
アミンとポリエステルの反応生成物、特開平１０－３３９９４９号公報、特開２００４－
３７９８６号公報、国際公開パンフレットＷＯ２０１０／１１０４９１等に記載のマクロ
モノマーと、窒素原子モノマーとの共重合体、特開２００３－２３８８３７号公報、特開
２００８－９４２６号公報、特開２００８－８１７３２号公報等に記載の有機色素の部分
骨格や複素環を有するグラフト型高分子、特開２０１０－１０６２６８号公報等に記載の
マクロモノマーと酸基含有モノマーの共重合体等が挙げられる。特に、特開２００９－２
０３４６２号公報に記載の塩基性基と酸性基を有する両性分散樹脂は、顔料分散物の分散
性、分散安定性、および顔料分散物を用いた着色感光性樹脂組成物が示す現像性の観点か
ら特に好ましい。
【００８５】
　顔料表面へのアンカー部位を有するグラフト型高分子をラジカル重合で製造する際に用
いるマクロモノマーとしては、公知のマクロモノマーを用いることができ、東亜合成（株
）製のマクロモノマーＡＡ－６（末端基がメタクリロイル基であるポリメタクリル酸メチ
ル）、ＡＳ－６（末端基がメタクリロイル基であるポリスチレン）、ＡＮ－６Ｓ（末端基
がメタクリロイル基であるスチレンとアクリロニトリルの共重合体）、ＡＢ－６（末端基
がメタクリロイル基であるポリアクリル酸ブチル）、ダイセル化学工業（株）製のプラク
セルＦＭ５（メタクリル酸２－ヒドロキシエチルのε－カプロラクトン５モル当量付加品
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）、ＦＡ１０Ｌ（アクリル酸２－ヒドロキシエチルのε－カプロラクトン１０モル当量付
加品）、および特開平２－２７２００９号公報に記載のポリエステル系マクロモノマー等
が挙げられる。これらの中でも、特に柔軟性且つ親溶剤性に優れるポリエステル系マクロ
モノマーが、顔料分散物の分散性、分散安定性、および顔料分散物を用いた着色感光性樹
脂組成物が示す現像性の観点から特に好ましく、さらに、特開平２－２７２００９号公報
に記載のポリエステル系マクロモノマーで表されるポリエステル系マクロモノマーが最も
好ましい。
【００８６】
　顔料表面へのアンカー部位を有するブロック型高分子としては、特開２００３－４９１
１０号公報、特開２００９－５２０１０号公報等に記載のブロック型高分子が好ましい。
【００８７】
　本発明に用いうる分散剤は、市販品としても入手可能であり、そのような具体例として
は、楠木化成株式会社製「ＤＡ－７３０１」、ＢＹＫＣｈｅｍｉｅ社製「Ｄｉｓｐｅｒｂ
ｙｋ－１０１（ポリアミドアミン燐酸塩）、１０７（カルボン酸エステル）、１１０（酸
基を含む共重合物）、１３０（ポリアミド）、１６１、１６２、１６３、１６４、１６５
、１６６、１７０（高分子共重合物）」、「ＢＹＫ－Ｐ１０４、Ｐ１０５（高分子量不飽
和ポリカルボン酸）、ＥＦＫＡ社製「ＥＦＫＡ４０４７、４０５０～４０１０～４１６５
（ポリウレタン系）、ＥＦＫＡ４３３０～４３４０（ブロック共重合体）、４４００～４
４０２（変性ポリアクリレート）、５０１０（ポリエステルアミド）、５７６５（高分子
量ポリカルボン酸塩）、６２２０（脂肪酸ポリエステル）、６７４５（フタロシアニン誘
導体）、６７５０（アゾ顔料誘導体）」、味の素ファンテクノ社製「アジスパーＰＢ８２
１、ＰＢ８２２、ＰＢ８８０、ＰＢ８８１」、共栄社化学社製「フローレンＴＧ－７１０
（ウレタンオリゴマー）」、「ポリフローＮｏ．５０Ｅ、Ｎｏ．３００（アクリル系共重
合体）」、楠本化成社製「ディスパロンＫＳ－８６０、８７３ＳＮ、８７４、＃２１５０
（脂肪族多価カルボン酸）、＃７００４（ポリエーテルエステル）、ＤＡ－７０３－５０
、ＤＡ－７０５、ＤＡ－７２５」、花王社製「デモールＲＮ、Ｎ（ナフタレンスルホン酸
ホルマリン重縮合物）、ＭＳ、Ｃ、ＳＮ－Ｂ（芳香族スルホン酸ホルマリン重縮合物）」
、「ホモゲノールＬ－１８（高分子ポリカルボン酸）」、「エマルゲン９２０、９３０、
９３５、９８５（ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル）」、「アセタミン８６（
ステアリルアミンアセテート）」、日本ルーブリゾール（株）製「ソルスパース５０００
（フタロシアニン誘導体）、２２０００（アゾ顔料誘導体）、１３２４０（ポリエステル
アミン）、３０００、１７０００、２７０００（末端部に機能部を有する高分子）、２４
０００、２８０００、３２０００、３８５００（グラフト型高分子）」、日光ケミカル者
製「ニッコールＴ１０６（ポリオキシエチレンソルビタンモノオレート）、ＭＹＳ－ＩＥ
Ｘ（ポリオキシエチレンモノステアレート）」、川研ファインケミカル（株）製　ヒノア
クトＴ－８０００Ｅ等、信越化学工業（株）製、オルガノシロキサンポリマーＫＰ３４１
、裕商（株）製「Ｗ００１：カチオン系界面活性剤」、ポリオキシエチレンラウリルエー
テル、ポリオキシエチレンステアリルエーテル、ポリオキシエチレンオレイルエーテル、
ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエー
テル、ポリエチレングリコールジラウレート、ポリエチレングリコールジステアレート、
ソルビタン脂肪酸エステル等のノニオン系界面活性剤、「Ｗ００４、Ｗ００５、Ｗ０１７
」等のアニオン系界面活性剤、森下産業（株）製「ＥＦＫＡ－４６、ＥＦＫＡ－４７、Ｅ
ＦＫＡ－４７ＥＡ、ＥＦＫＡポリマー１００、ＥＦＫＡポリマー４００、ＥＦＫＡポリマ
ー４０１、ＥＦＫＡポリマー４５０」、サンノプコ（株）製「ディスパースエイド６、デ
ィスパースエイド８、ディスパースエイド１５、ディスパースエイド９１００」等の高分
子分散剤、（株）ＡＤＥＫＡ製「アデカプルロニックＬ３１、Ｆ３８、Ｌ４２、Ｌ４４、
Ｌ６１、Ｌ６４、Ｆ６８、Ｌ７２、Ｐ９５、Ｆ７７、Ｐ８４、Ｆ８７、Ｐ９４、Ｌ１０１
、Ｐ１０３、Ｆ１０８、Ｌ１２１、Ｐ－１２３」、および三洋化成（株）製「イオネット
（商品名）Ｓ－２０」等が挙げられる。
【００８８】
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　これらの分散剤は、単独で使用してもよく、２種以上を組み合わせて使用してもよい。
本発明においては、特に、顔料誘導体と高分子分散剤とを組み合わせて使用することが好
ましい。また、顔料分散剤は、前記顔料表面へのアンカー部位を有する末端変性型高分子
、グラフト型高分子、ブロック型高分子と伴に、アルカリ可溶性樹脂と併用して用いても
良い。アルカリ可溶性樹脂としては、（メタ）アクリル酸共重合体、イタコン酸共重合体
、クロトン酸共重合体、マレイン酸共重合体、部分エステル化マレイン酸共重合体等、並
びに側鎖にカルボン酸を有する酸性セルロース誘導体、が挙げられるが、特に（メタ）ア
クリル酸共重合体が好ましい。また、特開平１０－３００９２２号公報に記載のＮ位置換
マレイミドモノマー共重合体、特開２００４－３００２０４号公報に記載のエーテルダイ
マー共重合体、特開平７－３１９１６１号公報に記載の重合性基を含有するアルカリ可溶
性樹脂も好ましい。
　また、以下の構造を有する分散剤を用いることも好ましい。
【化３７】

（上記において、ａは、２．０、ｂは４．０、酸価１０ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｍｗ２００００
である。また、ａ及びｂは、それぞれ、括弧内で表される部分構造の数を表し、ａ＋ｂ＝
６を満たす。）
【００８９】
　本発明では、（Ｃ）分散剤として、特に、片末端に水酸基を有するビニル系重合体の水
酸基とトリカルボン酸無水物またはテトラカルボン酸二無水物とを反応してなる分散剤を
用いることが好ましい。以下、片末端に水酸基を有するビニル系重合体の水酸基とトリカ
ルボン酸無水物またはテトラカルボン酸二無水物とを反応してなる分散剤について説明す
る。このような化合物を用いることにより、（Ｂ）顔料誘導体が有する複素環との間での
吸着力が向上し、本発明の効果がより効果的に発揮される。
【００９０】
－片末端に水酸基を有するビニル系重合体－
　片末端に水酸基を有するビニル系重合体としては、下記一般式（１）で示される重合体
が好ましい。一般式（１）で表される重合体はエチレン性不飽和単量体を重合せしめたビ
ニル系重合体である。
一般式（１）
【００９１】

【化３８】

（一般式（１）中、Ｙ2は、ビニル重合体の重合停止基を表し、Ｚ2は、－ＯＨ、又はＲ28

（ＯＨ）2を表し、Ｒ28は、炭素数１～１８の３価の炭化水素基を表し、Ｒ21及びＲ22は
、それぞれ水素原子又はメチル基を表し、Ｒ23及びＲ24は、いずれか一方が水素原子を表
し、他の一方が芳香族基、又は－Ｃ（＝Ｏ）－Ｘ6－Ｒ25（但し、Ｘ6は、－Ｏ－若しくは
－Ｎ（Ｒ26）－を表し、Ｒ25及びＲ26は、それぞれ水素原子又は炭素数１～１８の直鎖状
若しくは分岐状の、置換基として芳香族基を有していてもよいアルキル基を表す）、Ｘ4
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は、単結合、－Ｏ－Ｒ27－又はＳ－Ｒ27－を表し、Ｒ27は、炭素数１～１８の直鎖状若し
くは分岐状のアルキレン基を表し、ｎは、２～５０の整数を表す。）
【００９２】
　Ｙ2は、ビニル重合体の重合停止基を表し、通常のエチレン性不飽和単量体の重合を通
常の方法で実施した場合に導入される任意の公知重合停止基である。例えば、重合開始剤
由来の基、連鎖移動剤由来の基、溶剤由来の基、又はエチレン性不飽和単量体由来の基で
あることができる。Ｙ2がこれらのいずれの化学構造を有していても、本発明の分散剤は
、重合停止基Ｙ2の影響を受けずに、その効果を発揮することができる。重合停止基とし
ては、カルボン酸残基、アルコール残基などが挙げられ、カルボン酸残基であることが好
ましい。
【００９３】
　Ｚ2は、－ＯＨ、又はＲ28（ＯＨ）2を表し、－ＯＨが好ましい。
　Ｒ28は、炭素数１～１８の３価の炭化水素基を表す。Ｒ28は、炭素数１～１８の３価の
炭化水素基が好ましく、炭素数１～１０の３価の炭化水素基がより好ましく、炭素数１～
６の３価の炭化水素基がさらに好ましい。３価の炭化水素基としては、メタン、エタン、
プロパン、２－メチルプロパン、ブタン、シクロヘプタン、及びシクロへキサン等の炭素
数１～１８の飽和炭化水素分子から３個の水素原子を除いて形成されるアルカントリイル
基、ベンゼン、ナフタレン、アントラセン、テトラセン、ビフェニル、アセナフチレン、
フェナレン、ピレン、及びピリジン等の炭素数６～１８の芳香族炭化水素分子から３個の
水素原子を除いて形成される基等が挙げられ、ベンゼンから３個の水素原子を除いて形成
される基が好ましい。
　Ｒ21及びＲ22は、それぞれ水素原子又はメチル基を表し、水素原子が好ましい。
【００９４】
　Ｒ23及びＲ24は、いずれか一方が水素原子を表し、他の一方が芳香族基、又は－Ｃ（＝
Ｏ）－Ｘ6－Ｒ25（但し、Ｘ6は、－Ｏ－若しくは－Ｎ（Ｒ26）－を表す。芳香族基は、炭
素数６～２０の芳香族基が好ましく、炭素数６～１４の芳香族基がより好ましく、炭素数
６～１０の芳香族基がさらに好ましい。具体的には、フェニル基、ナフチル基、アントラ
セニル基等が挙げられる。
　Ｘ6は、－Ｏ－または－Ｎ（Ｒ26）－を表し、Ｒ25及びＲ26は、それぞれ水素原子又は
炭素数１～１８の直鎖状若しくは分岐状、置換基として芳香族基を有していてもよいアル
キル基を表す。炭素数１～１８の直鎖状若しくは分岐状アルキル基としては、炭素数１か
ら１０のアルキル基が好ましく、炭素数１～６のアルキル基がより好ましい。具体的には
、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、プチル基、イソプチル基、ｔｅｒ
ｔ－プチル基、ネオペンチル基、ｎ－へキシル基、ｎ－オクチル基等が挙げられる。前記
アルキル基が有する置換基としての芳香族基は、炭素数６～２０の芳香族基が好ましく、
炭素数６～１４の芳香族基がより好ましく、炭素数６～１０の芳香族基がさらに好ましい
。具体的には、フェニル基、ナフチル基、アントラセニル基等が挙げられる。
【００９５】
　Ｘ4は、単結合、－Ｏ－Ｒ27－又はＳ－Ｒ27－を表し、Ｓ－Ｒ27－が好ましい。
　Ｒ27は、炭素数１～１８の直鎖状若しくは分岐状のアルキレン基を表す。炭素数１～１
８のアルキレン基としては、炭素数１～１０のアルキレン基が好ましく、炭素数１～６の
アルキレン基がより好ましい。具体的には、メチレン基、エチレン基、プロピレン基、イ
ソプロピレン基、ブチレン基、イソブチレン基、ペンチレン基、ヘキシレン基などが挙げ
られる。
【００９６】
　ｎは、２～５０の整数を表し、２～４０の整数が好ましく、２～３０の整数がより好ま
しい。
【００９７】
　前記一般式（１）で示される重合体の繰り返し単位の部分、すなわち、｛－〔Ｃ（Ｒ21

）（Ｒ23）－Ｃ（Ｒ22）（Ｒ24）〕n－｝は、相互に同一のものからなる（ホモポリマー
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）であっても、異なるものからなる（コポリマー）でもよい。前記一般式（１）で示され
る重合体の好ましい形態は、Ｒ21及びＲ22が、いずれか一方が水素原子、他の一方が水素
原子又はメチル基であり、Ｒ23及びＲ24は、いずれか一方が水素原子、他の一方が－Ｃ（
＝Ｏ）－Ｏ－Ｒ29（Ｒ29は炭素原子数１～８の直鎖状若しくは分岐状のアルキル基で置換
基として芳香族基を有していることができるもの）であり、－Ｘ4－Ｚ2が、－Ｓ－ＣＨ2

ＣＨ2－ＯＨ、もしくは－Ｓ－ＣＨ2ＣＨ（ＯＨ）ＣＨ2－ＯＨ、の場合である。
【００９８】
　前記一般式（１）で示される重合体の製造方法は、特許第５１１７９１３号（特開２０
０９－２５１４８１号公報）段落００４４～００６０に記載を参酌でき、この内容は本明
細書に組み込まれる。
【００９９】
－トリカルボン酸無水物またはテトラカルボン酸二無水物－
　トリカルボン酸無水物としては、まず、脂肪族トリカルボン酸無水物、又は芳香族トリ
カルボン酸無水物が挙げられる。
【０１００】
　脂肪族トリカルボン酸無水物としては、例えば、３－カルボキシメチルグルタル酸無水
物、１，２，４－ブタントリカルボン酸－１，２－無水物、ｃｉｓ－プロペン－１，２，
３－トリカルボン酸－１，２－無水物、１，３，４－シクロペンタントリカルボン酸無水
物などが挙げられる。
【０１０１】
　芳香族トリカルボン酸としては、例えば、ベンゼントリカルボン酸無水物（１，２，３
－ベンゼントリカルボン酸無水物、トリメリット酸無水物（１，２，４－ベンゼントリカ
ルボン酸無水物）など）、ナフタレントリカルボン酸無水物（１，２，４－ナフタレント
リカルボン酸無水物、１，４，５－ナフタレントリカルボン酸無水物、２，３，６－ナフ
タレントリカルボン酸無水物、１，２，８－ナフタレントリカルボン酸無水物など）、３
，４，４'－ベンゾフェノントリカルボン酸無水物、３，４，４'－ビフェニルエーテルト
リカルボン酸無水物、３，４，４'－ビフェニルトリカルボン酸無水物、２，３，２'－ビ
フェニルトリカルボン酸無水物、３，４，４'－ビフェニルメタントリカルボン酸無水物
、３，４，４'－ビフェニルスルホントリカルボン酸無水物などが挙げられる。
【０１０２】
　トリカルボン酸無水物を使用する場合、上記のうち芳香族トリカルボン酸無水物が好ま
しい。
【０１０３】
　テトラカルボン酸二無水物としては、例えば、脂肪族テトラカルボン酸二無水物、芳香
族テトラカルボン酸二無水物、又は多環式テトラカルボン酸二無水物が挙げられる。
【０１０４】
　脂肪族テトラカルボン酸二無水物としては、例えば、１，２，３，４－ブタンテトラカ
ルボン酸二無水物、１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，３－
ジメチル－１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－
シクロペンタンテトラカルボン酸二無水物、２，３，５－トリカルボキシシクロペンチル
酢酸二無水物、２，３，５，６－テトラカルボキシシクロヘキサン二無水物、２，３，５
，６－テトラカルボキシノルボルナン二無水物、３，５，６－トリカルボキシノルボルナ
ン－２－酢酸二無水物、２，３，４，５－テトラヒドロフランテトラカルボン酸二無水物
、５－（２，５－ジオキソテトラヒドロフラル）－３－メチル－３－シクロヘキセン－１
，２－ジカルボン酸二無水物、ビシクロ［２，２，２］－オクト－７－エン－２，３，５
，６－テトラカルボン酸二無水物などを挙げることができる。
【０１０５】
　芳香族テトラカルボン酸二無水物としては、例えば、ピロメリット酸二無水物、エチレ
ングリコールジ無水トリメリット酸エステル、プロピレングリコールジ無水トリメリット
酸エステル、ブチレングリコールジ無水トリメリット酸エステル、３，３'，４，４'－ベ
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ンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、２，２'，３，３'－ベンゾフェノンテトラカル
ボン酸二無水物、３，３'，４，４'－ビフェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、２
，２'，３，３'－ビフェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、１，４，５，８－ナフ
タレンテトラカルボン酸二無水物、２，３，６，７－ナフタレンテトラカルボン酸二無水
物、３，３'，４，４'－ビフェニルエーテルテトラカルボン酸二無水物、３，３'，４，
４'－ジメチルジフェニルシランテトラカルボン酸二無水物、３，３'，４，４'－テトラ
フェニルシランテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－フランテトラカルボン酸二
無水物、４，４'－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルスルフィド二無
水物、４，４'－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルスルホン二無水物
、４，４'－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルプロパン二無水物、３
，３'，４，４'－パーフルオロイソプロピリデンジフタル酸二無水物、３，３'，４，４'
－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、ビス（フタル酸）フェニルホスフィンオキサイ
ド二無水物、ｐ－フェニレン－ビス（トリフェニルフタル酸）二無水物、Ｍ－フェニレン
－ビス（トリフェニルフタル酸）二無水物、ビス（トリフェニルフタル酸）－４，４'－
ジフェニルエーテル二無水物、ビス（トリフェニルフタル酸）－４，４'－ジフェニルメ
タン二無水物、９，９－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）フルオレン二無水物、９
，９－ビス［４－（３，４－ジカルボキシフェノキシ）フェニル］フルオレン二無水物な
どを挙げることができる。
【０１０６】
　多環式テトラカルボン酸二無水物としては、例えば、３，４－ジカルボキシ－１，２，
３，４－テトラヒドロ－１－ナフタレンコハク酸二無水物、３，４－ジカルボキシ－１，
２，３，４－テトラヒドロ－６－メチル－１－ナフタレンコハク酸二無水物などを挙げる
ことができる。
【０１０７】
　テトラカルボン酸二無水物を使用する場合、上記のうち芳香族テトラカルボン酸二無水
物が好ましい。
【０１０８】
　本発明で使用されるトリカルボン酸無水物またはテトラカルボン酸二無水物は、前記に
例示した化合物に限らず、どのような構造をしていてもかまわない。これらは単独で用い
ても、併用してもかまわない。本発明に好ましく使用されるものは、顔料分散体又は各種
インクの低粘度化の観点から芳香族トリカルボン酸無水物若しくは芳香族テトラカルボン
酸二無水物である。更には、ピロメリット酸二無水物、３，３′，４，４′－ビフェニル
テトラカルボン酸二無水物、９，９－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）フルオレン
二酸無水物、２，３，６，７－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物、エチレングリコー
ルジ無水トリメリット酸エステル、トリメリット酸無水物が好ましい。
【０１０９】
　次に、片末端に水酸基を有するビニル系重合体の水酸基と芳香族トリカルボン酸無水物
の酸無水物基とを反応させる工程について説明する。
【０１１０】
　片末端に水酸基を有するビニル系重合体の水酸基のモル数を<Ｈ>、芳香族トリカルボン
酸無水物のカルボン酸無水物基のモル数を<Ｎ>としたとき、反応比率は０．３≦<Ｈ>／<
Ｎ>≦３が好ましく、更に好ましくは０．５≦<Ｈ>／<Ｎ>≦２の場合である。
【０１１１】
　片末端に水酸基を有するビニル系重合体と芳香族トリカルボン酸無水物との反応には触
媒を用いてもかまわない。
【０１１２】
　触媒としては、例えば、３級アミン系化合物が使用でき、トリエチルアミン、トリエチ
レンジアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルベンジルアミン、Ｎ－メチルモルホリン、１，８－ジア
ザビシクロ－［５．４．０］－７－ウンデセン、及び１，５－ジアザビシクロ－［４．３
．０］－５－ノネン等が挙げられる。
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【０１１３】
　片末端に水酸基を有するビニル系重合体の水酸基と芳香族トリカルボン酸無水物の酸無
水物基との反応は、無溶剤で行ってもよいし、適当な脱水有機溶媒を使用してもよい。反
応に使用した溶媒は、反応終了後、蒸留等の操作により取り除くか、あるいはそのまま分
散剤の製品の一部として使用することもできる。使用する溶剤は、特に限定はないが、酢
酸エチル、酢酸ｎ－ブチル、酢酸イソブチル、トルエン、キシレン、アセトン、ヘキサン
、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、プロピレングリコールモノメチルエーテルア
セテート、ジプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、エチレングリコール
モノエチルエーテルアセテート、エチレングリコールモノブチルエーテルアセテート、ジ
エチレングリコールモノエチルエーテルアセテート、及びジエチレングリコールモノブチ
ルエーテルアセテート等が用いられる。これらの溶媒は、２種類以上混合して用いてもよ
い。
【０１１４】
　片末端に水酸基を有するビニル系重合体の水酸基と芳香族トリカルボン酸無水物の酸無
水物基との反応温度は、好ましくは５０℃～１８０℃、より好ましくは６０℃～１６０℃
の範囲で行う。反応温度が５０℃未満では反応速度が遅く、１８０℃を超えると反応して
開環した酸無水物が、再度環状無水物を生成し、反応が終了しにくくなる場合がある。
【０１１５】
＜（Ｄ）光重合開始剤＞
　本発明の組成物は、さらなる感度向上の観点から光重合開始剤を含有する。
　前記光重合開始剤としては、後述する重合性化合物の重合を開始する能力を有する限り
、特に制限はなく、公知の光重合開始剤の中から適宜選択することができる。例えば、紫
外線領域から可視の光線に対して感光性を有するものが好ましい。また、光励起された増
感剤と何らかの作用を生じ、活性ラジカルを生成する活性剤であってもよく、モノマーの
種類に応じてカチオン重合を開始させるような開始剤であってもよい。
　また、前記光重合開始剤は、約３００ｎｍ～８００ｎｍ（３３０ｎｍ～５００ｎｍがよ
り好ましい。）の範囲内に少なくとも約５０の分子吸光係数を有する化合物を、少なくと
も１種含有していることが好ましい。
【０１１６】
　前記光重合開始剤としては、例えば、ハロゲン化炭化水素誘導体（例えば、トリアジン
骨格を有するもの、オキサジアゾール骨格を有するもの、など）、アシルホスフィンオキ
サイド等のアシルホスフィン化合物、ヘキサアリールビイミダゾール、オキシム誘導体等
のオキシム化合物、有機過酸化物、チオ化合物、ケトン化合物、芳香族オニウム塩、ケト
オキシムエーテル、アミノアセトフェノン化合物、ヒドロキシアセトフェノンなどが挙げ
られる。
【０１１７】
　また、露光感度の観点から、トリハロメチルトリアジン化合物、ベンジルジメチルケタ
ール化合物、α－ヒドロキシケトン化合物、α－アミノケトン化合物、アシルホスフィン
化合物、フォスフィンオキサイド化合物、メタロセン化合物、オキシム化合物、トリアリ
ルイミダゾールダイマー、オニウム化合物、ベンゾチアゾール化合物、ベンゾフェノン化
合物、アセトフェノン化合物およびその誘導体、シクロペンタジエン－ベンゼン－鉄錯体
およびその塩、ハロメチルオキサジアゾール化合物、３－アリール置換クマリン化合物か
らなる群より選択される化合物が好ましい。
【０１１８】
　さらに好ましくは、トリハロメチルトリアジン化合物、α－アミノケトン化合物、アシ
ルホスフィン化合物、フォスフィンオキサイド化合物、オキシム化合物、トリアリルイミ
ダゾールダイマー、トリアリールイミダゾール化合物、ベンゾイミダゾール化合物、オニ
ウム化合物、ベンゾフェノン化合物、アセトフェノン化合物であり、トリハロメチルトリ
アジン化合物、α－アミノケトン化合物、オキシム化合物、トリアリルイミダゾール化合
物、ベンゾフェノン化合物、トリアリールイミダゾール化合物、ベンゾイミダゾール化合
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物からなる群より選ばれる少なくとも一種の化合物が特に好ましい。また、トリアリール
イミダゾール化合物は、ベンゾイミダゾールとの混合物であってもよい。
　具体的には、トリハロメチルトリアジン化合物としては、以下の化合物が例示される。
なお、Ｐｈはフェニル基である。
【化３９】

　トリアリールイミダゾール化合物、ベンゾイミダゾール化合物としては、以下の化合物
が例示される。
【化４０】

【０１１９】
　トリハロメチルトリアジン化合物としては、市販品も使用でき、例えば、ＴＡＺ－１０
７（みどり化学社製）を用いることもできる。
　特に、本発明の組成物を固体撮像素子が備えるカラーフィルタの作製に使用する場合に
は、微細なパターンをシャープな形状で形成する必要があるために、硬化性とともに未露
光部に残渣がなく現像されることが重要である。このような観点からは、重合開始剤とし
てはオキシム化合物を使用することが特に好ましい。特に、固体撮像素子において微細な
パターンを形成する場合、硬化用露光にステッパー露光を用いるが、この露光機はハロゲ
ンにより損傷される場合があり、重合開始剤の添加量も低く抑える必要があるため、これ
らの点を考慮すれば、固体撮像素子の如き微細パターンを形成するには（Ｄ）光重合開始
剤としては、オキシム化合物を用いるのが最も好ましい。
【０１２０】
　前記トリアジン骨格を有するハロゲン化炭化水素化合物としては、例えば、若林ら著、
Ｂｕｌｌ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．Ｊａｐａｎ，４２、２９２４（１９６９）記載の化合物、
英国特許第１３８８４９２号明細書記載の化合物、特開昭５３－１３３４２８号公報記載
の化合物、独国特許第３３３７０２４号明細書記載の化合物、Ｆ．Ｃ．Ｓｃｈａｅｆｅｒ
などによるＪ．Ｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．；２９、１５２７（１９６４）記載の化合物、特開昭
６２－５８２４１号公報記載の化合物、特開平５－２８１７２８号公報記載の化合物、特
開平５－３４９２０号公報記載化合物、米国特許第４２１２９７６号明細書に記載されて
いる化合物、などが挙げられる。
【０１２１】
　前記米国特許第４２１２９７６号明細書に記載されている化合物としては、例えば、オ
キサジアゾール骨格を有する化合物（例えば、２－トリクロロメチル－５－フェニル－１
，３，４－オキサジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（４－クロロフェニル）－１
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，３，４－オキサジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（１－ナフチル）－１，３，
４－オキサジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（２－ナフチル）－１，３，４－オ
キサジアゾール、２－トリブロモメチル－５－フェニル－１，３，４－オキサジアゾール
、２－トリブロモメチル－５－（２－ナフチル）－１，３，４－オキサジアゾール；２－
トリクロロメチル－５－スチリル－１，３，４－オキサジアゾール、２－トリクロロメチ
ル－５－（４－クロロスチリル）－１，３，４－オキサジアゾール、２－トリクロロメチ
ル－５－（４－メトキシスチリル）－１，３，４－オキサジアゾール、２－トリクロロメ
チル－５－（１－ナフチル）－１，３，４－オキサジアゾール、２－トリクロロメチル－
５－（４－ｎ－ブトキシスチリル）－１，３，４－オキサジアゾール、２－トリプロモメ
チル－５－スチリル－１，３，４－オキサジアゾールなど）などが挙げられる。
【０１２２】
　また、上記以外の光重合開始剤として、アクリジン誘導体（例えば、９－フェニルアク
リジン、１，７－ビス（９，９’－アクリジニル）ヘプタンなど）、Ｎ－フェニルグリシ
ンなど、ポリハロゲン化合物（例えば、四臭化炭素、フェニルトリブロモメチルスルホン
、フェニルトリクロロメチルケトンなど）、クマリン類（例えば、３－（２－ベンゾフラ
ノイル）－７－ジエチルアミノクマリン、３－（２－ベンゾフロイル）－７－（１－ピロ
リジニル）クマリン、３－ベンゾイル－７－ジエチルアミノクマリン、３－（２－メトキ
シベンゾイル）－７－ジエチルアミノクマリン、３－（４－ジメチルアミノベンゾイル）
－７－ジエチルアミノクマリン、３，３’－カルボニルビス（５，７－ジ－ｎ－プロポキ
シクマリン）、３，３’－カルボニルビス（７－ジエチルアミノクマリン）、３－ベンゾ
イル－７－メトキシクマリン、３－（２－フロイル）－７－ジエチルアミノクマリン、３
－（４－ジエチルアミノシンナモイル）－７－ジエチルアミノクマリン、７－メトキシ－
３－（３－ピリジルカルボニル）クマリン、３－ベンゾイル－５，７－ジプロポキシクマ
リン、７－ベンゾトリアゾール－２－イルクマリン、また、特開平５－１９４７５号公報
、特開平７－２７１０２８号公報、特開２００２－３６３２０６号公報、特開２００２－
３６３２０７号公報、特開２００２－３６３２０８号公報、特開２００２－３６３２０９
号公報などに記載のクマリン化合物など）、アシルホスフィンオキサイド類（例えば、ビ
ス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，
６－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチル－ペンチルフェニルホスフィンオ
キサイド、ＬｕｃｉｒｉｎＴＰＯなど）、メタロセン類（例えば、ビス（η５－２，４－
シクロペンタジエン－１－イル）－ビス（２，６－ジフロロ－３－（１Ｈ－ピロール－１
－イル）－フェニル）チタニウム、η５－シクロペンタジエニル－η６－クメニル－アイ
アン（１＋）－ヘキサフロロホスフェート（１－）など）、特開昭５３－１３３４２８号
公報、特公昭５７－１８１９号公報、同５７－６０９６号公報、および米国特許第３６１
５４５５号明細書に記載された化合物などが挙げられる。
【０１２３】
　前記ケトン化合物としては、例えば、ベンゾフェノン、２－メチルベンゾフェノン、３
－メチルベンゾフェノン、４－メチルベンゾフェノン、４－メトキシベンゾフェノン、２
－クロロベンゾフェノン、４－クロロベンゾフェノン、４－ブロモベンゾフェノン、２－
カルボキシベンゾフェノン、２－エトキシカルボニルベンゾフェノン、ベンゾフェノンテ
トラカルボン酸またはそのテトラメチルエステル、４，４’－ビス（ジアルキルアミノ）
ベンゾフェノン類（例えば、４，４’－ビス（ジメチルアミノ）ベンゾフェノン、４，４
’－ビスジシクロヘキシルアミノ）ベンゾフェノン、４，４’－ビス（ジエチルアミノ）
ベンゾフェノン、４，４’－ビス（ジヒドロキシエチルアミノ）ベンゾフェノン、４－メ
トキシ－４’－ジメチルアミノベンゾフェノン、４，４’－ジメトキシベンゾフェノン、
４－ジメチルアミノベンゾフェノン、４－ジメチルアミノアセトフェノン、ベンジル、ア
ントラキノン、２－ｔｅｒｔ－ブチルアントラキノン、２－メチルアントラキノン、フェ
ナントラキノン、キサントン、チオキサントン、２－クロロ－チオキサントン、２，４－
ジエチルチオキサントン、フルオレノン、２－ベンジル－ジメチルアミノ－１－（４－モ
ルホリノフェニル）－１－ブタノン、２－メチル－１－〔４－（メチルチオ）フェニル〕
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－２－モルホリノ－１－プロパノン、２－ヒドロキシ－２－メチル－〔４－（１－メチル
ビニル）フェニル〕プロパノールオリゴマー、ベンゾイン、ベンゾインエーテル類（例え
ば、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインプロピルエーテ
ル、ベンゾインイソプロピルエーテル、ベンゾインフェニルエーテル、ベンジルジメチル
ケタール）、アクリドン、クロロアクリドン、Ｎ－メチルアクリドン、Ｎ－ブチルアクリ
ドン、Ｎ－ブチル－クロロアクリドンなどが挙げられる。
【０１２４】
　光重合開始剤としては、ヒドロキシアセトフェノン化合物、アミノアセトフェノン化合
物、および、アシルホスフィン化合物も好適に用いることができる。より具体的には、例
えば、特開平１０－２９１９６９号公報に記載のアミノアセトフェノン系開始剤、特許第
４２２５８９８号公報に記載のアシルホスフィンオキシド系開始剤も用いることができる
。
　ヒドロキシアセトフェノン系開始剤としては、ＩＲＧＡＣＵＲＥ－１８４、ＤＡＲＯＣ
ＵＲ－１１７３、ＩＲＧＡＣＵＲＥ－５００、ＩＲＧＡＣＵＲＥ－２９５９，ＩＲＧＡＣ
ＵＲＥ－１２７（商品名：いずれもＢＡＳＦ社製）を用いることができる。アミノアセト
フェノン系開始剤としては、市販品であるＩＲＧＡＣＵＲＥ－９０７、ＩＲＧＡＣＵＲＥ
－３６９、および、ＩＲＧＡＣＵＲＥ－３７９、ＩＲＧＡＣＵＲＥ－ＯＸＥ３７９（商品
名：いずれもＢＡＳＦ社製）を用いることができる。アミノアセトフェノン系開始剤とし
て、３６５ｎｍまたは４０５ｎｍ等の長波光源に吸収波長がマッチングされた特開２００
９－１９１１７９公報に記載の化合物も用いることができる。また、アシルホスフィン系
開始剤としては市販品であるＩＲＧＡＣＵＲＥ－８１９やＤＡＲＯＣＵＲ－ＴＰＯ（商品
名：いずれもＢＡＳＦ社製）を用いることができる。
【０１２５】
　光重合開始剤として、より好ましくはオキシム化合物が挙げられる。オキシム化合物の
具体例としては、特開２００１－２３３８４２号公報記載の化合物、特開２０００－８０
０６８号公報記載の化合物、特開２００６－３４２１６６号公報記載の化合物を用いるこ
とができる。
【０１２６】
　本発明における光重合開始剤として好適に用いられるオキシム誘導体等のオキシム化合
物としては、例えば、３－ベンゾイロキシイミノブタン－２－オン、３－アセトキシイミ
ノブタン－２－オン、３－プロピオニルオキシイミノブタン－２－オン、２－アセトキシ
イミノペンタン－３－オン、２－アセトキシイミノ－１－フェニルプロパン－１－オン、
２－ベンゾイロキシイミノ－１－フェニルプロパン－１－オン、３－（４－トルエンスル
ホニルオキシ）イミノブタン－２－オン、および２－エトキシカルボニルオキシイミノ－
１－フェニルプロパン－１－オンなどが挙げられる。
【０１２７】
　オキシム化合物としては、Ｊ．Ｃ．Ｓ．Ｐｅｒｋｉｎ　ＩＩ（１９７９年）ｐｐ．１６
５３－１６６０）、Ｊ．Ｃ．Ｓ．Ｐｅｒｋｉｎ　ＩＩ（１９７９年）ｐｐ.１５６－１６
２、Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｐｈｏｔｏｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｔｅ
ｃｈｎｏｌｏｇｙ（１９９５年）ｐｐ．２０２－２３２、特開２０００－６６３８５号公
報記載の化合物、特開２０００－８００６８号公報、特表２００４－５３４７９７号公報
、特開２００６－３４２１６６号公報の各公報に記載の化合物等が挙げられる。
　市販品ではＩＲＧＡＣＵＲＥ－ＯＸＥ０１（ＢＡＳＦ社製）、ＩＲＧＡＣＵＲＥ－ＯＸ
Ｅ０２（ＢＡＳＦ社製）、ＴＲ－ＰＢＧ－３０４（常州強力電子新材料有限公司社製）も
好適に用いられる。
【０１２８】
　また上記記載以外のオキシム化合物として、カルバゾールＮ位にオキシムが連結した特
表２００９－５１９９０４号公報に記載の化合物、ベンゾフェノン部位にヘテロ置換基が
導入された米国特許第７６２６９５７号公報に記載の化合物、色素部位にニトロ基が導入
された特開２０１０－１５０２５号公報および米国特許公開２００９－２９２０３９号記
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載の化合物、国際公開特許２００９－１３１１８９号公報に記載のケトオキシム化合物、
トリアジン骨格とオキシム骨格を同一分子内に含有する米国特許７５５６９１０号公報に
記載の化合物、４０５ｎｍに吸収極大を有しｇ線光源に対して良好な感度を有する特開２
００９－２２１１１４号公報記載の化合物、などを用いてもよい。
【０１２９】
　好ましくはさらに、特開２００７－２３１０００号公報、および、特開２００７－３２
２７４４号公報に記載される環状オキシム化合物に対しても好適に用いることができる。
環状オキシム化合物の中でも、特に特開２０１０－３２９８５号公報、特開２０１０－１
８５０７２号公報に記載されるカルバゾール色素に縮環した環状オキシム化合物は、高い
光吸収性を有し高感度化の観点から好ましい。
　また、オキシム化合物の特定部位に不飽和結合を有する特開２００９－２４２４６９号
公報に記載の化合物も、重合不活性ラジカルから活性ラジカルを再生することで高感度化
を達成でき好適に使用することができる。
【０１３０】
　最も好ましくは、特開２００７－２６９７７９号公報に示される特定置換基を有するオ
キシム化合物や、特開２００９－１９１０６１号公報に示されるチオアリール基を有する
オキシム化合物が挙げられる。
　具体的には、光重合開始剤であるオキシム化合物としては、下記一般式（ＯＸ－１）で
表される化合物が好ましい。なお、オキシムのＮ－Ｏ結合が（Ｅ）体のオキシム化合物で
あっても、（Ｚ）体のオキシム化合物であっても、（Ｅ）体と（Ｚ）体との混合物であっ
てもよい。
【０１３１】
【化４１】

【０１３２】
　一般式（ＯＸ－１）中、ＲおよびＢは各々独立に一価の置換基を表し、Ａは二価の有機
基を表し、Ａｒはアリール基を表す。
　一般式（ＯＸ－１）中、Ｒで表される一価の置換基としては、一価の非金属原子団であ
ることが好ましい。
　前記一価の非金属原子団としては、アルキル基、アリール基、アシル基、アルコキシカ
ルボニル基、アリールオキシカルボニル基、複素環基、アルキルチオカルボニル基、アリ
ールチオカルボニル基等が挙げられる。また、これらの基は、１以上の置換基を有してい
てもよい。また、前述した置換基は、さらに他の置換基で置換されていてもよい。
　置換基としてはハロゲン原子、アリールオキシ基、アルコキシカルボニル基またはアリ
ールオキシカルボニル基、アシルオキシ基、アシル基、アルキル基、アリール基等が挙げ
られる。
【０１３３】
　アルキル基としては、炭素数１～３０のアルキル基が好ましく、具体的には、メチル基
、エチル基、プロピル基、ブチル基、ヘキシル基、オクチル基、デシル基、ドデシル基、
オクタデシル基、イソプロピル基、イソブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル
基、１－エチルペンチル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、トリフルオロメチル
基、２－エチルヘキシル基、フェナシル基、１－ナフトイルメチル基、２－ナフトイルメ
チル基、４－メチルスルファニルフェナシル基、４－フェニルスルファニルフェナシル基
、４－ジメチルアミノフェナシル基、４－シアノフェナシル基、４－メチルフェナシル基
、２－メチルフェナシル基、３－フルオロフェナシル基、３－トリフルオロメチルフェナ
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シル基、および、３－ニトロフェナシル基が例示できる。
【０１３４】
　アリール基としては、炭素数６～３０のアリール基が好ましく、具体的には、フェニル
基、ビフェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、９－アンスリル基、９－フェナン
トリル基、１－ピレニル基、５－ナフタセニル基、１－インデニル基、２－アズレニル基
、９－フルオレニル基、ターフェニル基、クオーターフェニル基、ｏ－トリル基、ｍ－ト
リル基、ｐ－トリル基、キシリル基、ｏ－クメニル基、ｍ－クメニル基およびｐ－クメニ
ル基、メシチル基、ペンタレニル基、ビナフタレニル基、ターナフタレニル基、クオータ
ーナフタレニル基、ヘプタレニル基、ビフェニレニル基、インダセニル基、フルオランテ
ニル基、アセナフチレニル基、アセアントリレニル基、フェナレニル基、フルオレニル基
、アントリル基、ビアントラセニル基、ターアントラセニル基、クオーターアントラセニ
ル基、アントラキノリル基、フェナントリル基、トリフェニレニル基、ピレニル基、クリ
セニル基、ナフタセニル基、プレイアデニル基、ピセニル基、ペリレニル基、ペンタフェ
ニル基、ペンタセニル基、テトラフェニレニル基、ヘキサフェニル基、ヘキサセニル基、
ルビセニル基、コロネニル基、トリナフチレニル基、ヘプタフェニル基、ヘプタセニル基
、ピラントレニル基、並びに、オバレニル基が例示できる。
【０１３５】
　アシル基としては、炭素数２～２０のアシル基が好ましく、具体的には、アセチル基、
プロパノイル基、ブタノイル基、トリフルオロアセチル基、ペンタノイル基、ベンゾイル
基、１－ナフトイル基、２－ナフトイル基、４－メチルスルファニルベンゾイル基、４－
フェニルスルファニルベンゾイル基、４－ジメチルアミノベンゾイル基、４－ジエチルア
ミノベンゾイル基、２－クロロベンゾイル基、２－メチルベンゾイル基、２－メトキシベ
ンゾイル基、２－ブトキシベンゾイル基、３－クロロベンゾイル基、３－トリフルオロメ
チルベンゾイル基、３－シアノベンゾイル基、３－ニトロベンゾイル基、４－フルオロベ
ンゾイル基、４－シアノベンゾイル基、および、４－メトキシベンゾイル基が例示できる
。
【０１３６】
　アルコキシカルボニル基としては、炭素数２～２０のアルコキシカルボニル基が好まし
く、具体的には、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、プロポキシカルボニル
基、ブトキシカルボニル基、ヘキシルオキシカルボニル基、オクチルオキシカルボニル基
、デシルオキシカルボニル基、オクタデシルオキシカルボニル基、および、トリフルオロ
メチルオキシカルボニル基が例示できる。
【０１３７】
　アリールオキシカルボニル基として具体的には、フェノキシカルボニル基、１－ナフチ
ルオキシカルボニル基、２－ナフチルオキシカルボニル基、４－メチルスルファニルフェ
ニルオキシカルボニル基、４－フェニルスルファニルフェニルオキシカルボニル基、４－
ジメチルアミノフェニルオキシカルボニル基、４－ジエチルアミノフェニルオキシカルボ
ニル基、２－クロロフェニルオキシカルボニル基、２－メチルフェニルオキシカルボニル
基、２－メトキシフェニルオキシカルボニル基、２－ブトキシフェニルオキシカルボニル
基、３－クロロフェニルオキシカルボニル基、３－トリフルオロメチルフェニルオキシカ
ルボニル基、３－シアノフェニルオキシカルボニル基、３－ニトロフェニルオキシカルボ
ニル基、４－フルオロフェニルオキシカルボニル基、４－シアノフェニルオキシカルボニ
ル基、および、４－メトキシフェニルオキシカルボニル基が例示できる。
【０１３８】
　複素環基としては、窒素原子、酸素原子、硫黄原子若しくはリン原子を含む、芳香族ま
たは脂肪族の複素環が好ましい。
　具体的には、チエニル基、ベンゾ［ｂ］チエニル基、ナフト［２，３－ｂ］チエニル基
、チアントレニル基、フリル基、ピラニル基、イソベンゾフラニル基、クロメニル基、キ
サンテニル基、フェノキサチイニル基、２Ｈ－ピロリル基、ピロリル基、イミダゾリル基
、ピラゾリル基、ピリジル基、ピラジニル基、ピリミジニル基、ピリダジニル基、インド
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リジニル基、イソインドリル基、３Ｈ－インドリル基、インドリル基、１Ｈ－インダゾリ
ル基、プリニル基、４Ｈ－キノリジニル基、イソキノリル基、キノリル基、フタラジニル
基、ナフチリジニル基、キノキサリニル基、キナゾリニル基、シンノリニル基、プテリジ
ニル基、４ａＨ－カルバゾリル基、カルバゾリル基、β－カルボリニル基、フェナントリ
ジニル基、アクリジニル基、ペリミジニル基、フェナントロリニル基、フェナジニル基、
フェナルサジニル基、イソチアゾリル基、フェノチアジニル基、イソキサゾリル基、フラ
ザニル基、フェノキサジニル基、イソクロマニル基、クロマニル基、ピロリジニル基、ピ
ロリニル基、イミダゾリジニル基、イミダゾリニル基、ピラゾリジニル基、ピラゾリニル
基、ピペリジル基、ピペラジニル基、インドリニル基、イソインドリニル基、キヌクリジ
ニル基、モルホリニル基、および、チオキサントリル基が例示できる。
【０１３９】
　アルキルチオカルボニル基として具体的には、メチルチオカルボニル基、プロピルチオ
カルボニル基、ブチルチオカルボニル基、ヘキシルチオカルボニル基、オクチルチオカル
ボニル基、デシルチオカルボニル基、オクタデシルチオカルボニル基、および、トリフル
オロメチルチオカルボニル基が例示できる。
【０１４０】
　アリールチオカルボニル基として具体的には、１－ナフチルチオカルボニル基、２－ナ
フチルチオカルボニル基、４－メチルスルファニルフェニルチオカルボニル基、４－フェ
ニルスルファニルフェニルチオカルボニル基、４－ジメチルアミノフェニルチオカルボニ
ル基、４－ジエチルアミノフェニルチオカルボニル基、２－クロロフェニルチオカルボニ
ル基、２－メチルフェニルチオカルボニル基、２－メトキシフェニルチオカルボニル基、
２－ブトキシフェニルチオカルボニル基、３－クロロフェニルチオカルボニル基、３－ト
リフルオロメチルフェニルチオカルボニル基、３－シアノフェニルチオカルボニル基、３
－ニトロフェニルチオカルボニル基、４－フルオロフェニルチオカルボニル基、４－シア
ノフェニルチオカルボニル基、および、４－メトキシフェニルチオカルボニル基が挙げら
れる。
【０１４１】
　一般式（ＯＸ－１）中、Ｂで表される一価の置換基としては、アリール基、複素環基、
アリールカルボニル基、または、複素環カルボニル基を表す。また、これらの基は１以上
の置換基を有していてもよい。置換基としては、前述した置換基が例示できる。また、前
述した置換基は、さらに他の置換基で置換されていてもよい。
【０１４２】
　なかでも、特に好ましくは以下に示す構造である。
　下記の構造中、Ｙ、Ｘ、および、ｎは、それぞれ、後述する一般式（ＯＸ－２）におけ
るＹ、Ｘ、および、ｎと同義であり、好ましい例も同様である。
【０１４３】
【化４２】

【０１４４】
　前記式（ＯＸ－１）中、Ａで表される二価の有機基としては、炭素数１～１２のアルキ
レン基、シクロアルキレン基、アルキニレン基が挙げられる。また、これらの基は１以上
の置換基を有していてもよい。置換基としては、前述した置換基が例示できる。また、前
述した置換基は、さらに他の置換基で置換されていてもよい。
　中でも、式（ＯＸ－１）におけるＡとしては、感度を高め、加熱経時による着色を抑制
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する点から、無置換のアルキレン基、アルキル基（例えば、メチル基、エチル基、ｔｅｒ
ｔ－ブチル基、ドデシル基）で置換されたアルキレン基、アルケニル基（例えば、ビニル
基、アリル基）で置換されたアルキレン基、アリール基（例えば、フェニル基、ｐ－トリ
ル基、キシリル基、クメニル基、ナフチル基、アンスリル基、フェナントリル基、スチリ
ル基）で置換されたアルキレン基が好ましい。
【０１４５】
　前記式（ＯＸ－１）中、Ａｒで表されるアリール基としては、炭素数６～３０のアリー
ル基が好ましく、また、置換基を有していてもよい。置換基としては、先に置換基を有し
ていてもよいアリール基の具体例として挙げた置換アリール基に導入された置換基と同様
のものが例示できる。
　なかでも、感度を高め、加熱経時による着色を抑制する点から、置換または無置換のフ
ェニル基が好ましい。
【０１４６】
　式（ＯＸ－１）においては、前記式（ＯＸ－１）中のＡｒとそれに隣接するＳとで形成
される「ＳＡｒ」の構造が、以下に示す構造であることが感度の点で好ましい。なお、Ｍ
ｅはメチル基を表し、Ｅｔはエチル基を表す。
【０１４７】
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【化４３】

【０１４８】
　オキシム化合物は、下記一般式（ＯＸ－２）で表される化合物であることが好ましい。
【０１４９】
【化４４】

【０１５０】
　一般式（ＯＸ－２）中、ＲおよびＸは各々独立に一価の置換基を表し、ＡおよびＹは各
々独立に二価の有機基を表し、Ａｒはアリール基を表し、ｎは０～５の整数である。一般
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式（ＯＸ－２）におけるＲ、Ａ、およびＡｒは、一般式（ＯＸ－１）におけるＲ、Ａ、お
よびＡｒと同義であり、好ましい例も同様である。
【０１５１】
　一般式（ＯＸ－２）中、Ｘで表される一価の置換基としては、アルキル基、アリール基
、アルコキシ基、アリールオキシ基、アシルオキシ基、アシル基、アルコキシカルボニル
基、アミノ基、複素環基、ハロゲン原子が挙げられる。また、これらの基は１以上の置換
基を有していてもよい。置換基としては、前述した置換基が例示できる。また、前述した
置換基は、さらに他の置換基で置換されていてもよい。
【０１５２】
　これらの中でも、一般式（ＯＸ－２）におけるＸとしては、溶剤溶解性と長波長領域の
吸収効率向上の点から、アルキル基が好ましい。
　また、式（２）におけるｎは、０～５の整数を表し、０～２の整数が好ましい。
【０１５３】
　一般式（ＯＸ－２）中、Ｙで表される二価の有機基としては、以下に示す構造が挙げら
れる。なお、以下に示される基において、「＊」は、前記式（ＯＸ－２）において、Ｙと
隣接する炭素原子との結合位置を示す。
【０１５４】
【化４５】

【０１５５】
　中でも、高感度化の観点から、下記に示す構造が好ましい。
【０１５６】
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【０１５７】
　さらにオキシム化合物は、下記一般式（ＯＸ－３）または（ＯＸ－４）で表される化合
物であることが好ましい。
【０１５８】
【化４７】

【０１５９】
　一般式（ＯＸ－３）または（ＯＸ－４）中、ＲおよびＸは各々独立に一価の置換基を表
し、Ａは二価の有機基を表し、Ａｒはアリール基を表し、ｎは０～５の整数である。）
　一般式（ＯＸ－３）または（ＯＸ－４）におけるＲ、Ｘ、Ａ、Ａｒ、および、ｎは、前
記一般式（ＯＸ－２）におけるＲ、Ｘ、Ａ、Ａｒ、および、ｎとそれぞれ同義であり、好
ましい例も同様である。
【０１６０】
　以下好適に用いられるオキシム化合物の具体例（Ｃ－４）～（Ｃ－１３）を以下に示す
が、本発明はこれらに限定されるものではない。
【０１６１】
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【化４８】

【０１６２】
　オキシム化合物は、３５０ｎｍ～５００ｎｍの波長領域に極大吸収波長を有するもので
あり、３６０ｎｍ～４８０ｎｍの波長領域に吸収波長を有するものであることが好ましく
、３６５ｎｍおよび４５５ｎｍの吸光度が高いものが特に好ましい。
【０１６３】
　オキシム化合物は、３６５ｎｍまたは４０５ｎｍにおけるモル吸光係数は、感度の観点
から、１,０００～３００，０００であることが好ましく、２,０００～３００，０００で
あることがより好ましく、５,０００～２００，０００であることが特に好ましい。
　化合物のモル吸光係数は、公知の方法を用いることができるが、具体的には、例えば、
紫外可視分光光度計（Ｖａｒｉａｎ社製Ｃａｒｒｙ－５　ｓｐｃｔｒｏｐｈｏｔｏｍｅｔ
ｅｒ）にて、酢酸エチル溶媒を用い、０．０１ｇ／Ｌの濃度で測定することが好ましい。
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【０１６４】
　本発明に用いられる光重合開始剤は、必要に応じて、２種以上を組み合わせて使用して
も良い。
【０１６５】
　本発明の組成物における（Ｄ）光重合開始剤の含有量は、組成物の全固形分に対し０．
１質量％以上１０質量％以下であることが好ましく、より好ましくは０．５質量％以上５
質量％以下、さらに好ましくは１質量％以上３質量％以下である。この範囲で、より良好
な感度とパターン形成性が得られる。
【０１６６】
＜＜（Ｅ）重合性化合物＞＞
　本発明の組成物は、重合性化合物を含有する。本発明では、ラジカル、酸、熱により架
橋可能な公知の重合性化合物を用いることができ、例えば、エチレン性不飽和結合、環状
エーテル（エポキシ、オキセタン）、メチロール等を含む重合性化合物が挙げられる。重
合性化合物は、感度の観点から、末端エチレン性不飽和結合を少なくとも１個、好ましく
は２個以上有する化合物から好適に選ばれる。中でも、４官能以上の多官能重合性化合物
が好ましく、５官能以上の多官能重合性化合物がさらに好ましい。
【０１６７】
　このような化合物群は当該産業分野において広く知られているものであり、本発明にお
いてはこれらを特に限定なく用いることができる。これらは、例えば、モノマー、プレポ
リマー、すなわち２量体、３量体およびオリゴマーまたはそれらの混合物並びにそれらの
オリゴマーなどの化学的形態のいずれであってもよい。本発明における重合性化合物は一
種単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【０１６８】
　より具体的には、モノマーおよびそのプレポリマーの例としては、不飽和カルボン酸（
例えば、アクリル酸、メタクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイ
ン酸など）やそのエステル類、アミド類、並びにこれらの多量体が挙げられ、好ましくは
、不飽和カルボン酸と脂肪族多価アルコール化合物とのエステル、および不飽和カルボン
酸と脂肪族多価アミン化合物とのアミド類、並びにこれらの多量体である。また、ヒドロ
キシル基やアミノ基、メルカプト基等の求核性置換基を有する不飽和カルボン酸エステル
或いはアミド類と、単官能若しくは多官能イソシアネート類或いはエポキシ類との付加反
応物や、単官能若しくは多官能のカルボン酸との脱水縮合反応物等も好適に使用される。
また、イソシアネート基やエポキシ基等の親電子性置換基を有する不飽和カルボン酸エス
テル或いはアミド類と、単官能若しくは多官能のアルコール類、アミン類、チオール類と
の付加反応物、さらに、ハロゲン基やトシルオキシ基等の脱離性置換基を有する不飽和カ
ルボン酸エステル或いはアミド類と、単官能若しくは多官能のアルコール類、アミン類、
チオール類との置換反応物も好適である。また、別の例として、上記の不飽和カルボン酸
の代わりに、不飽和ホスホン酸、スチレン等のビニルベンゼン誘導体、ビニルエーテル、
アリルエーテル等に置き換えた化合物群を使用することも可能である。
　これらの具体的な化合物としては、特開２００９－２８８７０５号公報の段落番号〔０
０９５〕～〔０１０８〕に記載されている化合物を本発明においても好適に用いることが
できる。
【０１６９】
　また、前記重合性化合物としては、少なくとも１個の付加重合可能なエチレン基を有す
る、常圧下で１００℃以上の沸点を持つエチレン性不飽和基を持つ化合物も好ましい。そ
の例としては、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリ
コールモノ（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレート等の単官能の
アクリレートやメタアクリレート；ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ト
リメチロールエタントリ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アク
リレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテト
ラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペン
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、トリメチロールプロパントリ（アクリロイルオキシプロピル）エーテル、トリ（アクリ
ロイロキシエチル）イソシアヌレート、グリセリンやトリメチロールエタン等の多官能ア
ルコールにエチレンオキサイドやプロピレンオキサイドを付加させた後（メタ）アクリレ
ート化したもの、特公昭４８－４１７０８号公報、特公昭５０－６０３４号公報、特開昭
５１－３７１９３号公報に記載されているようなウレタン（メタ）アクリレート類、特開
昭４８－６４１８３号公報、特公昭４９－４３１９１号公報、特公昭５２－３０４９０号
公報に記載されているポリエステルアクリレート類、エポキシ樹脂と（メタ）アクリル酸
との反応生成物であるエポキシアクリレート類等の多官能のアクリレートやメタアクリレ
ートおよびこれらの混合物を挙げることができる。
　多官能カルボン酸にグリシジル（メタ）アクリレート等の環状エーテル基とエチレン性
不飽和基を有する化合物を反応させ得られる多官能（メタ）アクリレートなども挙げるこ
とができる。
　また、その他の好ましい重合性化合物として、特開２０１０－１６０４１８号公報、特
開２０１０－１２９８２５号公報、特許第４３６４２１６号明細書等に記載される、フル
オレン環を有し、エチレン性不飽和基を２官能以上有する化合物、カルド樹脂も使用する
ことが可能である。
【０１７０】
　また、常圧下で１００℃以上の沸点を有し、少なくとも１個の付加重合可能なエチレン
性不飽和基を持つ化合物としては、特開２００８－２９２９７０号公報の段落番号［０２
５４］～［０２５７］に記載の化合物も好適である。
【０１７１】
　上記のほか、下記一般式（ＭＯ－１）～（ＭＯ－５）で表される、ラジカル重合性モノ
マーも好適に用いることができる。なお、式中、Ｔがオキシアルキレン基の場合には、炭
素原子側の末端がＲに結合する。
【０１７２】
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【化４９】

【０１７３】
【化５０】

【０１７４】



(55) JP 6147135 B2 2017.6.14

10

20

30

40

50

　前記一般式において、ｎは０～１４であり、ｍは１～８である。一分子内に複数存在す
るＲ、Ｔ、は、各々同一であっても、異なっていてもよい。
　前記一般式（ＭＯ－１）～（ＭＯ－５）で表される重合性化合物の各々において、複数
存在するＲの少なくとも１つは、－ＯＣ（＝Ｏ）ＣＨ＝ＣＨ2、または、－ＯＣ（＝Ｏ）
Ｃ（ＣＨ3）＝ＣＨ2で表される基を表す。
　前記一般式（ＭＯ－１）～（ＭＯ－５）で表される重合性化合物の具体例としては、特
開２００７－２６９７７９号公報の段落番号０２４８～段落番号０２５１に記載されてい
る化合物を本発明においても好適に用いることができる。
【０１７５】
　また、特開平１０－６２９８６号公報において一般式（１）および（２）としてその具
体例と共に記載の前記多官能アルコールにエチレンオキサイドやプロピレンオキサイドを
付加させた後に（メタ）アクリレート化した化合物も、重合性化合物として用いることが
できる。
【０１７６】
　中でも、重合性化合物としては、ジペンタエリスリトールトリアクリレート（市販品と
してはKAYARAD  D-330；日本化薬株式会社製）、ジペンタエリスリトールテトラアクリレ
ート（市販品としてはKAYARAD D-320；日本化薬株式会社製）ジペンタエリスリトールペ
ンタ（メタ）アクリレート（市販品としてはKAYARAD  D-310；日本化薬株式会社製）、ジ
ペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート（市販品としてはKAYARAD  DPHA；日
本化薬株式会社製、Ａ－ＤＰＨ－１２Ｅ；新中村化学社製）、およびこれらの（メタ）ア
クリロイル基がエチレングリコール、プロピレングリコール残基を介している構造が好ま
しい。これらのオリゴマータイプも使用できる。以下に好ましい重合性化合物の態様を示
す。
【０１７７】
　重合性化合物としては、多官能モノマーであって、カルボキシル基、スルホン酸基、リ
ン酸基等の酸基を有していてもよい。エチレン性化合物が、上記のように混合物である場
合のように未反応のカルボキシル基を有するものであれば、これをそのまま利用すること
ができるが、必要において、上述のエチレン性化合物のヒドロキシル基に非芳香族カルボ
ン酸無水物を反応させて酸基を導入してもよい。この場合、使用される非芳香族カルボン
酸無水物の具体例としては、無水テトラヒドロフタル酸、アルキル化無水テトラヒドロフ
タル酸、無水ヘキサヒドロフタル酸、アルキル化無水ヘキサヒドロフタル酸、無水コハク
酸、無水マレイン酸が挙げられる。
【０１７８】
　本発明において、酸基を有するモノマーとしては、脂肪族ポリヒドロキシ化合物と不飽
和カルボン酸とのエステルであり、脂肪族ポリヒドロキシ化合物の未反応のヒドロキシル
基に非芳香族カルボン酸無水物を反応させて酸基を持たせた多官能モノマーが好ましく、
　特に好ましくは、このエステルにおいて、脂肪族ポリヒドロキシ化合物がペンタエリス
リトールおよび／またはジペンタエリスリトールであるものである。市販品としては、例
えば、東亞合成株式会社製の多塩基酸変性アクリルオリゴマーとして、Ｍ－５１０、Ｍ－
５２０などが挙げられる。
【０１７９】
　これらのモノマーは１種を単独で用いてもよいが、製造上、単一の化合物を用いること
は難しいことから、２種以上を混合して用いてもよい。また、必要に応じてモノマーとし
て酸基を有しない多官能モノマーと酸基を有する多官能モノマーを併用してもよい。
　酸基を有する多官能モノマーの好ましい酸価としては、０．１ｍｇＫＯＨ／ｇ～４０ｍ
ｇＫＯＨ／ｇであり、特に好ましくは５ｍｇＫＯＨ／ｇ～３０ｍｇＫＯＨ／ｇである。多
官能モノマーの酸価が低すぎると現像溶解特性が落ち、高すぎると製造や取扱いが困難に
なり光重合性能が落ち、画素の表面平滑性等の硬化性が劣るものとなる。従って、異なる
酸基の多官能モノマーを２種以上併用する場合、或いは酸基を有しない多官能モノマーを
併用する場合、全体の多官能モノマーとしての酸基が上記範囲に入るように調整すること
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が好ましい。
【０１８０】
　また、重合性モノマーとして、カプロラクトン構造を有する多官能性単量体を含有する
ことも好ましい態様である。
　カプロラクトン構造を有する多官能性単量体としては、その分子内にカプロラクトン構
造を有する限り特に限定されるものではないが、例えば、トリメチロールエタン、ジトリ
メチロールエタン、トリメチロールプロパン、ジトリメチロールプロパン、ペンタエリス
リトール、ジペンタエリスリトール、トリペンタエリスリトール、グリセリン、ジグリセ
ロール、トリメチロールメラミン等の多価アルコールと、（メタ）アクリル酸およびε－
カプロラクトンをエステル化することにより得られる、ε－カプロラクトン変性多官能（
メタ）アクリレートを挙げることができる。なかでも下記一般式（Ｚ－１）で表されるカ
プロラクトン構造を有する多官能性単量体が好ましい。
【０１８１】
【化５１】

【０１８２】
　一般式（Ｚ－１）中、６個のＲは全てが下記一般式（Ｚ－２）で表される基であるか、
または６個のＲのうち１～５個が下記一般式（Ｚ－２）で表される基であり、残余が下記
一般式（Ｚ－３）で表される基である。
【０１８３】

【化５２】

【０１８４】
　一般式（Ｚ－２）中、Ｒ1は水素原子またはメチル基を示し、ｍは１または２の数を示
し、「＊」は結合手であることを示す。
【０１８５】
【化５３】

【０１８６】
　一般式（Ｚ－３）中、Ｒ1は水素原子またはメチル基を示し、「＊」は結合手であるこ
とを示す。）
【０１８７】
　このようなカプロラクトン構造を有する多官能性単量体は、例えば、日本化薬（株）か
らＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＣＡシリーズとして市販されており、ＤＰＣＡ－２０（上記式（
１）～（３）においてｍ＝１、式（２）で表される基の数＝２、Ｒ1が全て水素原子であ
る化合物）、ＤＰＣＡ－３０（同式、ｍ＝１、式（２）で表される基の数＝３、Ｒ1が全
て水素原子である化合物）、ＤＰＣＡ－６０（同式、ｍ＝１、式（２）で表される基の数
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＝６、Ｒ1が全て水素原子である化合物）、ＤＰＣＡ－１２０（同式においてｍ＝２、式
（２）で表される基の数＝６、Ｒ1が全て水素原子である化合物）等を挙げることができ
る。
　本発明において、カプロラクトン構造を有する多官能性単量体は、単独でまたは２種以
上を混合して使用することができる。
【０１８８】
　また、本発明における特定モノマーとしては、下記一般式（Ｚ－４）または（Ｚ－５）
で表される化合物の群から選択される少なくとも１種であることも好ましい。
【０１８９】
【化５４】

【０１９０】
　前記一般式（Ｚ－４）および（Ｚ－５）中、Ｅは、各々独立に、－（（ＣＨ2）ｙＣＨ2

Ｏ）－、または－（（ＣＨ2）ｙＣＨ（ＣＨ3）Ｏ）－を表し、ｙは、各々独立に０～１０
の整数を表し、Ｘは、各々独立に、アクリロイル基、メタクリロイル基、水素原子、また
はカルボキシル基を表す。
　前記一般式（Ｚ－４）中、アクリロイル基およびメタクリロイル基の合計は３個または
４個であり、ｍは各々独立に０～１０の整数を表し、各ｍの合計は０～４０の整数である
。但し、各ｍの合計が０の場合、Ｘのうちいずれか１つはカルボキシル基である。
　前記一般式（ii）中、アクリロイル基およびメタクリロイル基の合計は５個または６個
であり、ｎは各々独立に０～１０の整数を表し、各ｎの合計は０～６０の整数である。但
し、各ｎの合計が０の場合、Ｘのうちいずれか１つはカルボキシル基である。
【０１９１】
　前記一般式（Ｚ－４）中、ｍは、０～６の整数が好ましく、０～４の整数がより好まし
い。
また、各ｍの合計は、２～４０の整数が好ましく、２～１６の整数がより好ましく、４～
８の整数が特に好ましい。
　前記一般式（Ｚ－５）中、ｎは、０～６の整数が好ましく、０～４の整数がより好まし
い。
　また、各ｎの合計は、３～６０の整数が好ましく、３～２４の整数がより好ましく、６
～１２の整数が特に好ましい。
　また、一般式（Ｚ－４）または一般式（Ｚ－５）中の－（（ＣＨ2）ｙＣＨ2Ｏ）－また
は－（（ＣＨ2）ｙＣＨ（ＣＨ3）Ｏ）－は、酸素原子側の末端がＸに結合する形態が好ま
しい。
【０１９２】
　前記一般式（Ｚ－４）または一般式（Ｚ－５）で表される化合物は１種単独で用いても
よいし、２種以上併用してもよい。特に、一般式（ii）において、６個のＸ全てがアクリ
ロイル基である形態が好ましい。
【０１９３】
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　また、一般式（Ｚ－４）または一般式（Ｚ－５）で表される化合物の重合性化合物中に
おける全含有量としては、２０質量％以上が好ましく、５０質量％以上がより好ましい。
【０１９４】
　前記一般式（Ｚ－４）または一般式（Ｚ－５）で表される化合物は、従来公知の工程で
ある、ペンタエリスリト－ルまたはジペンタエリスリト－ルにエチレンオキシドまたはプ
ロピレンオキシドを開環付加反応により開環骨格を結合する工程と、開環骨格の末端水酸
基に、例えば（メタ）アクリロイルクロライドを反応させて（メタ）アクリロイル基を導
入する工程と、から合成することができる。各工程は良く知られた工程であり、当業者は
容易に一般式（ｉ）または（ii）で表される化合物を合成することができる。
【０１９５】
　前記一般式（Ｚ－４）または一般式（Ｚ－５）で表される化合物の中でも、ペンタエリ
スリトール誘導体および／またはジペンタエリスリトール誘導体がより好ましい。
　具体的には、下記式（ａ）～（ｆ）で表される化合物（以下、「例示化合物（ａ）～（
ｆ）」ともいう。）が挙げられ、中でも、例示化合物（ａ）、（ｂ）、（ｅ）、（ｆ）が
好ましい。
【０１９６】
【化５５】

【０１９７】
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【化５６】

【０１９８】
　一般式（Ｚ－４）、（Ｚ－５）で表される重合性化合物の市販品としては、例えばサー
トマー社製のエチレンオキシ鎖を４個有する４官能アクリレートであるＳＲ－４９４、日
本化薬株式会社製のペンチレンオキシ鎖を６個有する６官能アクリレートであるＤＰＣＡ
－６０、イソブチレンオキシ鎖を３個有する３官能アクリレートであるＴＰＡ－３３０な
どが挙げられる。
【０１９９】
　また、重合性化合物としては、特公昭４８－４１７０８号公報、特開昭５１－３７１９
３号公報、特公平２－３２２９３号公報、特公平２－１６７６５号公報に記載されている
ようなウレタンアクリレート類や、特公昭５８－４９８６０号公報、特公昭５６－１７６
５４号公報、特公昭６２－３９４１７号公報、特公昭６２－３９４１８号公報記載のエチ
レンオキサイド系骨格を有するウレタン化合物類も好適である。さらに、重合性化合物と
して、特開昭６３－２７７６５３号公報、特開昭６３－２６０９０９号公報、特開平１－
１０５２３８号公報に記載される、分子内にアミノ構造やスルフィド構造を有する付加重
合性化合物類を用いることによって、非常に感光スピードに優れた硬化性組成物を得るこ
とができる。
　重合性化合物の市販品としては、ウレタンオリゴマーＵＡＳ－１０、ＵＡＢ－１４０（
山陽国策パルプ社製）、ＵＡ－７２００」(新中村化学社製、ＤＰＨＡ－４０Ｈ（日本化
薬社製）、ＵＡ－３０６Ｈ、ＵＡ－３０６Ｔ、ＵＡ－３０６Ｉ、ＡＨ－６００、Ｔ－６０
０、ＡＩ－６００（共栄社製）、トリメチロールプロパントリアクリレート（市販品とし
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てはＡ－ＴＭＰＴ；新中村化学社製）、などが挙げられる。
【０２００】
　環状エーテル（エポキシ、オキセタン）としては、例えば、エポキシ基を有するものと
しては、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂として、ＪＥＲ－８２７、ＪＥＲ－８２８、Ｊ
ＥＲ－８３４、ＪＥＲ－１００１、ＪＥＲ－１００２、ＪＥＲ－１００３、ＪＥＲ－１０
５５、ＪＥＲ－１００７、ＪＥＲ－１００９、ＪＥＲ－１０１０（以上、ジャパンエポキ
シレジン（株）製）、ＥＰＩＣＬＯＮ８６０、ＥＰＩＣＬＯＮ１０５０、ＥＰＩＣＬＯＮ
１０５１、ＥＰＩＣＬＯＮ１０５５（以上、ＤＩＣ（株）製）等であり、ビスフェノール
Ｆ型エポキシ樹脂として、ＪＥＲ－８０６、ＪＥＲ－８０７、ＪＥＲ－４００４、ＪＥＲ
－４００５、ＪＥＲ－４００７、ＪＥＲ－４０１０（以上、ジャパンエポキシレジン（株
）製）、ＥＰＩＣＬＯＮ８３０、ＥＰＩＣＬＯＮ８３５（以上、ＤＩＣ（株）製）、ＬＣ
Ｅ－２１、ＲＥ－６０２Ｓ（以上、日本化薬（株）製）等であり、フェノールノボラック
型エポキシ樹脂として、ＪＥＲ－１５２、ＪＥＲ－１５４、ＪＥＲ－１５７Ｓ７０、ＪＥ
Ｒ－１５７Ｓ６５、（以上、ジャパンエポキシレジン（株）製）、ＥＰＩＣＬＯＮ Ｎ－
７４０、ＥＰＩＣＬＯＮ Ｎ－７４０、ＥＰＩＣＬＯＮ Ｎ－７７０、ＥＰＩＣＬＯＮ Ｎ
－７７５（以上、ＤＩＣ（株）製）等であり、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂とし
て、ＥＰＩＣＬＯＮ Ｎ－６６０、ＥＰＩＣＬＯＮ Ｎ－６６５、ＥＰＩＣＬＯＮ Ｎ－６
７０、ＥＰＩＣＬＯＮ Ｎ－６７３、ＥＰＩＣＬＯＮ Ｎ－６８０、ＥＰＩＣＬＯＮ Ｎ－
６９０、ＥＰＩＣＬＯＮ Ｎ－６９５（以上、ＤＩＣ（株）製）、ＥＯＣＮ－１０２０（
以上、日本化薬（株）製）、脂肪族エポキシ樹脂として、ＡＤＥＫＡ ＲＥＳＩＮ ＥＰ－
４０８０Ｓ、同ＥＰ－４０８５Ｓ、同ＥＰ－４０８８Ｓ（以上、（株）ＡＤＥＫＡ製）セ
ロキサイド２０２１Ｐ、セロキサイド２０８１、セロキサイド２０８３、セロキサイド２
０８５、ＥＨＰＥ－３１５０（2,2-ビス(ヒドロキシメチル)-1-ブタノールの1,2-エポキ
シ-4-(2-オキシラニル)シクロヘキサン付加物）、ＥＰＯＬＥＡＤ ＰＢ ３６００、同Ｐ
Ｂ ４７００（以上、ダイセル化学工業（株）製）、デナコール ＥＸ－２１１Ｌ、ＥＸ－
２１２Ｌ、ＥＸ－２１４Ｌ、ＥＸ－２１６Ｌ、ＥＸ－３２１Ｌ、ＥＸ－８５０Ｌ（以上、
ナガセケムテックス(株)製）、ＡＤＥＫＡ ＲＥＳＩＮ ＥＰ－４０００Ｓ、同ＥＰ－４０
０３Ｓ、同ＥＰ－４０１０Ｓ、同ＥＰ－４０１１Ｓ（以上、（株）ＡＤＥＫＡ製）、ＮＣ
－２０００、ＮＣ－３０００、ＮＣ－７３００、ＸＤ－１０００、ＥＰＰＮ－５０１、Ｅ
ＰＰＮ－５０２（以上、（株）ＡＤＥＫＡ製）、ＪＥＲ－１０３１Ｓ（ジャパンエポキシ
レジン（株）製）等が挙げられる。このような重合性化合物は、ドライエッチング法でパ
ターンを形成する場合に好適である。
【０２０１】
　これらの重合性化合物について、その構造、単独使用か併用か、添加量等の使用方法の
詳細は、着色感光性樹脂組成物の最終的な性能設計にあわせて任意に設定できる。例えば
、感度の観点では、１分子あたりの不飽和基含量が多い構造が好ましく、多くの場合は２
官能以上が好ましい。また、着色感光性樹脂組成物により形成された硬化膜の強度を高め
る観点では、３官能以上のものがよく、さらに、異なる官能基数・異なる重合性基（例え
ばアクリル酸エステル、メタクリル酸エステル、スチレン系化合物、ビニルエーテル系化
合物）のものを併用することで、感度と強度の両方を調節する方法も有効である。さらに
、３官能以上のものでエチレンオキサイド鎖長の異なる重合性化合物を併用することが、
着色感光性樹脂組成物の現像性を調節することができ、優れたパターン形成能が得られる
という点で好ましい。
　また、着色感光性樹脂組成物に含有される他の成分（例えば、光重合開始剤、被分散体
、アルカリ可溶性樹脂等）との相溶性、分散性に対しても、重合性化合物の選択・使用法
は重要な要因であり、例えば、低純度化合物の使用や２種以上の併用により相溶性を向上
させうることがある。また、支持体などの硬質表面との密着性を向上させる観点で特定の
構造を選択することもあり得る。
【０２０２】
　本発明の組成物中における重合性化合物の含有量は、着色感光性樹脂組成物中の全固形
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分に対して３～２５質量％が好ましく、５～２０質量％がさらに好ましく、７～１５質量
％が特に好ましい。
【０２０３】
＜＜他の成分＞＞
　本発明の組成物は、上述の各成分に加えて、本発明の効果を損なわない範囲で、さらに
、（Ｇ）側鎖に重合性二重結合を有する樹脂、有機溶剤、架橋剤などの他の成分を含んで
いてもよい。
【０２０４】
－（Ｇ）側鎖に重合性二重結合を有する樹脂－
　本発明では、さらに、必要に応じて（Ｇ）側鎖に重合性二重結合を有する樹脂を含有さ
せてもよい。（Ｇ）側鎖に重合性二重結合を有する樹脂をさらに含有させることで、本発
明の組成物をより効果的に硬化させることが可能となる。
【０２０５】
　（Ｇ）側鎖に重合性二重結合を有する樹脂としては、側鎖に重合性二重結合を有してい
れば特に制限はないが、２～６の水酸基を有する重合性モノマー（ｐ）と、他の重合性モ
ノマー（ｑ）との共重合体（ａ）に、水酸基と反応可能な官能基とエチレン性不飽和二重
結合を有する化合物（ｂ）を反応させてなる樹脂であることが好ましい。
【０２０６】
　（Ｇ）側鎖に重合性二重結合を有する樹脂を構成する２～６の水酸基を有する重合性モ
ノマー（ｐ）は、２個以上６個以下の水酸基及びエチレン性不飽和二重結合を有する化合
物であり、例えば下記一般式（１）で示されるモノマーを用いることができる。
【０２０７】
一般式（１）
【化５７】

（式中、Ｒ1及びＲ4はそれぞれ水素原子、炭素数１～５の置換されてもよいアルキル基を
表し、Ｒ2は炭素数１～４のアルキレン基を表し、Ｒ3は炭素数１～４のアルキレン基、ま
たは単結合を表し、ｎは２以上６以下の整数を表す。）
　上記一般式（１）で示されるモノマーとしては、エチレン性不飽和二重結合を有する多
価アルコールのモノエステルなどが挙げられるが、好ましいのはグリセロールモノ（メタ
）アクリレートである。
【０２０８】
　他の重合性モノマー（ｑ）は、２～６の水酸基を有する重合性モノマー（ｐ）と共重合
可能な重合性モノマーであり、例えば、（メタ）アクリル酸、メチル（メタ）アクリレー
ト、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）アクリレート、イソプロピル（メタ
）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、tert
-ブチル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、フェニル（メタ）アク
リレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレー
ト、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、２
－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレー
ト等の（メタ）アクリル酸エステル類；Ｎ－ビニルピロリドン；スチレンおよびその誘導
体、α－メチルスチレン等のスチレン類；（メタ）アクリルアミド、メチロール（メタ）
アクリルアミド、アルコキシメチロール（メタ）アクリルアミド、ジアセトン（メタ）ア
クリルアミド等のアクリルアミド類；（メタ）アクリロニトリル、エチレン、プロピレン
、ブチレン、塩化ビニル、酢酸ビニル等のその他のビニル化合物、およびポリメチルメタ
クリレートマクロモノマー、ポリスチレンマクロモノマーなどのマクロモノマー類などが
挙げられる。これらのモノマーは、１種を単独で、または２種以上を混合して用いること
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ができる。
【０２０９】
　また、２～６の水酸基を有する重合性モノマー（ｐ）と他の重合性モノマー（ｑ）との
共重合比は、５～９５重量％：９５～５重量％であることが好ましく、３０～７０重量％
：７０～３０重量％であることがより好ましい。重合性モノマー（ｐ）の共重合比が５重
量％未満の場合は、導入できるエチレン性不飽和二重結合の数が少なく、二重結合当量の
数値が大きくなり、十分な感度を得ることができない。９５重量％を越える場合は、多く
のエチレン性不飽和二重結合を導入することが可能となるが、重合性モノマー（ｑ）の比
率が低くなるため、分散安定性、溶解性、耐薬品性等の物性を維持することが困難となる
。
【０２１０】
　２～６の水酸基を有する重合性モノマー（ｐ）と、他の重合性モノマー（ｑ）との共重
合体（ａ）の製造は、公知の方法で製造することができ、例えば特開２００５－１５６９
３０号公報の段落００１３の記載を参酌でき、この内容は本明細書に組み込まれる。
【０２１１】
　（Ｇ）側鎖に重合性二重結合を有する樹脂は、前記共重合体（ａ）に、水酸基と反応可
能な官能基とエチレン性不飽和二重結合を有する化合物（ｂ）を反応させることにより得
られる。水酸基と反応可能な官能基とエチレン性不飽和二重結合を有する化合物（ｂ）と
しては、イソシアネート基、カルボキシル基等が挙げられるが、特に反応性の点でイソシ
アネート基が好ましい。
　イソシアネート基及びエチレン性不飽和二重結合を有する化合物として具体的には、２
－アクリロイルエチルイソシアネート、２－メタクリロイルエチルイソシアネート等が挙
げられる。また、カルボキシル基及びエチレン性不飽和二重結合を有する化合物として具
体的には、アクリル酸、メタクリル酸、無水マレイン酸が挙げられる。
【０２１２】
　共重合体（ａ）に水酸基を介して導入されるエチレン性不飽和二重結合の量は、得られ
る樹脂の「二重結合当量」により示される。二重結合当量とは、下記式で定義され、分子
中に含まれる二重結合量の尺度となるものであり、同じ分子量の感光性樹脂であれば、二
重結合当量の数値が小さいほど二重結合の導入量が多くなる。
[二重結合当量]＝[繰り返し構成単位の分子量]／[繰り返し構成単位中の二重結合の数]
　本発明における樹脂の二重結合当量は２００～２，０００であることが好ましく、３０
０～９００であることがより好ましい。樹脂の二重結合当量が２００未満の場合は、エチ
レン性不飽和二重結合を導入させる重合性モノマー（ｐ）の比率が高くなり、諸特性を維
持するのに十分な量の重合性モノマー（ｑ）を共重合させることができない。２，０００
を越える場合は、エチレン性不飽和二重結合の数が少ないため十分な感度を得ることがで
きない。
　また、前記（Ｇ）樹脂の重量平均分子量（Mw）は、本発明の組成物の分散性が良好な点
から、好ましくは２０００～２０００００、より好ましくは５０００～５００００である
。
【０２１３】
　共重合体（ａ）と、水酸基と反応可能な官能基とエチレン性不飽和二重結合を有する化
合物（ｂ）との反応は、公知の方法で行うことができ、例えば特開２００５－１５６９３
０号公報の段落００１６の記載を参酌でき、この内容は本明細書に組み込まれる。
【０２１４】
　本発明の組成物が（Ｇ）側鎖に重合性二重結合を有する樹脂を含有する場合、（Ｇ）側
鎖に重合性二重結合を有する樹脂の含有量は、樹脂成分に対して、１０～１００質量％が
好ましく、より好ましくは２０～９０質量％であり、さらに好ましくは３０～８０質量％
である。
　（Ｇ）側鎖に重合性二重結合を有する樹脂は、本発明の組成物中に１種のみ含まれてい
ても良いし、２種以上含まれていても良い。２種類以上含む場合は、その合計量が上記範
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囲となることが好ましい。
【０２１５】
－アルカリ可溶性樹脂－
　本発明の組成物は、さらに、バインダーとしてアルカリ可溶性樹脂を含有していてもよ
い。なお、ここでいうアルカリ可溶性樹脂には、分散剤成分として本発明の組成物に含有
される成分は含まれない。
【０２１６】
　アルカリ可溶性樹脂としては、線状有機高分子重合体であって、分子（好ましくは、ア
クリル系共重合体、スチレン系共重合体を主鎖とする分子）中に少なくとも１つのアルカ
リ可溶性を促進する基を有するアルカリ可溶性樹脂の中から適宜選択することができる。
耐熱性の観点からは、ポリヒドロキシスチレン系樹脂、ポリシロキサン系樹脂、アクリル
系樹脂、アクリルアミド系樹脂、アクリル／アクリルアミド共重合体樹脂が好ましく、現
像性制御の観点からは、アクリル系樹脂、アクリルアミド系樹脂、アクリル／アクリルア
ミド共重合体樹脂が好ましい。
【０２１７】
　アルカリ可溶性を促進する基（以下、酸基ともいう）としては、例えば、カルボキシル
基、リン酸基、スルホン酸基、フェノール性水酸基などが挙げられるが、有機溶剤に可溶
で弱アルカリ水溶液により現像可能なものが好ましく、（メタ）アクリル酸が特に好まし
いものとして挙げられる。これら酸基は、１種のみであってもよいし、２種以上であって
もよい。
【０２１８】
　前記重合後に酸基を付与しうるモノマーとしては、例えば、２－ヒドロキシエチル（メ
タ）アクリレート等の水酸基を有するモノマー、グリシジル（メタ）アクリレート等のエ
ポキシ基を有するモノマー、２－イソシアナートエチル（メタ）アクリレート等のイソシ
アネート基を有するモノマー等が挙げられる。これら酸基を導入するための単量体は、１
種のみであってもよいし、２種以上であってもよい。アルカリ可溶性樹脂に酸基を導入す
るには、例えば、酸基を有するモノマーおよび／または重合後に酸基を付与しうるモノマ
ー（以下「酸基を導入するための単量体」と称することもある。）を、単量体成分として
重合するようにすればよい。
　なお、重合後に酸基を付与しうるモノマーを単量体成分として酸基を導入する場合には
、重合後に例えば後述するような酸基を付与するための処理が必要となる。
【０２１９】
　アルカリ可溶性樹脂の製造には、例えば、公知のラジカル重合法による方法を適用する
ことができる。ラジカル重合法でアルカリ可溶性樹脂を製造する際の温度、圧力、ラジカ
ル開始剤の種類およびその量、溶媒の種類等々の重合条件は、当業者において容易に設定
可能であり、実験的に条件を定めるようにすることもできる。
【０２２０】
　アルカリ可溶性樹脂として用いられる線状有機高分子重合体としては、側鎖にカルボン
酸を有するポリマーが好ましく、メタクリル酸共重合体、アクリル酸共重合体、イタコン
酸共重合体、クロトン酸共重合体、マレイン酸共重合体、部分エステル化マレイン酸共重
合体、ノボラック型樹脂などのアルカリ可溶性フェノール樹脂等、並びに側鎖にカルボン
酸を有する酸性セルロース誘導体、水酸基を有するポリマーに酸無水物を付加させたもの
挙げられる。特に、（メタ）アクリル酸と、これと共重合可能な他の単量体との共重合体
が、アルカリ可溶性樹脂として好適である。（メタ）アクリル酸と共重合可能な他の単量
体としては、アルキル（メタ）アクリレート、アリール（メタ）アクリレート、ビニル化
合物などが挙げられる。アルキル（メタ）アクリレートおよびアリール（メタ）アクリレ
ートとしては、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（
メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、
ペンチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アク
リレート、フェニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、トリル（メ
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タ）アクリレート、ナフチル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレー
ト等、ビニル化合物としては、スチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン、グリシ
ジルメタクリレート、アクリロニトリル、ビニルアセテート、Ｎ－ビニルピロリドン、テ
トラヒドロフルフリルメタクリレート、ポリスチレンマクロモノマー、ポリメチルメタク
リレートマクロモノマー等、特開平１０－３００９２２号公報に記載のＮ位置換マレイミ
ドモノマーとして、Ｎ―フェニルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシルマレイミド等を挙げる
ことができる。なお、これらの（メタ）アクリル酸と共重合可能な他の単量体は１種のみ
であってもよいし、２種以上であってもよい。
【０２２１】
　アルカリ可溶性樹脂としては、下記一般式（ＥＤ）で示される化合物（以下「エーテル
ダイマー」と称することもある。）を必須とする単量体成分を重合してなるポリマー（ａ
）を含むことも好ましい。
【０２２２】
【化５８】

【０２２３】
　一般式（ＥＤ）中、Ｒ1およびＲ2は、それぞれ独立して、水素原子または置換基を有し
ていてもよい炭素数１～２５の炭化水素基を表す。
【０２２４】
　これにより、本発明の着色組成物は、耐熱性とともに透明性にも極めて優れた硬化塗膜
を形成しうる。前記エーテルダイマーを示す前記一般式（１）中、Ｒ1およびＲ2で表され
る置換基を有していてもよい炭素数１～２５の炭化水素基としては、特に制限はないが、
例えば、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、イソブチル、ｔｅ
ｒｔ－ブチル、ｔｅｒｔ－アミル、ステアリル、ラウリル、２－エチルヘキシル等の直鎖
状または分岐状のアルキル基；フェニル等のアリール基；シクロヘキシル、ｔｅｒｔ－ブ
チルシクロヘキシル、ジシクロペンタジエニル、トリシクロデカニル、イソボルニル、ア
ダマンチル、２－メチル－２－アダマンチル等の脂環式基；１－メトキシエチル、１－エ
トキシエチル等のアルコキシで置換されたアルキル基；ベンジル等のアリール基で置換さ
れたアルキル基；等が挙げられる。これらの中でも特に、メチル、エチル、シクロヘキシ
ル、ベンジル等のような酸や熱で脱離しにくい１級または２級炭素の置換基が耐熱性の点
で好ましい。
【０２２５】
　前記エーテルダイマーの具体例としては、例えば、ジメチル－２，２'－［オキシビス
（メチレン）］ビス－２－プロペノエート、ジエチル－２，２'－［オキシビス（メチレ
ン）］ビス－２－プロペノエート、ジ（ｎ－プロピル）－２，２'－［オキシビス（メチ
レン）］ビス－２－プロペノエート、ジ（イソプロピル）－２，２'－［オキシビス（メ
チレン）］ビス－２－プロペノエート、ジ（ｎ－ブチル）－２，２'－［オキシビス（メ
チレン）］ビス－２－プロペノエート、ジ（イソブチル）－２，２'－［オキシビス（メ
チレン）］ビス－２－プロペノエート、ジ（ｔｅｒｔ－ブチル）－２，２'－［オキシビ
ス（メチレン）］ビス－２－プロペノエート、ジ（ｔｅｒｔ－アミル）－２，２'－［オ
キシビス（メチレン）］ビス－２－プロペノエート、ジ（ステアリル）－２，２'－［オ
キシビス（メチレン）］ビス－２－プロペノエート、ジ（ラウリル）－２，２'－［オキ
シビス（メチレン）］ビス－２－プロペノエート、ジ（２－エチルヘキシル）－２，２'
－［オキシビス（メチレン）］ビス－２－プロペノエート、ジ（１－メトキシエチル）－
２，２'－［オキシビス（メチレン）］ビス－２－プロペノエート、ジ（１－エトキシエ
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チル）－２，２'－［オキシビス（メチレン）］ビス－２－プロペノエート、ジベンジル
－２，２'－［オキシビス（メチレン）］ビス－２－プロペノエート、ジフェニル－２，
２'－［オキシビス（メチレン）］ビス－２－プロペノエート、ジシクロヘキシル－２，
２'－［オキシビス（メチレン）］ビス－２－プロペノエート、ジ（ｔｅｒｔ－ブチルシ
クロヘキシル）－２，２'－［オキシビス（メチレン）］ビス－２－プロペノエート、ジ
（ジシクロペンタジエニル）－２，２'－［オキシビス（メチレン）］ビス－２－プロペ
ノエート、ジ（トリシクロデカニル）－２，２'－［オキシビス（メチレン）］ビス－２
－プロペノエート、ジ（イソボルニル）－２，２'－［オキシビス（メチレン）］ビス－
２－プロペノエート、ジアダマンチル－２，２'－［オキシビス（メチレン）］ビス－２
－プロペノエート、ジ（２－メチル－２－アダマンチル）－２，２'－［オキシビス（メ
チレン）］ビス－２－プロペノエート等が挙げられる。これらの中でも特に、ジメチル－
２，２'－［オキシビス（メチレン）］ビス－２－プロペノエート、ジエチル－２，２'－
［オキシビス（メチレン）］ビス－２－プロペノエート、ジシクロヘキシル－２，２'－
［オキシビス（メチレン）］ビス－２－プロペノエート、ジベンジル－２，２'－［オキ
シビス（メチレン）］ビス－２－プロペノエートが好ましい。これらエーテルダイマーは
、１種のみであってもよいし、２種以上であってもよい。前記一般式（ＥＤ）で示される
化合物由来の構造体は、その他の単量体を共重合させてもよい。
【０２２６】
　また、本発明における着色組成物の架橋効率を向上させるために、重合性基を有したア
ルカリ可溶性樹脂を使用してもよい。重合性基を有したアルカリ可溶性樹脂としては、ア
リル基、（メタ）アクリル基、アリルオキシアルキル基等を側鎖に含有したアルカリ可溶
性樹脂等が有用である。上述の重合性基を含有するポリマーの例としては、ダイヤナ－ル
ＮＲシリーズ（三菱レイヨン株式会社製）、Ｐｈｏｔｏｍｅｒ６１７３（COOH含有 polyu
rethane acrylic oligomer. Diamond Shamrock Co.Ltd.,製）、ビスコートＲ－２６４、
ＫＳレジスト１０６(いずれも大阪有機化学工業株式会社製)、サイクロマーＰシリーズ、
プラクセル　ＣＦ２００シリーズ（いずれもダイセル化学工業株式会社製）、Ｅｂｅｃｒ
ｙｌ３８００（ダイセルユーシービー株式会社製）などが挙げられる。これら重合性基を
含有するアルカリ可溶性樹脂としては、予めイソシアネート基とＯＨ基を反応させ、未反
応のイソシアネート基を１つ残し、かつ（メタ）アクリロイル基を含む化合物とカルボキ
シル基を含むアクリル樹脂との反応によって得られるウレタン変性した重合性二重結合含
有アクリル樹脂、カルボキシル基を含むアクリル樹脂と分子内にエポキシ基および重合性
二重結合を共に有する化合物との反応によって得られる不飽和基含有アクリル樹脂、酸ペ
ンダント型エポキシアクリレート樹脂、ＯＨ基を含むアクリル樹脂と重合性二重結合を有
する２塩基酸無水物を反応させた重合性二重結合含有アクリル樹脂、ＯＨ基を含むアクリ
ル樹脂とイソシアネートと重合性基を有する化合物を反応させた樹脂、特開２００２－２
２９２０７号公報および特開２００３－３３５８１４号公報に記載されるα位またはβ位
にハロゲン原子或いはスルホネート基などの脱離基を有するエステル基を側鎖に有する樹
脂を、塩基性処理することで得られる樹脂などが好ましい。
【０２２７】
　アルカリ可溶性樹脂としては、特に、ベンジル（メタ）アクリレート／（メタ）アクリ
ル酸共重合体やベンジル（メタ）アクリレート／（メタ）アクリル酸／他のモノマーから
なる多元共重合体が好適である。この他、２－ヒドロキシエチルメタクリレートを共重合
したもの、特開平７－１４０６５４号公報に記載の２－ヒドロキシプロピル（メタ）アク
リレート／ポリスチレンマクロモノマー／ベンジルメタクリレート／メタクリル酸共重合
体、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピルアクリレート／ポリメチルメタクリレート
マクロモノマー／ベンジルメタクリレート／メタクリル酸共重合体、２－ヒドロキシエチ
ルメタクリレート／ポリスチレンマクロモノマー／メチルメタクリレート／メタクリル酸
共重合体、２－ヒドロキシエチルメタクリレート／ポリスチレンマクロモノマー／ベンジ
ルメタクレート／メタクリル酸共重合体などが挙げられ、特に好ましくはメタクリル酸ベ
ンジル／メタクリル酸の共重合体等が挙げられる。
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【０２２８】
　アルカリ可溶性樹脂としては、特開２０１２－２０８４９４号公報段落０５５８～０５
７１（対応する米国特許出願公開第２０１２／０２３５０９９号明細書の[０６８５]～[
０７００]）以降の記載を参酌でき、これらの内容は本願明細書に組み込まれる。
　さらに、特開２０１２－３２７６７号公報に記載の段落番号００２９～００６３に記載
の共重合体（Ｂ）および実施例で用いられているアルカリ可溶性樹脂、特開２０１２－２
０８４７４号公報の段落番号００８８～００９８に記載のバインダー樹脂および実施例で
用いられているバインダー樹脂、特開２０１２－１３７５３１号公報の段落番号００２２
～００３２に記載のバインダー樹脂および実施例で用いられているバインダー樹脂、特開
２０１３－０２４９３４号公報の段落番号０１３２～０１４３に記載のバインダー樹脂お
よび実施例で用いられているバインダー樹脂、特開２０１１－２４２７５２号公報の段落
番号００９２～００９８および実施例で用いられているバインダー樹脂、特開２０１２－
０３２７７０号公報の段落番号００３０～００７２の記載のバインダー樹脂を用いること
好ましい。これらの内容は本願明細書に組み込まれる。より具体的には、下記の樹脂が好
ましい。
【０２２９】
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【化５９】

【０２３０】
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　アルカリ可溶性樹脂の酸価としては好ましくは３０ｍｇＫＯＨ／ｇ～２００ｍｇＫＯＨ
／ｇ、より好ましくは５０ｍｇＫＯＨ／ｇ～１５０ｍｇＫＯＨ／ｇであることが好ましく
、７０ｍｇＫＯＨ／ｇ～１２０ｍｇＫＯＨ／ｇであることが最も好ましい。
　また、アルカリ可溶性樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）としては、２，０００～５０，０
００が好ましく、５，０００～３０，０００がさらに好ましく、７，０００～２０，００
０が最も好ましい。本発明で用いられる化合物の分子量の測定方法は、ゲル浸透クロマト
グラフィー（ＧＰＣ）により測定でき、ＧＰＣの測定によるポリスチレン換算値として定
義される。例えば、ＨＬＣ－８２２０（東ソー（株）製）を用い、カラムとしてＴＳＫｇ
ｅｌ Ｓｕｐｅｒ　ＡＷＭ―Ｈ（東ソー（株）製、６．０ｍｍＩＤ×１５．０ｃｍを、溶
離液として１０ｍｍｏｌ／Ｌ　リチウムブロミドＮＭＰ(Ｎ－メチルピロリジノン)溶液を
用いることによって求めることができる。
【０２３１】
　着色組成物中にアルカリ可溶性樹脂を含有する場合、アルカリ可溶性樹脂の着色組成物
中における含有量としては、着色組成物の全固形分に対して、１質量％～１５質量％が好
ましく、より好ましくは、２質量％～１２質量％であり、特に好ましくは、３質量％～１
０質量％である。
　本発明の組成物は、アルカリ可溶性樹脂を、１種類のみを含んでいてもよいし、２種類
以上含んでいてもよい。２種類以上含む場合は、その合計量が上記範囲となることが好ま
しい。
【０２３２】
－有機溶剤－
　本発明の組成物は、有機溶剤を含有してもよい。
　有機溶剤は、各成分の溶解性や着色感光性樹脂組成物の塗布性を満足すれば基本的には
特に制限はないが、特に紫外線吸収剤、アルカリ可溶性樹脂や分散剤等の溶解性、塗布性
、安全性を考慮して選ばれることが好ましい。また、本発明における組成物を調製する際
には、少なくとも２種類の有機溶剤を含むことが好ましい。
【０２３３】
　有機溶剤としては、エステル類として、例えば、酢酸エチル、酢酸－ｎ－ブチル、酢酸
イソブチル、ギ酸アミル、酢酸イソアミル、酢酸イソブチル、プロピオン酸ブチル、酪酸
イソプロピル、酪酸エチル、酪酸ブチル、乳酸メチル、乳酸エチル、オキシ酢酸アルキル
（例：オキシ酢酸メチル、オキシ酢酸エチル、オキシ酢酸ブチル（例えば、メトキシ酢酸
メチル、メトキシ酢酸エチル、メトキシ酢酸ブチル、エトキシ酢酸メチル、エトキシ酢酸
エチル等））、３－オキシプロピオン酸アルキルエステル類（例：３－オキシプロピオン
酸メチル、３－オキシプロピオン酸エチル等（例えば、３－メトキシプロピオン酸メチル
、３－メトキシプロピオン酸エチル、３－エトキシプロピオン酸メチル、３－エトキシプ
ロピオン酸エチル等））、２－オキシプロピオン酸アルキルエステル類（例：２－オキシ
プロピオン酸メチル、２－オキシプロピオン酸エチル、２－オキシプロピオン酸プロピル
等（例えば、２－メトキシプロピオン酸メチル、２－メトキシプロピオン酸エチル、２－
メトキシプロピオン酸プロピル、２－エトキシプロピオン酸メチル、２－エトキシプロピ
オン酸エチル））、２－オキシ－２－メチルプロピオン酸メチルおよび２－オキシ－２－
メチルプロピオン酸エチル（例えば、２－メトキシ－２－メチルプロピオン酸メチル、２
－エトキシ－２－メチルプロピオン酸エチル等）、ピルビン酸メチル、ピルビン酸エチル
、ピルビン酸プロピル、アセト酢酸メチル、アセト酢酸エチル、２－オキソブタン酸メチ
ル、２－オキソブタン酸エチル等、並びに、エーテル類として、例えば、ジエチレングリ
コールジメチルエーテル、テトラヒドロフラン、エチレングリコールモノメチルエーテル
、エチレングリコールモノエチルエーテル、メチルセロソルブアセテート、エチルセロソ
ルブアセテート、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノ
エチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、プロピレングリコールモノ
メチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、プロピレングリ
コールモノエチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノプロピルエーテルアセ
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テート等、並びに、ケトン類として、例えば、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、
２－ヘプタノン、３－ヘプタノン等、並びに、芳香族炭化水素類として、例えば、トルエ
ン、キシレン等が好適に挙げられる。
【０２３４】
　これらの有機溶剤は、紫外線吸収剤およびアルカリ可溶性樹脂の溶解性、塗布面状の改
良などの観点から、２種以上を混合することも好ましい。この場合、特に好ましくは、上
記の３－エトキシプロピオン酸メチル、３－エトキシプロピオン酸エチル、エチルセロソ
ルブアセテート、乳酸エチル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、酢酸ブチル、３
－メトキシプロピオン酸メチル、２－ヘプタノン、シクロヘキサノン、エチルカルビトー
ルアセテート、ブチルカルビトールアセテート、プロピレングリコールメチルエーテル、
およびプロピレングリコールメチルエーテルアセテートから選択される２種以上で構成さ
れる混合溶液である。
【０２３５】
　有機溶剤の組成物中における含有量は、塗布性の観点から、組成物の全固形分濃度が５
質量％～８０質量％になる量とすることが好ましく、５質量％～６０質量％がさらに好ま
しく、１０質量％～５０質量％が特に好ましい。
【０２３６】
－架橋剤－
　本発明の組成物に補足的に架橋剤を用い、組成物を硬化させてなる硬化膜の硬度をより
高めることもできる。
　架橋剤としては、架橋反応により膜硬化を行なえるものであれば、特に限定はなく、例
えば、（ａ）エポキシ樹脂、（ｂ）メチロール基、アルコキシメチル基、およびアシロキ
シメチル基から選ばれる少なくとも１つの置換基で置換された、メラミン化合物、グアナ
ミン化合物、グリコールウリル化合物またはウレア化合物、（ｃ）メチロール基、アルコ
キシメチル基、およびアシロキシメチル基から選ばれる少なくとも１つの置換基で置換さ
れた、フェノール化合物、ナフトール化合物またはヒドロキシアントラセン化合物、が挙
げられる。中でも、多官能エポキシ樹脂が好ましい。
　架橋剤の具体例などの詳細については、特開２００４－２９５１１６号公報の段落０１
３４～０１４７の記載を参照することができる。
　本発明の組成物中に架橋剤を含有する場合、架橋剤の配合量は、特に定めるものではな
いが、組成物の全固形分の２～３０質量％が好ましく、３～２０質量％がより好ましい。
　本発明の組成物は、架橋剤を、１種類のみを含んでいてもよいし、２種類以上含んでい
てもよい。２種類以上含む場合は、その合計量が上記範囲となることが好ましい。
【０２３７】
－重合禁止剤－
　本発明の組成物においては、前記組成物の製造中または保存中において、重合性化合物
の不要な熱重合を阻止するために、少量の重合禁止剤を添加することが望ましい。
　本発明に用いうる重合禁止剤としては、ハイドロキノン、ｐ－メトキシフェノール、ジ
－ｔｅｒｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、ピロガロール、ｔｅｒｔ－ブチルカテコール、ベ
ンゾキノン、４，４’－チオビス（３－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、２
，２’－メチレンビス（４－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、Ｎ－ニトロソ
フェニルヒドロキシアミン第一セリウム塩等が挙げられる。
　本発明の組成物中に重合禁止剤を含有する場合、重合禁止剤の添加量は、全組成物の質
量に対して、約０．０１質量％～約５質量％が好ましい。
　本発明の組成物は、重合禁止剤を、１種類のみを含んでいてもよいし、２種類以上含ん
でいてもよい。２種類以上含む場合は、その合計量が上記範囲となることが好ましい。
【０２３８】
－界面活性剤－
　本発明の組成物には、塗布性をより向上させる観点から、各種の界面活性剤を添加して
もよい。界面活性剤としては、フッ素系界面活性剤、ノニオン系界面活性剤、カチオン系
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界面活性剤、アニオン系界面活性剤、シリコーン系界面活性剤などの各種界面活性剤を使
用できる。
【０２３９】
　特に、本発明の組成物は、フッ素系界面活性剤を含有することで、塗布液として調製し
たときの液特性（特に、流動性）がより向上することから、塗布厚の均一性や省液性をよ
り改善することができる。
　即ち、フッ素系界面活性剤を含有する組成物を適用した塗布液を用いて膜形成する場合
においては、被塗布面と塗布液との界面張力を低下させることにより、被塗布面への濡れ
性が改善され、被塗布面への塗布性が向上する。このため、少量の液量で数μｍ程度の薄
膜を形成した場合であっても、厚みムラの小さい均一厚の膜形成をより好適に行える点で
有効である。
【０２４０】
　フッ素系界面活性剤中のフッ素含有率は、３質量％～４０質量％が好適であり、より好
ましくは５質量％～３０質量％であり、特に好ましくは７質量％～２５質量％である。フ
ッ素含有率がこの範囲内であるフッ素系界面活性剤は、塗布膜の厚さの均一性や省液性の
点で効果的であり、組成物中における溶解性も良好である。
【０２４１】
　フッ素系界面活性剤としては、例えば、メガファックＦ１７１、同Ｆ１７２、同Ｆ１７
３、同Ｆ１７６、同Ｆ１７７、同Ｆ１４１、同Ｆ１４２、同Ｆ１４３、同Ｆ１４４、同Ｒ
３０、同Ｆ４３７、同Ｆ４７５、同Ｆ４７９、同Ｆ４８２、同Ｆ５５４、同Ｆ７８０、同
Ｆ７８１（以上、ＤＩＣ（株）製）、フロラードＦＣ４３０、同ＦＣ４３１、同ＦＣ１７
１（以上、住友スリーエム（株）製）、サーフロンＳ－３８２、同ＳＣ－１０１、同ＳＣ
－１０３、同ＳＣ－１０４、同ＳＣ－１０５、同ＳＣ１０６８、同ＳＣ－３８１、同ＳＣ
－３８３、同Ｓ３９３、同ＫＨ－４０（以上、旭硝子（株）製）等が挙げられる。
【０２４２】
　ノニオン系界面活性剤として具体的には、グリセロール、トリメチロールプロパン、ト
リメチロールエタン並びにそれらのエトキシレートおよびプロポキシレート（例えば、グ
リセロールプロポキシレート、グリセリンエトキシレート等）、ポリオキシエチレンラウ
リルエーテル、ポリオキシエチレンステアリルエーテル、ポリオキシエチレンオレイルエ
ーテル、ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェ
ニルエーテル、ポリエチレングリコールジラウレート、ポリエチレングリコールジステア
レート、ソルビタン脂肪酸エステル（ＢＡＳＦ社製のプルロニックＬ１０、Ｌ３１、Ｌ６
１、Ｌ６２、１０Ｒ５、１７Ｒ２、２５Ｒ２、テトロニック３０４、７０１、７０４、９
０１、９０４、１５０Ｒ１）、ソルスパース２００００（日本ルーブリゾール（株））等
が挙げられる。
【０２４３】
　カチオン系界面活性剤として具体的には、フタロシアニン誘導体（商品名：ＥＦＫＡ－
７４５、森下産業（株）製）、オルガノシロキサンポリマーＫＰ３４１（信越化学工業（
株）製）、（メタ）アクリル酸系（共）重合体ポリフローＮｏ．７５、Ｎｏ．９０、Ｎｏ
．９５（共栄社化学（株）製）、Ｗ００１（裕商（株）製）等が挙げられる。
【０２４４】
　アニオン系界面活性剤として具体的には、Ｗ００４、Ｗ００５、Ｗ０１７（裕商（株）
社製）等が挙げられる。
【０２４５】
　シリコーン系界面活性剤としては、例えば、東レ・ダウコーニング（株）製「トーレシ
リコーンＤＣ３ＰＡ」、「トーレシリコーンＳＨ７ＰＡ」、「トーレシリコーンＤＣ１１
ＰＡ」，「トーレシリコーンＳＨ２１ＰＡ」，「トーレシリコーンＳＨ２８ＰＡ」、「ト
ーレシリコーンＳＨ２９ＰＡ」、「トーレシリコーンＳＨ３０ＰＡ」、「トーレシリコー
ンＳＨ８４００」、モメンティブ・パフォーマンス・マテリアルズ社製「ＴＳＦ－４４４
０」、「ＴＳＦ－４３００」、「ＴＳＦ－４４４５」、「ＴＳＦ－４４６０」、「ＴＳＦ
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－４４５２」、信越シリコーン株式会社製「ＫＰ３４１」、「ＫＦ６００１」、「ＫＦ６
００２」、ビックケミー社製「ＢＹＫ３０７」、「ＢＹＫ３２３」、「ＢＹＫ３３０」等
が挙げられる。
　界面活性剤は、１種のみを用いてもよいし、２種類以上を組み合わせてもよい。
　本発明の組成物に界面活性剤を含有する場合、界面活性剤の添加量は、組成物の全質量
に対して、０．００１質量％～２．０質量％が好ましく、より好ましくは０．００５質量
％～１．０質量％である。
　本発明の組成物は、界面活性剤を、１種類のみを含んでいてもよいし、２種類以上含ん
でいてもよい。２種類以上含む場合は、その合計量が上記範囲となることが好ましい。
【０２４６】
－その他の添加物－
　本発明の組成物には、必要に応じて、各種添加物、例えば、充填剤、密着促進剤、酸化
防止剤、紫外線吸収剤、凝集防止剤等を配合することができる。これらの添加物としては
、特開２００４－２９５１１６号公報の段落０１５５～０１５６に記載のものを挙げるこ
とができる。
　本発明の組成物においては、特開２００４－２９５１１６号公報の段落００７８に記載
の増感剤や光安定剤、同公報の段落００８１に記載の熱重合防止剤を含有することができ
る。
　紫外線吸収剤としては、具体的に以下の化合物を用いることが好ましい。
【化６０】

【０２４７】
－－有機カルボン酸、有機カルボン酸無水物－－
　本発明の組成物は、分子量１０００以下の有機カルボン酸、および／または有機カルボ
ン酸無水物を含有していてもよい。
　有機カルボン酸化合物としては、具体的には、脂肪族カルボン酸または芳香族カルボン
酸が挙げられる。脂肪族カルボン酸としては、例えば、ギ酸、酢酸、プロピオン酸、酪酸
、吉草酸、ピバル酸、カプロン酸、グリコール酸、アクリル酸、メタクリル酸等のモノカ
ルボン酸、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、シク
ロヘキサンジカルボン酸、シクロヘキセンジカルボン酸、イタコン酸、シトラコン酸、マ
レイン酸、フマル酸等のジカルボン酸、トリカルバリル酸、アコニット酸等のトリカルボ
ン酸等が挙げられる。また、芳香族カルボン酸としては、例えば、安息香酸、フタル酸等
のフェニル基に直接カルボキシル基が結合したカルボン酸、およびフェニル基から炭素結
合を介してカルボキシル基が結合したカルボン酸類が挙げられる。これらの中では、特に
分子量６００以下、とりわけ分子量５０～５００のもの、具体的には、例えば、マレイン
酸、マロン酸、コハク酸、イタコン酸が好ましい。
【０２４８】
　有機カルボン酸無水物としては、例えば、脂肪族カルボン酸無水物、芳香族カルボン酸
無水物が挙げられ、具体的には、例えば、無水酢酸、無水トリクロロ酢酸、無水トリフル
オロ酢酸、無水テトラヒドロフタル酸、無水コハク酸、無水マレイン酸、無水シトラコン
酸、無水イタコン酸、無水グルタル酸、無水１，２－シクロヘキセンジカルボン酸、無水
ｎ－オクタデシルコハク酸、無水５－ノルボルネン－２，３－ジカルボン酸等の脂肪族カ
ルボン酸無水物が挙げられる。芳香族カルボン酸無水物としては、例えば、無水フタル酸
、トリメリット酸無水物、ピロメリット酸無水物、無水ナフタル酸等が挙げられる。これ
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らの中では、特に分子量６００以下、とりわけ分子量５０～５００のもの、具体的には、
例えば、無水マレイン酸、無水コハク酸、無水シトラコン酸、無水イタコン酸が好ましい
。
【０２４９】
　本発明の組成物に有機カルボン酸、有機カルボン酸無水物を含有する場合、これらの有
機カルボン酸および／または有機カルボン酸無水物の添加量は、通常、全固形分中０．０
１～１０重量％、好ましくは０．０３～５重量％、より好ましくは０．０５～３重量％の
範囲である。
　これら分子量１０００以下の有機カルボン酸、および／または有機カルボン酸無水物を
添加することによって、高いパターン密着性を保ちながら、組成物の未溶解物の残存をよ
り一層低減することが可能である。
【０２５０】
＜着色感光性樹脂組成物の調製方法＞
　本発明の組成物は、前述の成分を混合することで調製される。
　なお、組成物の調製に際しては、組成物を構成する各成分を一括配合してもよいし、各
成分を溶剤に溶解・分散した後に逐次配合してもよい。また、配合する際の投入順序や作
業条件は特に制約を受けない。例えば、全成分を同時に溶剤に溶解・分散して組成物を調
製してもよいし、必要に応じては、各成分を適宜２つ以上の溶液・分散液としておいて、
使用時（塗布時）にこれらを混合して組成物として調製してもよい。
【０２５１】
　上記のようにして調製された組成物は、好ましくは、孔径０．０１μｍ～３．０μｍ、
より好ましくは孔径０．０５μｍ～０．５μｍ程度のフィルタなどを用いて濾別した後、
使用に供することができる。
【０２５２】
　本発明の組成物は、耐熱性および色特性に優れた硬化膜を形成することができるため、
カラーフィルタの着色パターン（着色層）を形成するために好適に用いられる。また、本
発明の組成物は、固体撮像素子（例えば、ＣＣＤ、ＣＭＯＳ等）や、液晶表示装置（ＬＣ
Ｄ）などの画像表示装置に用いられるカラーフィルタなどの着色パターン形成用として好
適に用いることができる。さらに、印刷インキ、インクジェットインキおよび塗料などの
作製用途としても好適に用いることができる。なかでも、ＣＣＤおよびＣＭＯＳ等の固体
撮像素子用のカラーフィルタを作製用途として好適に用いることができる。
【０２５３】
＜硬化膜、パターン形成方法、カラーフィルタおよびカラーフィルタの製造方法＞
　次に、本発明における着色硬化膜、パターン形成方法およびカラーフィルタについて、
その製造方法を通じて詳述する。
【０２５４】
　本発明のパターン形成方法は、本発明の着色感光性成物を支持体上に付与して着色組成
物層を形成する着色組成物層形成工程と、前記着色組成物層をパターン様に露光する露光
工程と、未露光部を現像除去して着色パターンを形成するパターン形成工程と、を含むこ
とを特徴とする。
　本発明のパターン形成方法は、カラーフィルタが有する着色パターン（画素）の形成に
好適に適用することができる。
【０２５５】
　本発明のパターン形成方法によりパターンを形成する支持体としては、基板等の板状物
の他、パターン形成に適用しうる支持体であれば特に限定されない。
【０２５６】
　以下、本発明のパターン形成方法における各工程については、固体撮像素子用カラーフ
ィルタの製造方法を通じて詳細に説明するが、本発明はこの方法に限定されるものではな
い。
【０２５７】
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　本発明のカラーフィルタの製造方法は、本発明のパターン形成方法を適用するものであ
り、本発明のパターン形成方法を用いて、支持体上に着色パターンを形成する工程と、を
含む。
　即ち、本発明のカラーフィルタの製造方法は、本発明のパターン形成方法を適用するも
のであり、本発明の着色感光性成物を支持体上に付与して着色組成物層を形成する着色組
成物層形成工程と、前記着色組成物層をパターン様に露光する露光工程と、未露光部を現
像除去して着色パターンを形成するパターン形成工程と、を含むことを特徴とする。さら
に、必要に応じて、着色組成物層をベークする工程（プリベーク工程）、および、現像さ
れた着色パターンをベークする工程（ポストベーク工程）を設けてもよい。以下、これら
の工程をあわせて、パターン形成工程ということがある。
　本発明のカラーフィルタは、上記製造方法により好適に得ることができる。
　以下、固体撮像素子用カラーフィルタを単に「カラーフィルタ」ということがある。
【０２５８】
　本発明のパターン形成方法における各工程については、本発明のカラーフィルタの製造
方法を通じて以下に詳述する。
【０２５９】
　本発明のカラーフィルタの製造方法は、本発明のパターン形成方法を適用するものであ
り、本発明のパターン形成方法を用いて、基板上に着色パターンを形成することを含む。
【０２６０】
＜着色感光性樹脂組成物層を形成する工程＞
　着色感光性樹脂組成物層を形成する工程では、支持体上に、本発明の組成物を付与して
着色感光性樹脂組成物層形成工程を形成する。
【０２６１】
　本工程に用いうる支持体としては、例えば、基板（例えば、シリコン基板）上にＣＣＤ
（Charge Coupled Device）やＣＭＯＳ（Complementary Metal-Oxide Semiconductor）等
の撮像素子（受光素子）が設けられた固体撮像素子用基板を用いることができる。
　本発明における着色パターンは、固体撮像素子用基板の撮像素子形成面側（おもて面）
に形成されてもよいし、撮像素子非形成面側（裏面）に形成されてもよい。
　固体撮像素子における着色パターンの間や、固体撮像素子用基板の裏面には、遮光膜が
設けられていてもよい。
　また、支持体上には、必要により、上部の層との密着改良、物質の拡散防止或いは基板
表面の平坦化のために下塗り層を設けてもよい。
【０２６２】
　支持体上への本発明の組成物の付与方法としては、スリット塗布、インクジェット法、
回転塗布、流延塗布、ロール塗布、スクリーン印刷法等の各種の塗布方法を適用すること
ができる。
【０２６３】
　支持体上に塗布された着色感光性樹脂組成物層の乾燥（プリベーク）は、ホットプレー
ト、オーブン等で５０℃～１４０℃の温度で１０秒～３００秒で行うことができる。
【０２６４】
＜＜フォトリソグラフィ法でパターン形成する場合＞＞
－露光工程－
　露光工程では、着色感光性樹脂組成物層形成工程において形成された着色感光性樹脂組
成物層を、例えば、ステッパー等の露光装置を用い、所定のマスクパターンを有するマス
クを介してパターン露光する。これにより、硬化膜が得られる。
　露光に際して用いることができる放射線（光）としては、特に、ｇ線、ｉ線等の紫外線
が好ましく（特に好ましくはｉ線）用いられる。照射量（露光量）は３０ｍＪ／ｃｍ2～
１５００ｍＪ／ｃｍ2が好ましく５０ｍＪ／ｃｍ2～１０００ｍＪ／ｃｍ2がより好ましく
、８０ｍＪ／ｃｍ2～５００ｍＪ／ｃｍ2が最も好ましい。
【０２６５】
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　硬化膜の膜厚は１．０μｍ以下であることが好ましく、０．１μｍ～０．９μｍである
ことがより好ましく、０．２μｍ～０．８μｍであることがさらに好ましい。
　膜厚を、１．０μｍ以下とすることにより、高解像性、高密着性を得られるため、好ま
しい。
　また、本工程においては、０．７μｍ以下の薄い膜厚を有する硬化膜も好適に形成する
ことができ、得られた硬化膜を、後述するパターン形成工程にて現像処理することで、薄
膜でありながらも、現像性、表面荒れ抑制、およびパターン形状に優れた着色パターンを
得ることができる。
【０２６６】
＜＜＜パターン形成工程＞＞＞
　次いでアルカリ現像処理を行うことにより、露光工程における光未照射部分の着色感光
性樹脂組成物層がアルカリ水溶液に溶出し、光硬化した部分だけが残る。
　現像液としては、下地の撮像素子や回路などにダメージを起さない、有機アルカリ現像
液が望ましい。現像温度としては通常２０℃～３０℃であり、現像時間は、従来２０秒～
９０秒であった。より残渣を除去するため、近年では１２０秒～１８０秒実施する場合も
ある。さらには、より残渣除去性を向上するため、現像液を６０秒ごとに振り切り、さら
に新たに現像液を供給する工程を数回繰り返す場合もある。
【０２６７】
　現像液に用いるアルカリ剤としては、例えば、アンモニア水、エチルアミン、ジエチル
アミン、ジメチルエタノールアミン、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド、テトラエ
チルアンモニウムヒドロキシド、テトラプロピルアンモニウムヒドロキシド、テトラブチ
ルアンモニウムヒドロキシド、ベンジルトリメチルアンモニウムヒドロキシド、コリン、
ピロール、ピペリジン、１，８－ジアザビシクロ－［５、４、０］－７－ウンデセンなど
の有機アルカリ性化合物が挙げられ、これらのアルカリ剤を濃度が０．００１質量％～１
０質量％、好ましくは０．０１質量％～１質量％となるように純水で希釈したアルカリ性
水溶液が現像液として好ましく使用される。
　なお、現像液には無機アルカリを用いてもよく、無機アルカリとしては、例えば、水酸
化ナトリウム、水酸化カリウム、炭酸ナトリウム、炭酸水素ナトリウム、硅酸ナトリウム
、メタ硅酸ナトリウムなどが好ましい。
　なお、このようなアルカリ性水溶液からなる現像液を使用した場合には、一般に現像後
純水で洗浄（リンス）する。
【０２６８】
　次いで、乾燥を施した後に加熱処理（ポストベーク）を行うことが好ましい。多色の着
色パターンを形成するのであれば、色ごとに前記工程を順次繰り返して硬化皮膜を製造す
ることができる。これによりカラーフィルタが得られる。
　ポストベークは、硬化を完全なものとするための現像後の加熱処理であり、通常１００
℃～２４０℃、好ましくは２００℃～２４０℃の熱硬化処理を行う。
　このポストベーク処理は、現像後の塗布膜を、上記条件になるようにホットプレートや
コンベクションオーブン（熱風循環式乾燥機）、高周波加熱機等の加熱手段を用いて、連
続式あるいはバッチ式で行うことができる。
【０２６９】
＜＜ドライエッチング法でパターン形成する場合＞＞
　ドライエッチングは、着色層を、パターニングされたフォトレジスト層をマスクとして
エッチングガスを用いて行うことができる。具体的には、着色層上にポジ型またはネガ型
の感放射線性組成物を塗布し、これを乾燥させることによりフォトレジスト層を形成する
。フォトレジスト層の形成においては、さらにプリベーク処理を施すことが好ましい。特
に、フォトレジストの形成プロセスとしては、露光後の加熱処理（ＰＥＢ）、現像後の加
熱処理（ポストベーク処理）を実施する形態が望ましい。
【０２７０】
　フォトレジストとしては、例えば、ポジ型の感放射線性組成物が用いられる。このポジ
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型の感放射線性組成物としては、紫外線（ｇ線、ｈ線、ｉ線）、エキシマー・レーザー等
を含む遠紫外線、電子線、イオンビームおよびＸ線等の放射線に感応するポジ型フォトレ
ジスト用に好適なポジ型レジスト組成物が使用できる。放射線のうち、ｇ線、ｈ線、ｉ線
が好ましく、中でもｉ線が好ましい。
　具体的には、ポジ型の感放射線性組成物として、キノンジアジド化合物およびアルカリ
可溶性樹脂を含有する組成物が好ましい。キノンジアジド化合物およびアルカリ可溶性樹
脂を含有するポジ型の感放射線性組成物は、５００ｎｍ以下の波長の光照射によりキノン
ジアジド基が分解してカルボキシル基を生じ、結果としてアルカリ不溶状態からアルカリ
可溶性になることを利用するものである。このポジ型フォトレジストは解像力が著しく優
れているので、ＩＣやＬＳＩ等の集積回路の作製に用いられている。キノンジアジド化合
物としては、ナフトキノンジアジド化合物が挙げられる。市販品としては例えばＦＨｉ６
２２ＢＣ」（富士フイルムエレクトロニクスマテリアルズ社製）などが挙げられる。
【０２７１】
　フォトレジスト層の厚みとしては、０．１～３μｍが好ましく、０．２～２．５μｍが
好ましく、０．３～２μｍがさらに好ましい。なお、フォトレジスト層の塗布は、既述の
着色層における塗布方法を用いて好適に行なえる。
【０２７２】
　次いで、フォトレジスト層を露光、現像することにより、レジスト貫通孔群が設けられ
たレジストパターン（パターニングされたフォトレジスト層）を形成する。レジストパタ
ーンの形成は、特に制限なく、従来公知のフォトリソグラフィーの技術を適宜最適化して
行なうことができる。露光、現像によりフォトレジスト層に、レジスト貫通孔群が設けら
れることによって、次のエッチングで用いられるエッチングマスクとしてのレジストパタ
ーンが、着色層上に設けられる。
【０２７３】
　フォトレジスト層の露光は、所定のマスクパターンを介して、ポジ型またはネガ型の感
放射線性組成物に、ｇ線、ｈ線、ｉ線等、好ましくはｉ線で露光を施すことにより行なう
ことができる。露光後は、現像液で現像処理することにより、着色パターンを形成しよう
とする領域に合わせてフォトレジストが除去される。
【０２７４】
　前記現像液としては、着色剤を含む着色層には影響を与えず、ポジレジストの露光部お
よびネガレジストの未硬化部を溶解するものであればいずれも使用可能であり、例えば、
種々の有機溶剤の組み合わせやアルカリ性の水溶液を用いることができる。アルカリ性の
水溶液としては、アルカリ性化合物を濃度が０．００１～１０質量％、好ましくは０．０
１～５質量％となるように溶解して調製されたアルカリ性水溶液が好適である。アルカリ
性化合物は、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、炭酸ナトリウム，硅酸ナトリ
ウム、メタ硅酸ナトリウム、アンモニア水、エチルアミン、ジエチルアミン、ジメチルエ
タノールアミン、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド、テトラエチルアンモニウムヒ
ドロキシド、コリン、ピロール、ピペリジン、１，８－ジアザビシクロ［５．４．０］－
７－ウンデセン等が挙げられる。尚、アルカリ性水溶液を現像液として用いた場合は、一
般に現像後に水で洗浄処理が施される。
【０２７５】
　次に、レジストパターンをエッチングマスクとして、着色層に貫通孔群が形成されるよ
うにドライエッチングによりパターニングする。これにより、着色パターンが形成される
。貫通孔群は、着色層に、市松状に設けられている。よって、着色層に貫通孔群が設けら
れてなる第１着色パターンは、複数の四角形状の第１着色画素を市松状に有している。
【０２７６】
　ドライエッチングとしては、パターン断面をより矩形に近く形成する観点や支持体への
ダメージをより低減する観点から、以下の形態で行なうのが好ましい。
　フッ素系ガスと酸素ガス（Ｏ2）との混合ガスを用い、支持体が露出しない領域（深さ
）までエッチングを行なう第１段階のエッチングと、この第１段階のエッチングの後に、
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窒素ガス（Ｎ2）と酸素ガス（Ｏ2）との混合ガスを用い、好ましくは支持体が露出する領
域（深さ）付近までエッチングを行なう第２段階のエッチングと、支持体が露出した後に
行なうオーバーエッチングとを含む形態が好ましい。以下、ドライエッチングの具体的手
法、並びに第１段階のエッチング、第２段階のエッチング、およびオーバーエッチングに
ついて説明する。
【０２７７】
　ドライエッチングは、下記手法により事前にエッチング条件を求めて行なう。
　（１）第１段階のエッチングにおけるエッチングレート（ｎｍ／ｍｉｎ）と、第２段階
のエッチングにおけるエッチングレート（ｎｍ／ｍｉｎ）とをそれぞれ算出する。（２）
第１段階のエッチングで所望の厚さをエッチングする時間と、第２段階のエッチングで所
望の厚さをエッチングする時間とをそれぞれ算出する。（３）前記（２）で算出したエッ
チング時間に従って第１段階のエッチングを実施する。（４）前記（２）で算出したエッ
チング時間に従って第２段階のエッチングを実施する。あるいはエンドポイント検出でエ
ッチング時間を決定し、決定したエッチング時間に従って第２段階のエッチングを実施し
てもよい。（５）前記（３）、（４）の合計時間に対してオーバーエッチング時間を算出
し、オーバーエッチングを実施する。
【０２７８】
　前記第１段階のエッチング工程で用いる混合ガスとしては、被エッチング膜である有機
材料を矩形に加工する観点から、フッ素系ガスおよび酸素ガス（Ｏ2）を含むことが好ま
しい。また、第１段階のエッチング工程は、支持体が露出しない領域までエッチングする
形態にすることで、支持体のダメージを回避することができる。また、前記第２段階のエ
ッチング工程および前記オーバーエッチング工程は、第１段階のエッチング工程でフッ素
系ガスおよび酸素ガスの混合ガスにより支持体が露出しない領域までエッチングを実施し
た後、支持体のダメージ回避の観点から、窒素ガスおよび酸素ガスの混合ガスを用いてエ
ッチング処理を行なうのが好ましい。
【０２７９】
　第１段階のエッチング工程でのエッチング量と、第２段階のエッチング工程でのエッチ
ング量との比率は、第１段階のエッチング工程でのエッチング処理による矩形性を損なわ
ないように決定することが重要である。なお、全エッチング量（第１段階のエッチング工
程でのエッチング量と第２段階のエッチング工程でのエッチング量との総和）中における
後者の比率は、０％より大きく５０％以下である範囲が好ましく、１０～２０％がより好
ましい。エッチング量とは、被エッチング膜の残存する膜厚とエッチング前の膜厚との差
から算出される量のことをいう。
【０２８０】
　また、エッチングは、オーバーエッチング処理を含むことが好ましい。オーバーエッチ
ング処理は、オーバーエッチング比率を設定して行なうことが好ましい。また、オーバー
エッチング比率は、初めに行なうエッチング処理時間より算出することが好ましい。オー
バーエッチング比率は任意に設定できるが、フォトレジストのエッチング耐性と被エッチ
ングパターンの矩形性維持の点で、エッチング工程におけるエッチング処理時間の３０％
以下であることが好ましく、５～２５％であることがより好ましく、１０～１５％である
ことが特に好ましい。
【０２８１】
　次いで、エッチング後に残存するレジストパターン（すなわちエッチングマスク）を除
去する。レジストパターンの除去は、レジストパターン上に剥離液または溶剤を付与して
、レジストパターンを除去可能な状態にする工程と、レジストパターンを洗浄水を用いて
除去する工程とを含むことが好ましい。
【０２８２】
　レジストパターン上に剥離液または溶剤を付与し、レジストパターンを除去可能な状態
にする工程としては、例えば、剥離液または溶剤を少なくともレジストパターン上に付与
し、所定の時間停滞させてパドル現像する工程を挙げることができる。剥離液または溶剤
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を停滞させる時間としては、特に制限はないが、数十秒から数分であることが好ましい。
【０２８３】
　また、レジストパターンを洗浄水を用いて除去する工程としては、例えば、スプレー式
またはシャワー式の噴射ノズルからレジストパターンに洗浄水を噴射して、レジストパタ
ーンを除去する工程を挙げることができる。洗浄水としては、純水を好ましく用いること
ができる。また、噴射ノズルとしては、その噴射範囲内に支持体全体が包含される噴射ノ
ズルや、可動式の噴射ノズルであってその可動範囲が支持体全体を包含する噴射ノズルを
挙げることができる。噴射ノズルが可動式の場合、レジストパターンを除去する工程中に
支持体中心部から支持体端部までを２回以上移動して洗浄水を噴射することで、より効果
的にレジストパターンを除去することができる。
【０２８４】
　剥離液は、一般には有機溶剤を含有するが、無機溶媒をさらに含有してもよい。有機溶
剤としては、例えば、１）炭化水素系化合物、２）ハロゲン化炭化水素系化合物、３）ア
ルコール系化合物、４）エーテルまたはアセタール系化合物、５）ケトンまたはアルデヒ
ド系化合物、６）エステル系化合物、７）多価アルコール系化合物、８）カルボン酸また
はその酸無水物系化合物、９）フェノール系化合物、１０）含窒素化合物、１１）含硫黄
化合物、１２）含フッ素化合物が挙げられる。剥離液としては、含窒素化合物を含有する
ことが好ましく、非環状含窒素化合物と環状含窒素化合物とを含むことがより好ましい。
【０２８５】
　非環状含窒素化合物としては、水酸基を有する非環状含窒素化合物であることが好まし
い。具体的には、例えば、モノイソプロパノールアミン、ジイソプロパノールアミン、ト
リイソプロパノールアミン、Ｎ－エチルエタノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジブチルエタノール
アミン、Ｎ－ブチルエタノールアミン、モノエタノールアミン、ジエタノールアミン、ト
リエタノールアミンなどが挙げられ、好ましくはモノエタノールアミン、ジエタノールア
ミン、トリエタノールアミンであり、より好ましくはモノエタノールアミン（Ｈ2ＮＣＨ2

ＣＨ2ＯＨ）である。また、環状含窒素化合物としては、イソキノリン、イミダゾール、
Ｎ－エチルモルホリン、ε－カプロラクタム、キノリン、１，３－ジメチル－２－イミダ
ゾリジノン、α－ピコリン、β－ピコリン、γ－ピコリン、２－ピペコリン、３－ピペコ
リン、４－ピペコリン、ピペラジン、ピペリジン、ピラジン、ピリジン、ピロリジン、Ｎ
－メチル－２－ピロリドン、Ｎ－フェニルモルホリン、２，４－ルチジン、２，６－ルチ
ジンなどが挙げられ、好ましくは、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、Ｎ－エチルモルホリン
であり、より好ましくはＮ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）である。
【０２８６】
　剥離液は、非環状含窒素化合物と環状含窒素化合物とを含むことが好ましいが、中でも
、非環状含窒素化合物として、モノエタノールアミン、ジエタノールアミン、およびトリ
エタノールアミンから選ばれる少なくとも１種と、環状含窒素化合物として、Ｎ－メチル
－２－ピロリドンおよびＮ－エチルモルホリンから選ばれる少なくとも１種とを含むこと
がより好ましく、モノエタノールアミンとＮ－メチル－２－ピロリドンとを含むことがさ
らに好ましい。
【０２８７】
　剥離液で除去するときには、第１着色パターンの上に形成されたレジストパターンが除
去されていればよく、第１着色パターンの側壁にエッチング生成物であるデポ物が付着し
ている場合でも、前記デポ物が完全に除去されていなくてもよい。デポ物とは、エッチン
グ生成物が着色層の側壁に付着し堆積したものをいう。
【０２８８】
　剥離液としては、非環状含窒素化合物の含有量が、剥離液１００質量部に対して９質量
部以上１１質量部以下であって、環状含窒素化合物の含有量が、剥離液１００質量部に対
して６５質量部以上７０質量部以下であるものが望ましい。また、剥離液は、非環状含窒
素化合物と環状含窒素化合物との混合物を純水で希釈したものが好ましい。
【０２８９】
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　なお、本発明の製造方法は、必要に応じ、上記以外の工程として、固体撮像素子用カラ
ーフィルタの製造方法として公知の工程を有していてもよい。例えば、上述した、着色感
光性樹脂組成物層形成工程、露光工程およびパターン形成工程を行った後に、必要により
、形成された着色パターンを加熱および／または露光により硬化する硬化工程を含んでい
てもよい。
【０２９０】
　また、本発明に係る組成物を用いる場合、例えば、塗布装置吐出部のノズルや配管部の
目詰まりや塗布機内への着色組成物や顔料の付着・沈降・乾燥による汚染等が生じる場合
がある。そこで、本発明の組成物によってもたらされた汚染を効率よく洗浄するためには
、前掲の本組成物に関する溶剤を洗浄液として用いることが好ましい。また、特開平７－
１２８８６７号公報、特開平７－１４６５６２号公報、特開平８－２７８６３７号公報、
特開２０００－２７３３７０号公報、特開２００６－８５１４０号公報、特開２００６－
２９１１９１号公報、特開２００７－２１０１号公報、特開２００７－２１０２号公報、
特開２００７－２８１５２３号公報などに記載の洗浄液も本発明に係る組成物の洗浄除去
として好適に用いることができる。
　上記のうち、アルキレングリコールモノアルキルエーテルカルボキシレートおよびアル
キレングリコールモノアルキルエーテルが好ましい。
　これら溶媒は、単独で用いても２種以上を混合して用いてもよい。２種以上を混合する
場合、水酸基を有する溶剤と水酸基を有しない溶剤とを混合することが好ましい。水酸基
を有する溶剤と水酸基を有しない溶剤との質量比は、１／９９～９９／１、好ましくは１
０／９０～９０／１０、さらに好ましくは２０／８０～８０／２０である。プロピレング
リコールモノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＥＡ）とプロピレングリコールモノメチ
ルエーテル（ＰＧＭＥ）の混合溶剤で、その比率が６０／４０であることが特に好ましい
。なお、汚染物に対する洗浄液の浸透性を向上させるために、洗浄液には前掲の本組成物
に関する界面活性剤を添加してもよい。
【０２９１】
　本発明のカラーフィルタは、本発明の組成物を用いているため、露光マージンに優れた
露光ができる共に、形成された着色パターン（着色画素）は、パターン形状に優れ、パタ
ーン表面の荒れや現像部における残渣が抑制されていることから、色特性に優れたものと
なる。
　本発明のカラーフィルタは、ＣＣＤ、ＣＭＯＳ等の固体撮像素子に好適に用いることが
でき、特に１００万画素を超えるような高解像度のＣＣＤやＣＭＯＳ等に好適である。本
発明の固体撮像素子用カラーフィルタは、例えば、ＣＣＤまたはＣＭＯＳを構成する各画
素の受光部と、集光するためのマイクロレンズと、の間に配置されるカラーフィルタとし
て用いることができる。
【０２９２】
　なお、本発明のカラーフィルタにおける着色パターン（着色画素）の膜厚としては、２
．０μｍ以下が好ましく、１．０μｍ以下がより好ましく、０．７μｍ以下がさらに好ま
しい。
　また、着色パターン（着色画素）のサイズ（パターン幅）としては、２．５μｍ以下が
好ましく、２．０μｍ以下がより好ましく、１．７μｍ以下が特に好ましい。
【０２９３】
［固体撮像素子］
　本発明の固体撮像素子は、既述の本発明のカラーフィルタを備える。本発明の固体撮像
素子の構成としては、本発明におけるカラーフィルタが備えられた構成であり、固体撮像
素子として機能する構成であれば特に限定はないが、例えば、以下のような構成が挙げら
れる。
【０２９４】
　支持体上に、固体撮像素子（ＣＣＤイメージセンサー、ＣＭＯＳイメージセンサー、等
）の受光エリアを構成する複数のフォトダイオードおよびポリシリコン等からなる転送電
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極を有し、前記フォトダイオードおよび前記転送電極上にフォトダイオードの受光部のみ
開口したタングステン等からなる遮光膜を有し、遮光膜上に遮光膜全面およびフォトダイ
オード受光部を覆うように形成された窒化シリコン等からなるデバイス保護膜を有し、前
記デバイス保護膜上に、本発明の固体撮像素子用カラーフィルタを有する構成である。
　さらに、前記デバイス保護層上であってカラーフィルタの下（支持体に近い側）に集光
手段（例えば、マイクロレンズ等。以下同じ）を有する構成や、カラーフィルタ上に集光
手段を有する構成等であってもよい。
【０２９５】
［画像表示装置］
　本発明のカラーフィルタは、前記固体撮像素子のみならず、液晶表示装置や有機ＥＬ表
示装置などの、画像表示装置に用いることができ、特に液晶表示装置の用途に好適である
。本発明のカラーフィルタを備えた液晶表示装置は、表示画像の色合いが良好で表示特性
に優れた高画質画像を表示することができる。
【０２９６】
　表示装置の定義や各表示装置の詳細については、例えば「電子ディスプレイデバイス（
佐々木　昭夫著、（株）工業調査会　１９９０年発行）」、「ディスプレイデバイス（伊
吹　順章著、産業図書（株）平成元年発行）」などに記載されている。また、液晶表示装
置については、例えば「次世代液晶ディスプレイ技術（内田　龍男編集、（株）工業調査
会　１９９４年発行）」に記載されている。本発明が適用できる液晶表示装置に特に制限
はなく、例えば、上記の「次世代液晶ディスプレイ技術」に記載されている色々な方式の
液晶表示装置に適用できる。
【０２９７】
　本発明のカラーフィルタは、カラーＴＦＴ方式の液晶表示装置に用いてもよい。カラー
ＴＦＴ方式の液晶表示装置については、例えば「カラーＴＦＴ液晶ディスプレイ（共立出
版（株）１９９６年発行）」に記載されている。さらに、本発明はＩＰＳなどの横電界駆
動方式、ＭＶＡなどの画素分割方式などの視野角が拡大された液晶表示装置や、ＳＴＮ、
ＴＮ、ＶＡ、ＯＣＳ、ＦＦＳ、およびＲ－ＯＣＢ等にも適用できる。
　また、本発明におけるカラーフィルタは、明るく高精細なＣＯＡ（Color-filter On Ar
ray）方式にも供することが可能である。ＣＯＡ方式の液晶表示装置にあっては、カラー
フィルタ層に対する要求特性は、前述のような通常の要求特性に加えて、層間絶縁膜に対
する要求特性、すなわち低誘電率および剥離液耐性が必要とされることがある。本発明の
カラーフィルタにおいては、色相に優れた染料多量体を用いることから、色純度、光透過
性などが良好で着色パターン(画素）の色合いに優れるので、解像度が高く長期耐久性に
優れたＣＯＡ方式の液晶表示装置を提供することができる。なお、低誘電率の要求特性を
満足するためには、カラーフィルタ層の上に樹脂被膜を設けてもよい。
　これらの画像表示方式については、例えば、「ＥＬ、ＰＤＰ、ＬＣＤディスプレイ－技
術と市場の最新動向－（東レリサーチセンター調査研究部門　２００１年発行）」の４３
ページなどに記載されている。
【０２９８】
　本発明におけるカラーフィルタを備えた液晶表示装置は、本発明におけるカラーフィル
タ以外に、電極基板、偏光フィルム、位相差フィルム、バックライト、スペーサ、視野角
保障フィルムなど様々な部材から構成される。本発明のカラーフィルタは、これらの公知
の部材で構成される液晶表示装置に適用することができる。これらの部材については、例
えば、「'９４液晶ディスプレイ周辺材料・ケミカルズの市場（島　健太郎　（株）シー
エムシー　１９９４年発行）」、「２００３液晶関連市場の現状と将来展望（下巻）（表
 良吉（株）富士キメラ総研、２００３年発行）」に記載されている。
　バックライトに関しては、SID meeting Digest 1380（2005）（A.Konno et.al）や、月
刊ディスプレイ　２００５年１２月号の１８～２４ページ（島 康裕）、同２５～３０ペ
ージ（八木隆明）などに記載されている。
【０２９９】
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　本発明におけるカラーフィルタを液晶表示装置に用いると、従来公知の冷陰極管の三波
長管と組み合わせたときに高いコントラストを実現できるが、さらに、赤、緑、青のＬＥ
Ｄ光源（ＲＧＢ－ＬＥＤ）をバックライトとすることによって輝度が高く、また、色純度
の高い色再現性の良好な液晶表示装置を提供することができる。
【実施例】
【０３００】
　以下に実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。以下の実施例に示す材料、使
用量、割合、処理内容、処理手順等は、本発明の趣旨を逸脱しない限り、適宜、変更する
ことができる。従って、本発明の範囲は以下に示す具体例に限定されるものではない。な
お、特に断りのない限り、「％」および「部」は質量基準である。
【０３０１】
＜分散剤（Ｃ－１）の合成＞
　ガス導入管、コンデンサー、攪拌翼、及び温度計を備え付けた反応槽に、メチルメタク
リレート８０部、エチルアクリレート１２０部、及びメトキシプロピルアセテート４０部
を仕込み、窒素ガスで置換した。反応容器内を８０℃に加熱して、３‐メルカプト‐１，
２‐プロパンジオール４．４部を添加した後、２，２'－アゾビスイソブチロニトリル０
．２部を２０回に分けて３０分ごとに加え、８０℃のまま１２時間反応し、固形分測定に
より９５％が反応したことを確認した。次に、トリメリット酸無水物１２部、メトキシプ
ロピルアセテート１９０部、及び、触媒として、１，８－ジアザビシクロ－［５．４．０
］－７－ウンデセン０．４０部を追加し、１２０℃で２時間、８０℃で５時間反応させ、
９０％以上の酸無水物がハーフエステル化していることを滴定で確認した。樹脂溶液２ｇ
をサンプリングし、１８０℃２０分加熱乾燥して不揮発分を測定し、不揮発分が２５重量
％になるようにプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテートを添加し、固形分当
たりの酸価４４ｍｇＫＯＨ／ｇ、数平均分子量５２００である芳香族カルボキシル基を有
する分散剤（Ｃ－１）を得た。
【０３０２】
＜分散剤（Ｃ－２）の合成＞
　ガス導入管、コンデンサー、攪拌翼、及び温度計を備え付けた反応槽に、メチルメタク
リレート１６０部、エチルアクリレート４０部、及びメトキシプロピルアセテート４０部
を仕込み、窒素ガスで置換した。反応容器内を８０℃に加熱して、３‐メルカプト‐１，
２‐プロパンジオール２．２部を添加した後、２，２'－アゾビスイソブチロニトリル０
．２部を２０回に分けて３０分ごとに加え、８０℃のまま１２時間反応し、固形分測定に
より９５％が反応したことを確認した。次に、トリメリット酸無水物１２部、メトキシプ
ロピルアセテート１９０部、及び、触媒として、１，８－ジアザビシクロ－［５．４．０
］－７－ウンデセン０．４０部を追加し、１２０℃で２時間、８０℃で５時間反応させ、
９０％以上の酸無水物がハーフエステル化していることを滴定で確認した。樹脂溶液約２
ｇをサンプリングして１８０℃、２０分加熱乾燥して不揮発分を測定し、不揮発分が２５
重量％になるようにプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテートを添加し、固形
分当たりの酸価２３ｍｇＫＯＨ／ｇ、数平均分子量１１０００である芳香族カルボキシル
基を有する分散剤（Ｃ－２）溶液を得た。
【０３０３】
＜分散剤（Ｃ－３）の合成＞
　特開２００７－２７７５１４号公報の段落番号０３３４の記載を参照して合成した。
分散剤（Ｃ－３）：
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【化６１】

上記において、ａは、２．０、ｂは４．０、酸価１０ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｍｗ２００００で
ある。
また、ａ及びｂは、それぞれ、括弧内で表される部分構造の数を表し、ａ＋ｂ＝６を満た
す。
【０３０４】
＜樹脂バインダー１の合成＞
　セパラブル四口フラスコに、温度計、冷却管、窒素ガス導入管、攪拌装置を取り付けた
反応容器に、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテートを入れ、反応容器に窒
素ガスを導入しながら１００℃に加熱して、同温度で滴下管よりベンジルメタクリレート
１２３．３ｇ、メタクリル酸２５．８ｇ、アゾビスイソブチロニトリル　１０．０ｇの混
合物を１時間かけて滴下して重合反応を行った。
　室温まで冷却した後、樹脂溶液を約３ｇサンプリングして１８０℃２０分加熱乾燥して
不揮発分を測定し、先に合成した樹脂溶液に不揮発分が４０質量％となるようにプロピレ
ングリコールアセテートを添加して、樹脂バインダー１の溶液を得た。
【０３０５】
＜顔料分散組成物の製造＞
　下記の組成の混合物を均一に攪拌混合した後、ビーズミルにより３時間混合・分散して
顔料分散組成物１を調製した。
　ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料（Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン５８）　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    ９．５９質量部
　黄色顔料（Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８５）　　　　　　　    　４．１１質量部
　下記色素誘導体（Ｉ－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　    　１．３７質量部
　分散剤（Ｃ－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　４．９３質量部
　プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＥＡ）　８０．０質量部
【０３０６】
色素誘導体（Ｉ－１）：
【化６２】

【０３０７】
＜感光性樹脂組成物の調製＞
　下記の組成の混合物を均一に攪拌混合して、感光性樹脂組成物を調製した。
　顔料分散組成物１　　　　　　　　　　　　　　　６５．７質量部
　樹脂バインダー１　　　　　　　　　　　　　　　１．２４質量部（４０質量％樹脂溶
液として）
　光重合開始剤（１．２－オクタンジオン，１－［４－（フェニルチオ）－，２－（Ｏ－
ベンゾイルオキシム）］（ＢＡＳＦ社製、ＩＲＧＡＣＵＲＥ　ＯＸＥ０１））
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．２６質量部
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　エチレン性不飽和化合物（ジペンタエリスリトールヘキサアクリレートのエチレンオキ
シド変性品（新中村化学工業株式会社製、ＮＫエステル　Ａ－ＤＰＨ－１２Ｅ））　　　
　                                              ２．３４質量部
　フッ素系界面活性剤（大日本インキ株式会社製、メガファックＦ－７８１Ｆ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０２質量部
　ｐ－メトキシフェノール　　　　　　　　　　０．０００３質量部
　プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＥＡ）　　　　        
          
                                              ２９．４４質量部
【０３０８】
　組成内容を下記表の組成に変えた以外は、上述の感光性樹脂組成物１と同様の方法で、
感光性樹脂組成物２～１５を調製した。なお、感光性樹脂組成物２～１２で用いた誘導体
Ａ、誘導体（Ｉ－２）、誘導体（ＩＩ－１）、および誘導体（ＩＩ－２）は以下の構造式
で表される。
【０３０９】
誘導体Ａ（富士フイルムファインケミカルズ（株）製）：
【化６３】

【０３１０】
誘導体（Ｉ－２）：

【化６４】

【０３１１】
誘導体（ＩＩ－１）：
【化６５】

【０３１２】
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誘導体（ＩＩ－２）：
【化６６】

【０３１３】
＜評価＞
＜＜残渣＞＞
上記で得られた実施例及び比較例の着色感光性組成物を下塗り層付シリコンウェハ上に塗
布後の膜厚が０．８μｍになるようにスピンコーターを用いて塗布し、１００℃のホット
プレートを用いて１２０秒間加熱処理（プリベーク）を行った。
　次いで、ｉ線ステッパー露光装置ＦＰＡ－３０００ｉ５＋（Ｃａｎｏｎ（株）製）を使
用して、３６５ｎｍの波長で１．４μｍ四方のベイヤーパターンマスクを通してパターン
サイズが１．４μｍ四方になるように露光量を調整して露光した。
　その後、露光された塗布膜が形成されているガラスウェハをＴＭＡＨ　０．３％水溶液
を用い、２３℃で６０秒間パドル現像を行った。その後、スピンシャワーにてリンスを行
い、さらに純水にて水洗し、２００℃のホットプレートを用いて３００秒間加熱処理（ポ
ストベーク）を行い、１．４μｍ四方のベイヤーパターンが形成された単色カラーフィル
タを得た。
　得られた１．４μｍ四方のベイヤーパターンに対して、測長ＳＥＭ（Ｓ－４８００、日
立社製）を用いて、パターン周辺の残渣を観察した。
～判定基準～
５：残渣は観察されない。
４：残渣がわずかに観察される。
３：残渣が観察されるが、実用上問題ないレベルである。
２：残渣が観察され、実用できないレベルである。
１：パターン周辺の下地上一面に残渣が観察される。
【０３１４】
＜＜パターン直線性＞＞
上記で得られたパターン基盤を測長ＳＥＭ（Ｓ－４８００、日立社製）を用いて、上部か
ら観察した。
～判定基準～
５：図１（ａ）のようにパターンの一辺が直線である。
４：図１（ｂ）のようにパターンの角がやや丸まっている。
３：図１（ｃ）のようにパターンの一辺がやや丸まっている。
２：図１（ｄ）のようにパターンが丸まっている。
１：図１（ｅ）のようにパターンが丸い。
【０３１５】
＜＜安定性＞＞
上記で得られた実施例及び比較例の着色感光性組成物を室温で３ヶ月経時させた後の粘度
変化を評価した。
５：経時前後の粘度変化が３．０％以下である。
４：経時前後の粘度変化が３．０％を超え５．０％以下である。
３：経時前後の粘度変化が５．０％を超え１０．０％以下である。
２：経時前後の粘度変化が１０．０％を超え３０．０％以下である。
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【０３１６】
＜＜輝度ムラ＞＞
　上記で得られた実施例及び比較例の着色感光性組成物を、ガラス基板上に乾燥後の膜厚
が０．８μｍになるようにスピンコーターを用いて塗布し、１００℃で１２０秒間プリベ
ークして着色塗膜を得た。
　得られた各着色塗膜を光学顕微鏡の観測レンズと光源との間に設置して光を観測レンズ
に向けて照射し、その透過光状態を倍率が１０００倍のデジタルカメラが設置された光学
顕微鏡によって観察した。光学顕微鏡に設置されたデジタルカメラには１２８万画素のＣ
ＣＤが搭載されており、透過光状態にある被膜表面を撮影した。撮影画像は８ビットのビ
ットマップ形式でデジタル変換したデータ（デジタル画像）として保存した。
　なお、着色塗膜の被膜表面の撮影は任意に選択した２０の領域に対して行った。また、
デジタル変換したデータは、撮影画像をＲＧＢの３原色それぞれの輝度を０～２５５まで
の２５６階調の濃度分布として数値化して保存した。
　次いで、保存されたデジタル画像について、１つの格子サイズが実基板上の０．５μｍ
四方に相当するように、格子状に区分し、一つの区画内での輝度を平均化した。本実施例
においては、１２８万画素のデジタルカメラで光学１０００倍の画像を撮影したため、実
基板上の０．５μｍは撮影画像上の０．５ｍｍとなり、ディスプレイ上における画像サイ
ズが４５２ｍｍ×３５２ｍｍであったことから、一つの領域における総区画数は６３６４
１６個であった。
　各領域の全区画について、任意の１区画とそれに隣接する全ての隣接区画の平均輝度と
を計測した。隣接区画の平均輝度との差が５％以上の区画を有意差区画と認定し、全領域
の有意差区画の平均総数を算出した。この数値が小さいほど、隣接する区画との濃度差が
小さく、輝度ムラが少なく、カラーフィルタとしての特性に優れる事を表す。
～判定基準～
５：有意差区画数が２０００以下である。
４：有意差区画数が２００１～３０００である。
３：有意差区画数が３００１～５０００である。
２：有意差区画数が５００１～１００００である。
１：有意差区画数が１０００１以上である。
【０３１７】
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【表１】

【０３１８】
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　上記表において、各記号は以下の化合物を意味する。
ＰＧ５８：ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料（Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン５８）
ＰＹ１３９：イソインドリン系黄色顔料（Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３９）
ＰＹ１５０：ニッケルアゾ系黄色顔料（Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５０）
ＰＹ１８５：イソインドリン系黄色顔料（Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８５）
ＰＧ３６：ハロゲン化銅フタロシアニン顔料（Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン３６）
無置換Ｚｎフタロシアニン顔料：ハロゲン化されていない亜鉛フタロシアニン顔料
【０３１９】
　上記表に示す結果より、フタロシアニン顔料として、非ハロゲン化亜鉛フタロシアニン
やハロゲン化銅フタロシアニンを用いた場合（比較例１～５）、パターン直線性、安定性
、および輝度ムラが大きく劣っていることがわかった。また、本発明で用いる色素誘導体
や分散剤を用いない場合（比較例４～５）、リソグラフィー、パターン直線性、安定性、
および輝度ムラが大きく劣っていることがわかった。
　これらに対し、例えば実施例に示す本発明の感光性樹脂組成物は、本発明の組成物に必
須の成分である（Ａ）ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料と（Ｂ）特定構造の色素誘導体
を含むため、リソグラフィー、パターン直線性、安定性、および輝度ムラが大幅に改善さ
れていることがわかる。

【図１】
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